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第１章 はじめに 

 

電気通信サービスはいまや広く国民が利用する、日常生活に不可欠なライフ

ラインとなっており、消費者が安心して電気通信サービスを利用できる環境の

確保が求められている。 

 

他方、電気通信分野は、急速に技術革新が進む分野であることから、消費者が

利用する様々なサービスの内容や提供主体、契約形態は日々高度化・多様化・複

雑化している。さらに、固定系・無線系サービスを問わず、通信速度はいわゆる

ベストエフォート型とされ、また、無線系サービスは具体的なサービスエリア等

について必ずしも個別事例における状況が事前に把握できないという特質があ

る。 

 

このような状況の下、電気通信サービスを提供する電気通信事業者及び販売

代理店と消費者との間には、情報の非対称性、交渉力の格差が生じる傾向にあり、

消費者が契約時にサービス内容・品質や契約内容を十分に理解するのには一定

の限界がある。電気通信サービスが高度化・多様化・複雑化し、かつ消費者の高

齢化が進行している現状において、正確な情報を把握し、適切に選択する「イン

フォームドチョイス」を確保することが一層難しいことなどを踏まえれば、消費

者保護ルールの重要性はますます高まっていると言える。 

 

本ＷＧは、2015 年の電気通信事業法（昭和 59 年法律第 86 号）改正により充

実・強化された現行の消費者保護ルールについて、電気通信サービスの多様化・

複雑化や消費者トラブルの現状を踏まえ、その施行状況及び効果を検証すると

ともに、今後の消費者保護ルールの在り方について検討を行うことを目的とし

て、2018 年 10 月以降、検討を行ってきた。 

 

その際、次の３つの視点を基本的視点として整理し、その視点に立って検討を

行った。 

○ 契約時の分かりやすい説明等、事業者から消費者に対しリテラシーに応じ

た適切な情報提供が行われているか 

○ 実際に利用してみないと品質が分からない電気通信サービスの品質の不

確実性という特性を踏まえた消費者保護が十分になされているか 

○ 利用者のニーズに合ったサービスを選択できる環境が確保されているか 

 

検討に当たっては、以下に示す主要な論点に関し、有識者、消費者団体、通信

事業者、事業者団体、販売代理店団体等からのヒアリングを行い、議論を深めて
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きた。 

 （１）2015 年度消費者保護ルールの実施状況と評価 

 （２）個別の論点 

   ① 携帯電話の料金プランの理解促進のための取組 

② 携帯電話ショップでの手続時間等の長さへの対応 

③ 広告表示の適正化に向けた対応 

④ 不適切な営業を行う販売代理店等への対策 

⑤ 高齢者のトラブルへの対応 

⑥ 法人契約者のトラブルへの対応 

⑦ その他 

⑧ 2030 年を見据えた消費者保護の在り方 

 

そのような中で、利用者料金その他の提供条件や、販売代理店等の勧誘行為や

業務実態に関する論点を中心に、多くの関係者及び構成員が共通して指摘する

課題が明らかになってきたことから、2019 年１月 17 日の第６回会合で、「モバ

イル市場の競争環境に関する研究会」（以下「モバイル研究会」という。）と合同

で、早急に取り組むべき事項を盛り込んだ「モバイルサービス等の適正化に向け

た緊急提言」（以下「緊急提言」という。）を取りまとめ、公表した。 

 

また、緊急提言案の取りまとめ後、その他のに掲げられた論点以外の論点に関

し関しては、さらに有識者や関係事業者等からのヒアリング等を行い、議論を深

めてきており、今般、電気通信事業分野深めた上で、2019 年４月 17 日における

消費者保護ルールをさらに充実する観点から取り組むべき事項の全体像を中間

報告として取りまとめた。 

 

さらに、中間報告の取りまとめ以降、関係事業者や事業者団体の取組の状況を

ヒアリングを行い、更なる議論を行ったことから、その内容を中間報告の内容に

追記する形で本報告書を取りまとめた。 

 

本報告書をもとに、関係各方面において必要な対応が迅速に行われることを

期待する。 
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第２章 2015 年消費者保護ルールの実施状況と評価 

 
（１）消費者保護ルールの概要と実効性の確保に係る取組 

電気通信事業法では、新規参入や料金の事前規制を緩和する一方、消費者

保護ルールを充実する等、累次の法改正が行われてきた。2003 年にはサービ

ス提供条件の説明義務や苦情等処理義務が導入され、2015 年には契約書面

交付義務、初期契約解除制度、事業者による販売代理店に対する指導等の措

置義務、勧誘に当たっての不実告知等や勧誘継続行為の禁止等の規律が設け

られたところである（2016 年５月施行）。 

 

新たに導入された消費者保護ルールの実効性を確保するため、2016 年５

月に、法令遵守状況の調査、必要な場合の権限行使、利用者からの苦情等の

収集・分析、制度実施状況の評価等の監督（モニタリング）の事務について

定めた「電気通信事業の利用者保護規律に関する監督の基本方針」を策定し

た。これに基づき、2016 年９月より、半年に１回程度、苦情相談の分析1や、

説明義務の履行を確認するための実地調査2、行政や各事業者団体の取組状

況等を共有し、各主体の改善につなげる「ＩＣＴサービス安心・安全研究会 

消費者保護ルール実施状況のモニタリング定期会合」（以下、「モニタリング

会合」という。）を開催している。 

 

毎回のモニタリング会合において指摘された要改善事項等については、総

務省から対象事業者・事業者団体に対し行政指導を行うとともに、次回以降

の会合において、その後の取組状況のフォローアップを実施している。これ

までのモニタリング会合の指摘を踏まえた事業者における改善事例として

は、利用者に対する月々の総支払額の説明・書面交付、オプションサービス

の無料期間終了前の通知、電話勧誘後の後確認の実施等を含め、以下のよう

な取組が挙げられる。 

 

 

 

 

                                                  
1 総務省では、電気通信消費者相談センターを通じた電話による相談、Ｗｅｂフォームを

通じたメールによる苦情相談を受け付けている。苦情分析は、総務省及び全国消費生活情

報ネットワークシステム（ＰＩＯ－ＮＥＴ）に寄せられた苦情を合計したものについて、

サービス種類、発生チャネル、発生時期、発生要因、苦情相談の項目・観点、要望内容等

で分類・集計している。 
2 利用者に扮した調査員を調査対象事業者の販売現場に派遣し、実際の説明・応対を受け

た後、調査員があらかじめ設定された設問（法令に基づく説明事項が説明されたか等を確

認するもの）に答える形で、その状況を記録する調査。 
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＜図表：これまでのモニタリング会合における指摘・改善事項（例）＞ 

 
出典：総務省「ＩＣＴサービス安心・安全研究会 消費者保護ルール実施状況のモニタリング定

期会合（第５回）」（2018 年 6 月 28 日）配付資料 

 

総務省においても、上記の事業者の取組のうちの一部3については、その継

続的な実施及び調査対象外事業者による実施等の観点から、消費者保護ルー

ルガイドラインに明記する改定を行った。 

また 2018 年２月には、「ＭＶＮＯ音声通話付きサービスについての苦情相

談も少ないとは言えない状況となってきたことから、ＭＶＮＯ音声通話付き

サービスを初期契約解除制度の対象とすることが適当」とのモニタリング会

合での意見集約を受け、同サービスを初期契約解除制度の対象とする省令・

告示の改正を行った（2018 年 10 月施行）。 

 

このほか、最新のサービスの仕組や苦情・相談事例を共有することで消費

者トラブルを協同で縮減していくための取組として、国（各地域の総合通信

局等）、地域の消費生活センター、電気通信事業者等の関係者が対面で情報

共有や意見交換を行う電気通信消費者支援連絡会を、全国 11 ブロックで年

に２回程度開催している。 

 

                                                  
3 ①月々の総支払額（合計金額）を説明・書面交付、②解約諸費用の一括での説明・書面

交付、③オプションサービスの無料期間終了前の事前通知、④毎月の料金請求額が確定し

た時に、利用者に電子メールで請求情報を通知、⑤販売代理店の電話勧誘後の電気通信事

業者自らの責任による契約意思等の後確認、⑥販売代理店の電話勧誘通話記録の定期的な

サンプル調査 等。 
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（２）苦情相談件数の推移等 

2015 年の電気通信事業法改正による消費者保護ルールの導入以降、全国

消費生活情報ネットワークシステム（ＰＩＯ－ＮＥＴ）及び総務省に寄せら

れた電気通信サービスに関する苦情相談件数は減少している。しかしながら、

その傾向は緩やかであり、依然として高い水準にある。 

2017 年度の苦情相談件数のサービス別内訳を見ると、ＦＴＴＨサービス

(35.6%)、ＭＮＯサービス（25.7%）の順に多く、次いでプロバイダサービス

（8.3%）、ＭＶＮＯサービス（7.0%）が続く。 

＜図表：苦情相談件数の推移と 2017 年度のサービス別内訳＞ 

 
出典：総務省「ICT サービス安心・安全研究会 消費者保護ルール実施状況のモニタリング定期会合（第

５回）」（2018 年 6 月 28 日）配付資料 

 
苦情相談の要因となった販路等としては、携帯電話（ＭＮＯ）についてはキャ

リアショップや量販店等の「店舗販売」（46.3%：「不明」を除いた場合は 83.3%）

が、ＦＴＴＨサービスについては「電話勧誘」（56.3%：「不明」を除いた場合は

72.0%）という販売形態が、それぞれ高い比率となっている。 
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＜図表：苦情相談の要因となった販路又は応対場所等（2017 年度）＞ 

 
 出典：総務省「ＩＣＴサービス安心・安全研究会 消費者保護ルール実施状況のモニタリング定期会

合（第５回）」（2018年6月28日）配付資料を基に作成。2017年度にＰＩＯ－ＮＥＴ及び総務省に寄せ

られた苦情相談の約３分の１を無作為抽出し､サービス別に分析したもの。 

 
（３）構成員の意見 

 電気通信サービスの相談自体は減少傾向だが、光卸の販売代理店による電話

勧誘の相談は法施行後もあまり減っていない印象。ただし、消費者が意図し

ていなかった契約などについては、初期契約解除や、事業者団体による工事

前無償解除のルール化により、契約解除できている事例が多くなっており、

一定の法律の効果はあるのかと思う。 

 消費者保護ルールの規定自体は、書面交付、初期契約解除、確認措置による

解除等で一定の効果が表れているが、消費者に契約内容を理解してもらうよ

うな啓発も必要。 

 自主規制と共同規制の有効性が強調される昨今ではあっても、消費者保護分

野においては、法規制が有効に機能する場面があるのは間違いない。しかし

規制を守らない者が競争上有利になるため、モニタリングを通じた法執行が

絶対に必要。 

 モニタリング定期会合の開催など継続的な検討で改善していくことが必要。 

 消費者法は事業法に含まれるという欧米の考え方にならい、2015 年に電気

通信事業法で消費者保護ルールを導入したのは画期的。 

 

（４）消費者保護ルール等の評価 

2015 年に導入された消費者保護ルールについては、その後のモニタリン

グの取組も含めて、以下のような点で、消費者保護の水準を高める一定の効

果があったと認められる。 

 2015 年まで増加を続けていた電気通信サービスに関する苦情相談件
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数は、制度導入以降、減少傾向に転じている。 

 消費者が意図していなかった契約等について、初期契約解除（又は確

認措置による解除）を行うことが可能となった。制度導入直後は、不

適切な運用を行う事業者も見受けられたが、その後、運用が改善され

ており、権利行使を行う消費者の割合の推移45を踏まえれば、制度が着

実に定着・実施されつつあると考えられる。 

 2016 年度と 2017 年度に行われたＭＮＯの実地調査の結果6において、

法令に基づく個別の説明事項が適切に説明された比率を年度で比較す

ると、説明がされた比率が全体として改善している。2017 年度と 2018

年度に行われたＭＶＮＯの実地調査の結果7を年度で比較しても、同様

に全体として改善しており、消費者が契約時に適切に情報提供を受け

られるための環境整備が徐々に整いつつあると考えられる。 

 

一方で、苦情相談件数は減少傾向に転じたものの、ＦＴＴＨの電話勧誘

に関する相談や、携帯電話の店舗を要因とする苦情など、販売代理店に係

る苦情は依然として高い水準にあるため、モニタリング会合でも取り上げ

られているように、料金プランの分かりにくさへの対応や、電話勧誘適正

化等について更なる取組が必要である（これについては、「シンプルで分

かりやすい携帯電話に係る料金プランの実現」、「販売代理店の業務の適正

性確保」に関し、第３章の緊急提言において電気通信事業法の改正を含め

て対策を講じることが必要としているしたほか、第４章の個別論点におい

て現状と今後の取組の方向性を整理した）。 

 

また、以上の評価を踏まえると、今後の方向性としては、消費者保護ル

ールとその履行を担保するモニタリングの実施という枠組みは今後も維

持しつつ、苦情相談等で明らかになった課題を踏まえ、事業者の取組や制

度面を改善していくというアプローチで考えていくことが重要である。そ

の際、緊急提言を踏まえた電気通信事業法の改正後の市場環境の変化も踏

まえ、モニタリングの実施・評価を行っていくことが適当である。 

  

                                                  
4 新規契約締結数に占める初期契約解除がされた数の割合は、0.46%（2016 年７月～９

月）から 0.75％（2018 年７月～９月）に増加。 
5 新規契約締結数に占める確認措置により契約解除された数の割合は 0.26％（2016 年７

月～９月）から 0.43％（2018 年７月～９月）に増加。なお 2017 年６月のモニタリング定

期会合においてＭＮＯ１社に対し、確認措置の運用状況の改善を求める指摘を行い、同年

７月より運用改善が行われている。 
6 第３回モニタリング会合（2017 年 6 月 22 日）及び第５回モニタリング会合（2018 年 6
月 28 日）。 
7 第４回モニタリング会合（2018 年 2 月 16 日）及び第６回モニタリング会合（2019 年 2
月 1 日）。 
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（参考）2018 年度の苦情相談件数の推移等（本ＷＧにおいては取り扱わなかったもの） 

＜図表：苦情相談件数の推移と 2018 年度のサービス別内訳＞ 

 

出典：総務省「ICT サービス安心・安全研究会 消費者保護ルール実施状況のモニタリング定期会合（第

７回）」（2019 年 6 月 25 日）配付資料 

 

＜図表：苦情相談の要因となった販路又は応対場所等（2018 年度）＞ 

 

出典：総務省「ＩＣＴサービス安心・安全研究会 消費者保護ルール実施状況のモニタリング定期会合

（第７回）」（2019年6月25日）配付資料を基に作成。2018年度にＰＩＯ－ＮＥＴ及び総務省に寄せら

れた苦情相談の約３分の１を無作為抽出し､サービス別に分析したもの。 
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第３章 モバイルサービス等の適正化に向けた緊急提言 

 

 （１）緊急提言の取りまとめ 

本ＷＧでは、2018年11月26日の第４回会合で、モバイル研究会と合同で緊急

提言（案）をまとめ、同年12月18日までの間、一般からの意見募集を実施した。

意見募集には、法人15件、個人64件の合計79件のご意見が寄せられた。2019年

1月17日にモバイル研究会と合同で開催した第６回会合で、寄せられたご意見

も踏まえ、一部修正の上で、緊急提言を取りまとめ、公表した。 

緊急提言では、それまでの累次の検討・取組を進めてきた課題のうち、い

まだ解消されていないものとして、「シンプルで分かりやすい携帯電話に係る

料金プランの実現」と「販売代理店の業務の適正性の確保」について、早急

に取り組むべき方向性を提言しているした。 

 

モバイルサービス等の適正化に向けた緊急提言 

 

１．本提言の位置づけ 

 携帯電話は、その契約数が１億７千万を超え、様々な社会経済活動の基礎と

なるとともに、国民にとって不可欠なコミュニケーションの手段となってい

る。 

携帯電話をはじめとする電気通信サービスの在り方については、利用者視

点に立ち、①利用者がニーズに合ったサービスや端末を選択できるようにす

ること、②事業者間の公正な競争を促進することにより利用者利益の確保を

図ること、③技術進歩の成果を利用者が速やかに享受できる環境を整備する

ことという３つの基本的な視点から検討を進めることが重要である。 

モバイル市場の競争環境に関する研究会（以下「モバイル研究会」という。）

及びＩＣＴサービス安心・安全研究会 消費者保護ルールの検証に関するＷＧ

（以下「消費者ＷＧ」という。）では、2018年10月以降、それぞれ３回にわた

りヒアリングを行い、検討を重ねてきた。 

ヒアリングを通じ、多くの関係者及び構成員が共通して指摘する課題が明

らかになってきたことを踏まえ、本緊急提言は、モバイル研究会と消費者ＷＧ

とが合同でモバイルサービス等の適正化に向けて早急に取り組むべき事項を

整理したものである。 

本緊急提言を踏まえ、総務省等において必要な措置が早急に講じられるこ

とを期待する。 
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２．シンプルで分かりやすい携帯電話に係る料金プランの実現 

（１）背景 

 携帯電話の利用者料金に対する規律については、累次に渡る電気通信事業

法（昭和59年法律第86号）の改正により規制緩和がされてきており、1997年

に認可制から届出制とされ、2004年には事前規制が完全に撤廃されている。

現在、携帯電話市場では設備面及びサービス面の両面での競争が行われ、携

帯電話事業者がそれぞれ工夫しながら多様なサービスを多様な料金プラン

により提供している。 

 一方で、料金プランの中には、利用者が正確に理解することが困難なもの

や利用者を過度に拘束するようなものなどが出てきており、その結果とし

て、利用者の適切かつ自由な選択が阻害され、事業者間の公正な競争が不当

に制限されているという問題が指摘されている。 

 携帯電話の利用者料金に関し、携帯電話事業者による継続的な工夫にもか

かわらず、問題が指摘され続けている状況に鑑みると、利用者の利益を阻害

するような料金プランを抜本的に見直し、携帯電話事業者による公正な競争

の中で真に利用者のためになる工夫が進められるように取り組んでいくこ

とが求められる。 

（２）通信料金と端末代金の完全分離 

① 問題点 

通信サービスと端末のセット販売については、次のような点が指摘され

た。 

● 通信サービスと端末はセットで購入するものとの強い印象を与え、両

者が本来は別のものであるという理解を妨げている。 

● 同じ携帯電話事業者が提供する同じデータ通信容量のプランであるに

もかかわらず購入する端末によって通信料金が異なるという不公平

や、通信料金の割引が特定の端末の利用者に限定されているという不

公平が生じている。 

● 端末購入から一定期間で通信料金の割引が終了し、その後は通信料金

が上昇するため、必要以上に新規端末に買い替える誘因が働く。 

● ハイエンド端末を中心に過度な端末購入補助が行われることにより、

ハイエンド端末とローエンド端末の実売価格が接近し、市場メカニズ

ムが有効に機能していない。また、同様の補助ができないＭＶＮＯと

の競争上のイコールフッティングの問題がある。 

● 「実質０円」というような表示に見られるように、端末代金と通信料
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金との区分が不分明で、利用者が何に対して幾ら支払っているか理解

しづらい。 

● 一定の条件の下で端末割賦代金の残債を免除する販売手法（端末買換

えサポートプログラム）は、依然として通信役務の継続を残債免除の

条件としており、残債免除を受けるまでの間の解約を利用者に躊躇さ

せるとともに、実質的に残債免除後の契約継続も求めるものであるた

め、利用者の囲い込みにつながっている。 

● 他の業界にも残価設定クレジットはあるが、他の商材と結びつけられ

ることはない。それに対して、通信役務と結びついた端末買換えサポ

ートプログラムは、通信役務に関するスイッチングコストを高めてい

る。 

② 提言 

端末は、通信役務を利用するに当たって欠かせないものであり、まず、こ

うした端末の購入等を条件とする通信料金の割引等については、通信料金と

端末代金の分離が不十分であることにより、次のような問題を生じさせてい

る。 

● 同じデータ通信容量等のプランであるにもかかわらず、購入する端末

によって通信料金が異なるという不公平や、通信料金の割引等が特定

の端末の利用者に限定されるという不公平があること。 

● 利用者が料金プランを正確に理解した上で他の料金プランと比較する

ことが困難となり、自らのニーズに沿って合理的な選択を行うことが

できないこと。 

● 通信料金の割引等が一定期間に渡り行われるなど、割引等を受けるた

めに通信役務の継続利用が求められる場合もあり、利用者を過度に拘

束し、事業者間の公正な競争が阻害されること。 

したがって、端末の購入等を条件とする通信料金の割引等を廃止すること

により、上記の問題点を解消することが適当である。 

また、通信役務の一定期間の継続利用を条件とする端末代金の割引等につ

いては、上記２点目及び３点目の問題を有するものであり、分離の徹底の観

点から、見直すことが適当である。このような割引等は、携帯電話事業者が

直接行うだけでなく、キャリアショップや量販店等の販売代理店を通じて行

われる可能性があり、それについても併せて対応することが必要である。 

特に、端末買換えサポートプログラムについては、同じプログラムへの再

加入が残債免除の条件から除かれたが、依然として次のような問題があり、

抜本的に見直すことが必要である。 

● 残債免除までの間のプログラムへの継続加入が残債免除の条件とされ
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ており、その間の通信役務の継続利用が必要となっている。 

● 残債免除を受けないとプログラム加入の便益が全く得られないため、

上記３点目の問題が格段に大きくなる上に、残債免除を受けないとい

う選択肢が実質的に機能するか疑義がある。 

● 機種変更が残債免除の条件とされており、新端末の購入後に通信契約

を解除する場合には新端末の残債や解約料等のスイッチングコストが

存在するため、利用者は残債免除を受けた後も通信役務を継続利用す

ることとなる可能性が高い。 

（３）行き過ぎた期間拘束の禁止 

① 問題点 

期間拘束を伴う通信契約の関係については、次のような点が指摘された。 

● 期間拘束とその自動更新により、事業者乗換えのスイッチングコスト

が高くなっている。 

● 期間拘束なしの料金プランについて、その料金が高かったり、継続的

に同じ事業者と契約しているにもかかわらず長期契約者割引を受けら

れなかったりするなど、利用者にとって実質的な選択肢となっていな

い。 

● 契約途中で解約する際の違約金について、その算定根拠が明らかとな

っておらず、また、その水準が高いことが、事業者乗換えの妨げとな

っている。 

● ＦＴＴＨ等とセットで契約した場合、当該契約に係る拘束期間のずれ

が事業者乗換えの妨げとなっている。 

② 提言 

行き過ぎた期間拘束は、利用者が携帯電話事業者を乗り換える上での制約

であり、事業者間の公正な競争を阻害することとなる。また、技術革新の著

しい電気通信事業分野では、将来を見通した上で利用者が合理的な選択をす

ることは困難である。特に、ヒアリングにおいて、多くの関係者及び構成員

が共通して指摘した以下の期間拘束については、見直すことが適当である。 

ア 期間拘束のない契約の料金その他の提供条件が、期間拘束のある契約

の料金その他の提供条件に比べて著しく劣り、実質的な選択肢となって

おらず、それについての合理的な理由がない場合には、利用者を過度に

拘束するものであり、見直すことが求められる。また、期間拘束の期間

が著しく長期に渡り、その合理的な理由がない場合も、同様である。 

イ 解約に係る違約金の水準については、合理的な算定根拠に基づき設定

されるべきものであり、違約金の水準が著しく高い場合には、スイッチ

ングコストにより利用者を過度に拘束し、事業者間の公正な競争を阻害
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するものであるため、見直すことが求められる。 

ウ 期間拘束の自動更新については、変化の激しいモバイル分野で拘束期

間終了後の更新の要否を契約当初の段階で判断することは困難であり、

利用者を過度に拘束するものである一方で、更新に係る手続の手間の省

略を望む利用者もあり得る。このため、更新が利用者の真正な意思に基

づき行われるよう、契約当初の段階で自動更新とするかどうか選択可能

とし、拘束期間終了の段階で更新するかどうか及び自動更新の選択を変

更するかどうかについて利用者の意思を確認するとともに、自動更新の

有無により料金等に差を設けないことが求められる。 

さらに、期間拘束のある複数の契約のセットでの締結は、各サービスの期

間拘束の始期や長さが異なり、利用者が違約金を支払わずに複数のサービス

を同時に解約できない場合には、利用者を過度に拘束するものであることか

ら、いずれのサービスも同時に無料で解約できる期間を設定することなど改

善策を検討することが適当である。 

（４）合理性を欠く料金プランの廃止 

① 問題点 

上記のほか、過度に複雑な料金プランなどについて、次のような点が指摘

された。 

● 同じ携帯電話事業者が提供する同じ通話頻度、同じデータ通信容量の

通信サービスであるにもかかわらず、プランによって通信料金が異な

る場合がある。 

● 基本料とデータプランを別々に提供しているにもかかわらず、基本料

が安いプランでは少ないデータ量を選択できないなど、組合せに制約

がある。 

② 提言 

通常の提供条件の説明により利用者が理解することが期待できないよう

な過度に複雑な料金プランや合理性を欠く料金プランは、利用者の正確な理

解を妨げるとともに、料金プラン相互の比較を困難とし、利用者の合理的な

選択を阻害するため、見直すことが適当である。 

例えば、音声通話について同一の内容の基本料について、使用する端末や

選択するデータプランの別により料金が異なるなど、同じ通話頻度、同じデ

ータ通信容量の通信サービスであるにもかかわらず、プランによって通信料

金が異なり、不合理に「同一サービス同一料金」になっていない場合があり、

利用者間の不公平を生じるとともに、利用者の混乱を招き、その合理的な選
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択の妨げとなることから、見直すことが求められる。 

（５）取組の方向性 

市場競争の下においては、携帯電話事業者による工夫と競争によって多様

なサービスが多様な料金プランで提供され、利用者が提供条件を十分に理解

した上で、自らのニーズに応じてサービスを適切かつ自由に選択し、低廉な

価格で利用できることが望ましい。その際、携帯電話事業者によるサービス

や提供条件の工夫と競争は、利用者の利益を阻害するものとならないための

最低限の基本的なルールを守りつつ行われることが必要である。 

このため、以上で提言した事項について、携帯電話事業者による実効性

のある料金プランの見直しが行われるよう、総務省において、最低限の基

本的なルールとして料金その他の提供条件に関する禁止行為を定め、それ

に違反した場合には業務改善命令を行いうることとすること等について、

電気通信事業法の改正を含め、必要な措置を検討し、速やかに実施に移す

ことが適当である。また、措置の効果をデータに基づき検証できるよう、

総務省において、携帯電話事業者における販売奨励金や端末購入補助の詳

細や端末に係る収支の状況などのデータを定期的に把握することが必要で

ある。 

 

３．販売代理店の業務の適正性の確保 

（１）背景 

電気通信事業法では、新規参入や料金の事前規制を緩和する一方、消費者

保護ルールを充実する等、累次の法改正が行われてきた。2003年にはサービ

ス提供条件の説明義務や苦情等処理義務が導入され、2015年には契約書面交

付義務、事業者による代理店に対する指導等の措置義務、初期契約解除制度、

勧誘に当たっての不実告知等や勧誘継続行為の禁止等の規律が設けられた

ところである。 

この2015年の電気通信事業法改正による消費者保護ルールの導入以降、全

国消費生活情報ネットワークシステム（ＰＩＯ－ＮＥＴ）及び総務省に寄せ

られた電気通信サービスに関する苦情相談件数は減少しており、消費者保護

ルールの導入について一定の効果が見られる。しかしながら、その傾向は緩

やかであり、依然として高い水準にある。 
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 出典：総務省「ICTサービス安心・安全研究会 消費者保護ルール実施状況のモニタリング定期会合

（第５回）」（2018年6月28日）配付資料 

ＰＩＯ－ＮＥＴを用いた独立行政法人国民生活センターの分析によれば、

携帯電話やＦＴＴＨサービスに関する苦情相談件数は、それぞれ２万件超

（携帯電話）、１万件超（ＦＴＴＨのうち光コラボサービス）といった高い

水準で推移している。 

 
出典：「光回線サービスの卸売に関する勧誘トラブルにご注意！第２弾」（2018年7月26日 国民生活

センター報道発表資料）、「セット契約やスマートフォンの使い方などの携帯電話のトラブル」（2018

年9月13日 国民生活センター報道発表資料） 

 

また、2017年度にＰＩＯ－ＮＥＴ及び総務省に寄せられた苦情相談に基づ

く総務省の分析によれば、苦情相談の要因となった販路等としては、携帯電

話（ＭＮＯ）についてはキャリアショップや量販店等の「店舗販売」（46.3%：

「不明」を除いた場合は83.3%）が、ＦＴＴＨサービスについては「電話勧

誘」（56.3%：「不明」を除いた場合は72.0%）という販売形態が、それぞれ高

い比率となっており、販売代理店に起因した苦情相談が多く生じている。 
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 出典：総務省「ICTサービス安心・安全研究会 消費者保護ルール実施状況のモニタリング定期会

合（第５回）」（2018年6月28日）配付資料を基に作成。2017年度にＰＩＯ－ＮＥＴ及び総務省に寄

せられた苦情相談の約３分の１を無作為抽出し､サービス別に分析したもの。 

 

（２）問題点 

上述のＰＩＯ－ＮＥＴ及び総務省に寄せられた苦情相談の中身を見ると、

次のような内容が挙げられており、その多くが不適切な勧誘、説明に起因す

るものとなっている。 

【携帯電話】 

● 通信容量が大きな料金プランを勧められ言われるまま契約したが、後

で必要のないものだったと分かった。 

● スマートフォンを契約したら、不要なタブレット端末やヘッドフォン、

充電器等の付属品とのセット契約だった。 

● スマートフォンに追加でタブレット端末、光回線等も契約したが、ス

マートフォンすら使いこなせない。 

【ＦＴＴＨ】 

● 大手通信事業者からの電話だと思い契約したが、別の事業者だったの

で費用負担なく解約したい。 

● 契約先のプラン変更だと思ったら、別会社との契約になっていた。 

● （変更する必要がないにもかかわらず）光回線の変更が必要であるか

のような勧誘により契約してしまった。 

 

また、消費者ＷＧにおいては、販売代理店の業務について、次のような点

が指摘された。 

 

● 携帯電話について、契約内容が複雑化、説明時間も長時間化し、契約

内容や料金を消費者が正しく認識できておらず、また必ずしも消費者
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が希望する契約内容になっていない。 

● 光コラボの代理店による電話勧誘に係る苦情相談が相変わらず多く、

「新しいサービスのご案内です」と言われたので契約中の事業者だと

思ったなど、勧誘時に事業者名について誤解を与える勧誘となってい

る。 

● 携帯電話については、「○万円キャッシュバック」、「実質０円端末」を

うたうショップ店頭のポスターやロードサイドショップの立て看板が

未だに見られる。 

● 「実質０円」等の広告表示においては特定の適用条件等を認識しづら

いものもあり、結果、特典が受け取れないといった苦情が寄せられて

いる。 

 

消費者ＷＧで指摘のあった上記３点目の指摘に関しては、販売代理店独自

の過度な端末購入補助が依然として行われていると考えられるが、これは通

信料金の高止まり、利用者間の不公平及びＭＶＮＯの新規参入・成長の阻害

という点で懸念がある。 

通信サービスと端末をセット販売する場合の過度な端末購入補助につい

ては、総務省において「モバイルサービスの提供条件・端末に関する指針」

（2017年1月）が策定され、事業者に対してその適正化を図っているものの、

販売代理店は同指針の対象外となっていることから、市場全体に対して十分

な効果を上げていない状況にある。 

なお、携帯電話の販売代理店においては、消費者利益の確保に向けた自主

的な取組として、2014年に設立された一般社団法人全国携帯電話販売代理店

協会による「あんしんショップ認定制度」が全国的に展開されており、2018

年12月末時点で認定ショップ5,422店（全キャリアショップの67%）の規模と

なっている。また、光コラボの事業者・販売代理店については、一般社団法

人テレコムサービス協会による「重要事項説明項目とトークの手引き」（光

卸を利用したＦＴＴＨサービスの電話勧誘時の説明話法に係るガイドライ

ン）が策定されており、それぞれの業界団体において独自に苦情相談の改善

につながる取組が進められている。しかしながら、その浸透度合いは現状十

分とは言えず、今後、これらの販売代理店への一層の普及・浸透が課題とな

っている。 

（３）提言 

販売代理店に対する指導については、2015年の電気通信事業法の改正によ

り、事業者において、委託した業務に係る指導等の措置を行うことが義務付

けられるとともに、総務省においても、「提供条件の説明義務違反」、「不実

告知等の禁止違反」、「勧誘継続行為の禁止違反」に限っては、事業者のみな
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らず販売代理店に対しても業務改善を命じることが可能となっている。 

しかしながら、一次販売代理店の下にある二次、三次の販売代理店等を含

め、事業者による指導が十分に行き届いていない状況が見られるとともに、

販売代理店における独自の過度な端末購入補助や、利用者に誤認を与えるお

それのある勧誘や独自の店頭広告等の不適切な業務実態については、総務省

において業務改善を命じることができない等、必ずしも適切な担保措置が講

じられているとは言えない状況にある。加えて、総務省において、その実態

把握が十分にできているとは言い難い状況にある。 

販売代理店は、電気通信サービスの契約において、利用者に最も身近な窓

口であり、その業務が適正に行われることは、利用者の利益を確保する上で

必要不可欠となっている。このため、これらの問題点の解消に向け、以下に

ついて、電気通信事業法の改正を含め、必要な措置を講じることが適当であ

る。 

ア 販売代理店の存在を事業者経由で間接的に把握するのではなく、行政

が直接把握するための必要最小限の制度として、届出制を導入する。 

イ その上で、勧誘行為において社名や勧誘目的であることを明示しない

等、利用者に誤解を与えるような電気通信事業者及び販売代理店の不適

切な勧誘行為を禁止し、違反した場合には業務改善命令を行いうること

とする。 

ウ 加えて、電気通信サービス契約の媒介と一体として行われる販売代理

店の業務において、電気通信サービスに関して利用者の利益を阻害する

ような不適切な実態があれば、業務改善命令を行いうることとする。 

なお、販売代理店においては、３．（２）に掲げた一般社団法人全国携帯

電話販売代理店協会が運営する「あんしんショップ認定」の取得や、一般社

団法人テレコムサービス協会が策定しているガイドラインの活用等にさら

に積極的に取り組むことにより、利用者にとって誠実で信頼できる販売代理

店となっていくことが期待される。 

 

４．今後の検討の方向性 

 以上、総務省等において、早急に取り組むべき事項として、「シンプルで分

かりやすい携帯電話に係る料金プランの実現」及び「販売代理店の業務の適正

性の確保」の２つの項目を軸に整理した。 

 モバイル研究会では、引き続き、ＭＶＮＯを含めた事業者間の公正な競争条

件を確保する観点から、接続料の算定方法の見直し、ＩｏＴ向けサービスに係

る競争ルール等について検討を深めるとともに、「モバイル市場の公正競争促

進に関する検討会」報告書（2018年４月）で取り上げられた事項について実施
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状況の検証を行うこととする。 

消費者ＷＧでは、電気通信サービスの消費者保護の確保の観点から、契約手

続時間の長さや高齢者への適切な対応など、契約時の説明の在り方のほか、利

用中や解約時の説明の在り方、一定規模以下の法人のサービス利用の保護の

在り方等について検討を深めることとする。 

併せて、モバイル研究会及び消費者ＷＧは、本緊急提言に沿った取組の進捗

状況についてフォローアップを行うこととする。 

 

（２）緊急提言を受けた対応 

緊急提言を受け、総務省において、次の内容を定める電気通信事業法の改正

案を第198回国会に提出したところである。 

① 携帯電話事業者及び販売代理店による次の行為を禁止し、違反した場合を

業務改善命令の対象とすること。 

ア）端末の販売等に関する契約の締結に際し、通信サービスの利用者（当該

サービスの提供を受けようとする者を含む。）に対し、通信サービスの料

金を当該契約の締結をしない場合におけるものより有利なものとするこ

とその他電気通信事業者間の適正な競争関係を阻害するおそれがある利

益の提供として総務省令で定めるものを約し、又は第三者に約させること。 

イ）通信サービスの利用者に対し、契約の解除を行うことを不当に妨げるこ

とにより電気通信事業者間の適正な競争関係を阻害するおそれがあるも

のとして総務省令で定める料金その他の提供条件を約し、又は販売代理店

に約させること。 

② 販売代理店に総務省への届出義務を課すこと。 

③ 電気通信事業者及び販売代理店による、勧誘の相手方に対して自己の氏名

若しくは名称又は勧誘である旨を告げずに勧誘する行為その他利用者の利

益の保護のため支障を生ずるおそれがあるものとして総務省令で定める行

為を禁止し、違反した場合を業務改善命令の対象とすること。 

改正法は、成立した場合には公布から６か月以内に施行することとされてお

り、それまでに総務省令等で制度の詳細を定める必要があるところ、具体的な

制度の整備に関しては、緊急提言の意見募集や本ＷＧでの検討の過程において、

具体的な基準を明示することが望ましいとの意見等が出されている。出された。

これを受け、中間報告においては、制度の具体化のための検討に際しては、電

気通信市場に与える影響も見極めつつ、関係事業者が行うべき対応が明確とな

り、実効性ある取組が行われるよう、ＦＴＴＨ、ＭＮＯ、ＭＶＮＯ等の各事業
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者及び販売代理店その他関係者の意見も十分に聴いた上で、できる限り明確な

基準が整備されることが望ましいことを指摘した。 

本ＷＧにおいては、改正案の成立後、2019年５月から６月にかけて、モバイ

ル研究会との合同会合を開催し、関係事業者や事業者団体へのヒアリングを数

度にわたり実施した上で、総務省令等の方向性を議論した。こうした議論を経

て、必要な政省令等を確定した上で、2019年10月１日に改正法が施行された。 

携帯電話事業者等の関係者においては、緊急提言の趣旨や法改正等の措置を

踏まえ、踏まえた料金プラン等の抜本的な見直し等のが行われた。今後も引き

続き、モバイルサービス等の適正化に向けた向けて更なる取組をが積極的に行

う行われていくことが期待される。 

また、通信料金と端末代金の完全分離等の料金プランの見直し等により、販

売代理店における業務の在り方が変化していくことも想定される。販売代理店

は、利用者と直接接する重要な役割を担っており、地域の拠点としても、その

重要性は高いものである。その果たす役割をはじめ、販売代理店の在り方につ

いて、電気通信事業者、販売代理店等の関係者において十分な検討と意識の共

有が行われることが望まれる。 

以上のような取組の進捗状況やあるべき方向性等については、緊急提言でも

触れたとおり、本ＷＧ今後も総務省においても、モバイル研究会とともに、適

時のフォローアップを行うこととする。 
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第４章 個別の論点 

 

（１）携帯電話の料金プランの理解促進のための取組 

  利用者が契約に基づく費用負担を正確に理解し、自身のニーズに合った電

気通信サービスを選択することを可能とすることは、消費者保護の観点から

重要である。このため、本ＷＧでは、①契約前から契約の時点までに関して、

拘束期間全体での総額表示、②利用中に関して、利用実態に応じた料金プラン

への見直し推進を論点として取り上げた。 

 

① 拘束期間全体での総額表示 

 

【現状】 

2017 年２月のモニタリング会合第２回において、ＭＮＯ３社に対し、「総支払

額（初期費用及び毎月等の支払いのそれぞれの合計金額）の見込みも明示し、こ

れを記載した説明書面等を交付する運用を基本とするよう検討すべき」との指

摘を行った。これを受けて 2018 年２月までに、ＭＮＯ３社全てが、説明書面や

料金シミュレータ（タブレット画面）の使用・印刷等によって、初期費用の総支

払額及び月ごとの総支払額を明示し、書面交付する措置を開始している。 

 

しかし、例えば、２年間の期間拘束のある料金プランについて、一定の条件の

下で最初の 1 年間だけ等の限られた期間のみ割引が行われる中で、月ごとの支

払額を提示するだけでは、利用者が適切に拘束期間全体での自らの支払額を把

握することが難しいのではないかとの指摘もある。 

 

公正取引委員会調査（2018 年 6 月） では、「ＭＮＯと契約した場合の一定期

間の費用総額のイメージを持てないまま、一括で示される端末値引き額の大き

さに誘引されて、本来の選好に沿った選択をできていない消費者がいる可能性

がある」ことから、「ＭＮＯ各社は少なくとも期間拘束契約をする場合には、当

該期間において利用者が支払う通信役務と端末代金の費用総額の目安を消費者

に示すことが望ましい」と指摘されている。 

 

【構成員の意見】 

 ２年間の期間拘束を行っているにもかかわらず、１年目だけに適用される割

引を設定した上で、１年目の月額料金を前面に出した広告が行われており、

消費者が惑わされている。期間拘束を行う場合には、一定期間の定期契約で

あることを明示するとともに、その期間での料金を利用者に示すべきではな

いか。 

 初月の料金の安さを利用者に訴求するが、利用者は先々のことまで把握して
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いないので、単月の金額を表示する場合には、拘束期間とその期間の総額を

表示してもらうのが良いのではないか。 

 総額表示に賛成。ただし、緊急提言を受けて、端末の提供方法が今後変更・

多様化していくことが想定されるため、従来はなかった端末の提供方法が出

てきた場合にどのように表示すべきかについても検討いただきたい。 

 

【今後中間報告書作成時点での取組の方向性】 

料金プランが複雑化してきている中で、利用者が支払額を正確に理解し、必要

に応じて比較検討を行うことが難しくなっている。特に、期間拘束契約が行われ

ている中で、拘束期間よりも短い期間に限って適用される割引が提供され、その

割引が適用された月の支払額を利用者に訴求することも行われており、結果と

して、利用者による支払額の正確な理解や比較検討にかかる手間が増大し、正確

な理解や比較検討が行いづらくなっている。 

 

公正取引委員会調査（2018 年 6 月）の指摘も踏まえると、少なくとも期間拘

束のある契約については、利用者が拘束期間全体にわたる負担の総額を正確に

理解し、比較検討できるようにすることが、利用者による自らのニーズに応じた

サービス選択の確保及びそれを通じた公正競争の促進のために重要である。そ

のため、携帯電話事業者においては、期間拘束を伴う料金プランについては、単

月の支払額のみでなく、拘束期間全体において利用者が支払う通信料金と端末

代金の総額の目安をあわせて示すことが適当である。これは契約更新の際も同

様である。 

 

その際、提示すべき場面については、携帯電話事業者において、契約前の提供

条件の概要の説明の際に行うとともに、利用者が料金プランを選択する際に参

考とできるよう、各社のウェブサイトにおいて確認することを可能とすること

が適当である。また、提示すべき内容については、従量制の料金部分がある場合

には、複数の典型的に想定される利用方法ごとの目安を示すことや、ウェブサイ

トにおいて、利用者が条件を入力して確認することが可能な料金シミュレーシ

ョンにおいて提示することなど、利用者にとって確認がしやすい工夫を行うこ

とが適当である。 

 

以上のような支払総額の目安の表示を改正電気通信事業法の施行の時点で実

現するため、総務省においては、「電気通信事業法の消費者保護ルールに関する

ガイドライン」の改正を含め、速やかに必要な措置を講ずることが適当である。 
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【中間報告書作成後の動き】 

総務省において、中間報告書のとりまとめを受け、期間拘束のある携帯電話サ

ービスについて、利用者が負担の総額を正確に理解し、各社を容易に比較できる

ようにするため、消費者保護ガイドラインを改定（2019 年 9 月改定、同年 10 月

から運用開始）し、携帯電話サービスの提供条件の説明時等において拘束期間全

体にわたる通信料金と端末代金の総額の目安を示す必要があることを位置づけ

た。 

具体的には、期間拘束のある携帯電話サービスの新規契約、変更契約又は更新

契約を締結しようとしている利用者に対しては、特段の事情※がない限り、少な

くとも①通信料金、②携帯電話端末、タブレット等のサービスの利用に不可欠な

端末の売買代金及び③初期費用（事務手数料等）について、拘束期間全体にわた

る総支払額の目安を明示することが適切であることとした。 

※ 例えば、事業者のシステム改修等の準備状況を想定。 

 
出典：「電気通信事業法の消費者保護ルールに関するガイドライン」（2019 年９月改定）より抜粋 

 

また、本ＷＧにおいては、上記ガイドライン改定を踏まえた関係事業者の準備

状況に係るヒアリングを実施したところである。 

 

【事業者からの進捗報告内容】 

 店頭での新規契約分の総額表示については 2019 年 10 月受付分より開始。自

動更新分については、システム整備に時間を要することから、2020 年１月送

付分（2020 年２月更新）より開始予定。ＷＥＢシミュレーションでの総額表

示については現在検討中。（ＮＴＴドコモ） 

 店頭での新規契約分の総額表示については 2019 年 10 月受付分より開始。自
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動更新分については準備中。ＷＥＢ掲載分については、システム整備に時間

を要することから、2019 年度内を目途に開始予定。（ＫＤＤＩ） 

 新料金プランでは期間拘束を撤廃したため、新規契約分の総額表示は不要。

期間拘束が残る既契約の自動更新時の総額表示については準備中。（ソフト

バンク） 

 

【今後の取組の方向性】 

改定された消費者保護ガイドラインを踏まえ、期間拘束のある契約の全てに

ついて速やかに総額表示が実現されるよう、引き続き、総務省において、各事業

者の取組の状況を注視していくことが適当である。 

 

 ② 利用実態に応じた料金プランへの見直し推進 

 

【現状】 

（携帯電話サービスの利用中の苦情） 

現行の消費者保護ルールにおける説明義務、書面交付義務、初期契約解除制度

等は、主に契約締結時や契約初期における電気通信事業者や販売代理店の行為

を規律対象としているが、携帯電話（ＭＮＯ及びＭＶＮＯ）サービスに対する利

用者からの苦情を発生時期別に分類すると、「利用中（※書面交付（到着）後９

日目以降）」の苦情が最も多い（ＭＮＯ:47.9%、ＭＶＮＯ(音声通話付):45.9%。

2017 年度下半期）。 

 

上記 MNO サービスの利用中の苦情相談を項目・観点別に見ると、①「通信料金

の支払い（心当たりのない請求等）」25.1%が最も多く、次いで②「通信料金の設

定水準等（高額過ぎる等）」21.1%となるなど、通信料金に関する苦情が多い。 

 

（利用者の利用実態と契約プランの乖離） 

ＭＮＯ各社は、これまでにライトユーザやヘビーユーザ向けの新たな料金プ

ランや、端末購入に伴う通信料金からの割引の適用を受けない利用者向けの安

価な料金プランなどを導入してきており、多様な料金プランの提供が進んでい

る。 

 

他方、利用者が契約しているデータ通信料金プランの分布と実際のデータ通

信量の分布を見ると、スマートフォンのデータ通信量について、実際の使用量は

約半数のユーザで２ＧＢ未満だが、１ＧＢや２ＧＢのプランを契約しているユ

ーザは２割程度にとどまっているなど、利用実態と契約プランとの間で乖離が

生じている（2018 年６月末時点）8。総務省は、「モバイル市場の公正競争促進に

関する検討会」報告書（2018 年４月）にてこの課題を指摘し、2018 年６月、Ｍ

                                                  
8 第１回事務局提出資料 2-2 
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ＮＯ３社に対し、2019 年３月末までに次の措置を講ずるよう行政指導を実施し

ている。 

① データ使用量と契約している料金プランに乖離が生じている利用者に

対して、過去の利用実績等に基づき、利用金額が適正となる料金プランの

例を案内すること。 

② 契約時以外での料金プランの見直しに関する相談の機会を充実させる

等、利用者のリテラシー向上やサービスに関する理解促進に向けた施策を

実施すること。 

 

（携帯電話事業者等の取組） 

本ＷＧ第２回会合におけるＭＮＯ各社からの発表によれば、ＭＮＯ各社は利

用中の利用者への適切な料金プランの案内について、以下のような取組を実施

または実施予定としている。 

 2018 年３月より、毎月の請求額確定通知から、契約プランやデータ利用状

況を確認するページに容易に移行できるようにしたほか、2018 年５月よ

り、データ利用量に応じて段階的な料金が適用となる料金プランの提供を

開始9。2018 年９月より、コーポレートサイト上で利用者が確認しようと

した場合には、利用実態に基づくおすすめプランが表示される取組を実施。

（ＮＴＴドコモ） 

 料金プランの理解促進に向けて、店頭で「料金相談フェア」を開始。2018

年５～７月及び９～10 月実施分で 100 万人を超える顧客からの相談に対

応。（ＮＴＴドコモ） 

 2017 年７月より、データ利用量に応じて段階的な定額料金が適用される料

金プラン及びデータ使用量が多い利用者向けプランを導入し、利用者に対

し２つの新料金プランへの移行を積極的に勧めている（2018 年９月時点で

1000 万契約超）。2018 年２月より、料金段階が上がる際にＥメールで事前

に通知する運用を開始。（ＫＤＤＩ）10 

 2018 年９月より、料金プランをシンプル化するとともに、データ使用量が

多い利用者向け定額プランとデータ利用料に応じた段階的な料金プラン

を導入11。2019 年３月より、利用実績に応じて個別に最適な料金プランを

案内する取組を実施予定（ソフトバンク） 

 

（一社）全国携帯電話販売代理店協会は、携帯電話販売代理店として、顧客の

契約プランが利用実態に合うように定期的なプラン診断をお勧めしていきたい

                                                  
9 料金段階が上がる際にＥメールで通知する取組も実施。（事務局聞き取り） 
10 この他、店舗における料金診断を自店舗会員向けメール等で告知する取組も実施。また

2019 年 1 月請求の料金お知らせメールより、料金プランの確認／変更ページ、およびデ

ータ利用状況へのページ移行の容易化を実施。（事務局聞き取り） 
11 料金段階が上がる度にＥメールで通知する取組も実施。（事務局聞き取り） 
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としている。 

 

この他、利用中の情報提供の事例として、これまでのモニタリング定期会合で

の指摘を受けた措置を含め、各社からは以下のような取組事例の紹介があった

ところである。 

 ポータルサイト上での更新期間の確認の容易化、初心者向け使い方サポー

トの案内メール（ＫＤＤＩ） 

 請求額・更新月・オプション無料期間終了のＳＭＳ・メール等での周知、

データ利用量や請求金額のオンライン・アプリ上での確認やチャットでの

相談受付（ソフトバンク）12 

 

【構成員からの意見】 

 料金プランの乖離を定期的に見直そうという運動ができないか。ＭＮＯ各社

は料金プランの見直し案内を積極的に周知すべき。 

 利用期間中でも、使い方や料金プランの変更などが相談できる体制づくりを

すべき。 

 かなり多くの方が利用実態に合わない高い料金のまま契約をし続けている

という実態はあると思う。企業のお知らせは、新しいサービスの勧誘だと受

け止められて、利用者がショップに出向かないということもあるため、お知

らせの方法については、「あなたの場合はこうだ」といったところまで知ら

せる方法は必要。 

 月々の料金支払い額について、契約時にグラフ化したものを紙で渡されても、

なくしてしまう場合もあるので、利用中にＷｅｂ等で簡単に確認できる仕組

みを作っていただけるとありがたい。 

 事業者は情報提供していると言うが、利用者の方に伝わってこないというす

れ違い感をもう少し分析する必要。新しい勧誘だと思って見なかったり、自

分に関係ないと思って見なかったりなど、原因はいろいろ考えられる。 

 利用中にＷｅｂやアプリでいつでも確認できるようにすることは今後重要。

リテラシーの問題でアナログの対応も必要ではあるが、できる限りデジタル

の手段で実現されることが望ましい。 

 自動更新の通知など、ＳＭＳやメールで来ていても一切見ていない、気づい

ていない人たちがいることを忘れてはいけない。 

 利用中の料金プランの見直しなど、販売代理店が行う契約中の契約者に対す

るさまざまなサービスについても、キャリアが評価の対象にしていくという

ように体制が変わらないと解決していかない。保険業界が保険の代理店の評

価のやり方を変えたように、キャリアが自発的に変えていただく必要がある

のではないか。 

                                                  
12 ＮＴＴドコモ及びＫＤＤＩにおいても、2019 年２月時点でこれらの取組を実施。（事務

局聞き取り） 
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 不必要に高いプランのままの利用者がたくさんいる実態というのを踏まえ

て、場合によっては、本人が現在のプランにとどまりたいという積極的な意

思を示さない限りおすすめプランのほうに切りかえるということを考えて

もいいのではないか。 

 期間拘束でユーザを囲い込んでいる以上、事業者は契約中のユーザに対して

配慮すべき相当重い責務がある。 

 

【今後中間報告書作成時点での取組の方向性】 

各社の料金プラン改定により、データ使用量が少ない利用者向けのプランは

提供されるようになっている。しかし、利用実績に照らせばこれらの新しいプラ

ンに移行した方が有利であるにもかかわらず、従来のプランに留まったままで

ある利用者が一定数存在する。利用者の利用実態と契約プランとの間の乖離の

状況については、総務省で継続的にモニターし、改善が見られないようであれば、

これら利用者に料金プランの見直しを促すため、携帯電話事業者に更なる取組

を求めていくことが適当である。 

 

料金プランを自ら見直す意思があり、かつＷｅｂ上で自身の利用実績を確認

することのできる利用者については、現状ＭＮＯ各社が提供する料金シミュレ

ータ等を用いて適切なプランを選択することが一定程度可能になっていると考

えられる。一方で、料金プランを定期的に見直すという意識が薄く、Ｗｅｂ上で

の利用実績の確認等を行うことが困難である利用者については、それら利用者

に届く情報伝達手段により、事業者側からより能動的な料金プランの見直しの

案内を行うことが適当である。 

 

特に、緊急提言を受け、2019 年度には携帯電話事業者において大幅な料金プ

ランの見直しが行われることが見込まれる。携帯電話各社は、新しい料金プラン

とこれまでの料金プランとの相違を利用者に丁寧に説明することが必要である

ほか、新プランに移行することで恩恵を得られるにもかかわらず、そのことを十

分に認識せずに自動更新によって従来プランを使い続ける利用者が多数出るこ

とのないよう、既存契約者に対してもさまざまな周知手段を用いて、プラン切り

替えについての周知を徹底することが適当である。 

 

【中間報告書作成後の動き】 

携帯電話事業者各社において、改正法の規律を踏まえた新料金プランを提供

開始した。 

また、総務省においては、2019 年６月及び９月にＭＮＯ各社に対して、改正

法に適合する料金プランに移行することで恩恵が得られるにもかかわらず、そ

のことを十分に認識せずに従来の料金プランを使い続ける既存の利用者が出る

ことのないよう、改正法に適合する料金プランへの利用者の移行を促進するた
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めの具体的な施策を含む改正法に適合する料金プランへの利用者の移行の計画

を策定するとともに、それに沿った取組を着実に実施すること等について要請

を行った。 

 

【事業者等からの進捗報告内容】 

 新料金プランへの円滑な移行に向け、様々な手段（マス媒体、ダイレクトメ

ール、電子メール、対面等）を用いた利用者への周知、適切な選択に資する

料金シミュレーションの提供、店頭における料金相談フェア等の取組を実施。

また、料金シミュレーションにおいては、利用実績を元におすすめプランを

表示。（ＮＴＴドコモ） 

 新料金プランへの移行に向け、テレビＣＭ、ダイレクトメール、電子メール

等を通じた利用者への周知等を実施。また、料金シミュレーションにおいて

は、利用実績に適合したプランを推奨。（ＫＤＤＩ） 

 カタログ、ＴＶＣＭ、Ｗｅｂ等による利用者への新プランの案内、電子メー

ル等を通じたプッシュの形で利用者の利用実績に沿ったプランを提案する

サービスの提供、店頭でのデータ使用実績を踏まえた料金シミュレータの提

供等を通じて利用者の料金プラン見直しを促進。（ソフトバンク） 

 ＭＶＮＯの料金プランはシンプルなものが多いこと、利用実態に応じたプラ

ンを選択しやすいこと、利用状況を確認し、オンラインにより簡単に料金プ

ラン変更が可能なことから、全体として利用者が利用実態に応じた料金プラ

ンを選択しやすい環境を整備。（テレコムサービス協会ＭＶＮＯ委員会） 

 

【今後の取組の方向性】 

2019 年 10 月１日の改正事業法の施行を踏まえた新料金プランが提供開始さ

れた中、恩恵を得られるにもかかわらず、そのことを十分に認識せずに従来の料

金プランを使い続ける既存の利用者が出ることのないよう、引き続き、事業者が

移行促進計画に基づく取組を着実に実施することを求めていく必要がある。 

また、利用者の利用実態と契約プランとの間の乖離の状況については、総務省

において、更に継続的にモニターし、改善が見られないようであれば、携帯電話

事業者に更なる取組を求めていくことが適当である。 
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（２）携帯電話ショップでの手続時間等の長さへの対応 

 

【現状】 

携帯電話販売代理店での待ち時間・契約手続時間が長いことにより、消費者・

販売代理店双方の負担が発生していることがモニタリング定期会合13や報道で

指摘されている。 

 

ＭＮＯ３社において自社の新規契約時の待ち時間及び手続時間を調査したと

ころ、各社とも待ち時間は概ね 10～40 分程度、手続に 80 分～100 分程度かかる

としている14（調査時期：2018 年５月～10 月）。 

 

【事業者から示された方向性】 

待ち時間の短縮については、来店予約の拡大（ＭＮＯ３社）、来店せずに手続

可能なオンラインショップの強化（ＫＤＤＩ）などで対応を行う方向性を示して

いる。 

 

手続時間の短縮については、ＭＮＯ各社は、以下のような既存のまたは今後行

う取組を通じて手続時間を短縮する方向性を示している。  

 待ち時間等に利用者自身でパンフレットやタブレット等で説明事項を閲覧

してもらった上で、接客時に説明を省略して良い事項を利用者に選択して

もらい、その分の説明時間を減らす取組の実施（ＮＴＴドコモ【新規・拡

充中】、ソフトバンク【新規】） 

 初期設定の専用スタッフを配置し、契約後の初期設定は当該スタッフに引

き継ぐことにより、窓口の応対時間を削減（ＮＴＴドコモ【新規】、ソフト

バンク【既存】） 

 利用者の行う設定作業（データ移行、各種ＩＤ設定）や基本操作説明につ

いて、サポートツールを用意（ＫＤＤＩ）【既存】 

 料金プランの理解度向上のためシミュレータ等を活用（ＮＴＴドコモ、Ｋ

ＤＤＩ、ソフトバンク）【既存】 

 中期的対策として、ＩＣＴソリューション（ＲＰＡ・ＡＩ）の活用により

店頭オペレーションのセルフ化・自動化やさらなる効率化を推進（ソフト

バンク）【今後実施】 

 

【構成員からの意見】 

 ショップの待ち時間が長く、説明時間も長いので短縮すべき。 

 携帯電話の料金プランが複雑で分かりにくくなっていることが問題。結果的

                                                  
13 モニタリング定期会合第 5 回「平成２９年度消費者保護ルール実施状況のモニタリング 
（評価・総括）」 
14 第２回電気通信事業者協会発表資料。 
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にキャリアのショップにおいて説明時間の長時間化を生んでいる。 

 たくさんの商材を売らなければならないことが接客時間の長時間化につな

がっている。 

 手続時間短縮のため説明義務の履行の仕方の合理化は検討してよい。同時に、

きちんと説明したことの記録を残すことも必要。 

 契約時間の短縮に関して、発表にあった待ち時間の活用のような取組は、今

後アンケート等で利用者の評価を収集・展開し、良いものについては他のキ

ャリアにも展開いただきたい。 

 来店予約などの事業者の取組が利用者に知られていないことが問題。またシ

ョップに行かなくてもできる手続きを増やし、待ち時間を短縮してほしい。 

 スマートフォンの使い方を教えてほしい、機種変更時のデータ移行を代行し

てほしいなどの依頼が日常的にショップに寄せられており、ショップ側では

顧客の満足度向上のためやむなく受けているが、負担も大きい。通信事業者

や販売代理店が義務として行う部分とそこから先のサービスに当たる部分

の役割分担、費用分担の線引きの作業が必要。 

 

【今後中間報告書作成時点での取組の方向性】 

待ち時間、手続時間の短縮に向けた MNO 各社の取組については、構成員から

概ね賛同の意見が示されたところ、今後、本ＷＧで、各社の取組による待ち時間・

手続時間の削減の効果、利用者の反応、有効であった方策等について、ＭＮＯ各

社から報告を受け、検証を行い、ベストプラクティスの共有を行うことが適当で

ある。また、ＭＮＯ各社が既に取り入れている取組であっても、利用者の認知が

あまり進んでいない取組については、認知向上に向けた方策も併せて検討する

ことが適当である。 

 

また、第３章の緊急提言で述べた今後のＭＮＯにおいて実現することが期待

されるシンプルで分かりやすい料金プランが手続時間や利用者の理解度に与え

る影響についても検証することが適当である。 

 

一方で、料金その他の提供条件の概要や青少年有害情報フィルタリングの必

要性についての説明義務や、通信役務提供契約とセットで販売される携帯電話

端末についての青少年フィルタリングの有効化措置義務の履行は必須であるこ

とから、その確認のため、モニタリング会合で実施している、窓口における実地

調査については、制度改正や苦情相談の状況を踏まえつつ、今後も実施・検証し、

事業者の取組の改善を促していくことが適当である。 

 

また、説明時間の短縮のためには、利用者側の方でも、アカウント設定等の一

般的なＩＣＴサービス利用のリテラシーを備えることが有効であると考えられ

るところ、各関係者が利用者のリテラシー向上方策を推進することも重要であ
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る。特に、高齢者のリテラシー向上方策について、引き続き検討していくことが

適当である。 

 

【事業者等からの進捗報告内容】 

 来店予約枠の拡大（2019 年 8 月 800 店舗⇒2019 年度末までに約 1,500 店舗

へ拡大）、動画等を用いた説明分散（来店予約との連携も 10 月から開始）、

初期設定専用のスタッフの配置（2018 年 11 月 50 店舗⇒2019 年８月 800 店

舗）等により、 2019 年度内に待ち時間及び手続時間の合計時間を半減する

ように対応中。（ＮＴＴドコモ） 

 来店予約システムを簡略化して利便性を向上（2019 年９月）させるととも

に、ＤＭを用いて来店予約の利用の促進を実施。また、料金収納事務を機械

化（au SaKuTTO）することにより外国人を含む利用者の待ち時間等の短縮化

に対応。（ＫＤＤＩ） 

 来店予約システムの利用促進、動画等を用いた説明分散（2019 年 6 月より

実施）、初期設定専用のスタッフの配置（2019 年 11 月に増員し 1,200 人に

増加）、料金プランのシンプル化により、待ち時間及び手続時間の短縮化に

対応。（ソフトバンク） 

 待ち時間を活用した動画による説明分散を実施することにより手続時間等

の短縮に対応。（楽天モバイル） 

 ＭＶＮＯの多くでは、オンラインで手軽にプラン変更、情報変更などの手続

が可能。また、一部のＭＶＮＯでは、ウェブで事前に重要事項説明書を確認

可能とし、手続の簡素化を実現している。（テレコムサービス協会ＭＶＮＯ

委員会） 

 

【構成員からの意見】 

 説明義務は情報さえ渡せばいいというものではなくコミュニケーションを

することが大事。補助として機器を使うのは良いが、最後はヒューマンイン

ターフェースでコミュニケートすることの重要性は押さえておくことが必

要ではないか。 

 来店予約の拡大はあくまで手段であって目的ではない。来店予約を推進する

ために来店予約をしないと帰されるなどかえって利用者の利便が損なわれ

ることがないよう本来の目的（待ち時間の短縮を通じた利用者利便の増進）

に立ち返ってよりよい方策を考えていってほしい。 

 待ち時間及び手続時間の半減など、具体的・客観的な数値目標を示すことは、

ＥＢＰＭ（根拠に基づく政策立案）の観点でも重要。 

 スマホが２回故障したが、２回目の際は店に行かず web で修理を申し込み、

問題なく対応できた。来店しなくてもできることについて、更なる周知が必

要。 
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【今後の取組の方向性】 

総務省においては、引き続き、手続時間等の短縮化に係る事業者の取組を注視

し、丁寧かつ効率的に説明を行うベストプラクティスの共有を図っていくとと

もに、各事業者においては、認知度の低い取組の周知を図っていく必要がある。 

また、事業者においては、待ち時間・手続時間の削減の効果を把握できる数値

を示していくことが適当である。 

これに加えて、各関係者が高齢者を中心とした利用者のリテラシー向上に関

して取り組んでいくことが引き続き重要である。 
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（３）広告表示の適正化に向けた対応 

 
【現状】 

（携帯電話の店頭広告表示の現状等） 

販売代理店の店頭広告、テレビＣＭやＷｅｂ広告などにおいて、一部の利用

者にしか適用されない安価な料金プラン（条件付最安値）を強調した広告が行

われており問題との指摘がある。特に、ＭＮＯの販売代理店においては、「端

末実質０円」、高額のキャッシュバック等を訴求する店頭広告表示が行われて

いるとの指摘がある15。 

 

消費者庁は、2018 年 11 月に、携帯電話等の移動系通信の端末の販売に関す

る店頭広告表示についての不当景品類及び不当表示防止法（昭和 37 年法律第

134 号。以下「景品表示法」という。）上の考え方等を公表16した。その大要は

以下のとおりである。 

 全国の消費生活相談センターには、携帯電話等の移動系通信の端末の販

売において、想定外のオプション契約が必要であった、スマートフォン

の回線契約のほかに光回線契約を締結させられたといった相談がみら

れる。これらの相談事例は必ずしも広告表示に起因するものではないが、

事業者による適切な表示が行われることにより、一般消費者の想定外の

契約締結の防止に資することから、今般、携帯電話等の広告表示に係る

景品表示法上の考え方等を整理した。 

 

 携帯電話等の通信事業者又は販売代理店における携帯電話等の広告に

おいて、例えば、特段の条件なく安価に携帯電話等を購入できるように

表示しているが、実際には、当該代金で携帯電話等を購入するためには

様々な適用条件が設定されており、当該代金を支払うだけでは携帯電話

等を取得できないような場合がある。こうした表示方法により、取引条

件について、実際のものより取引の相手方に著しく有利であると一般消

費者に誤認されるときは、景品表示法上問題となるおそれがある。また、

当該適用条件が広告に記載されていたとしても、例えば、文字が小さい

場合や配置箇所が強調された代金の表示と離れている場合など、一般消

費者がその内容を正しく認識できないような場合は、同じく景品表示法

上問題となるおそれがある。 

 

 携帯電話等の広告表示においては、安価な販売価格が適用されるための

詳細な適用条件を記載する代わりに「詳しくは店員に（店頭で）」との記

                                                  
15 第１回北構成員提出資料。 
16 消費者庁「携帯電話等の移動系通信の端末の販売に関する店頭広告表示についての景品

表示法上の考え方等の公表について」（2018 年 11 月 13 日報道発表） 



- 36 - 
 

載が散見されるところ。しかし、携帯電話等を安く販売するための適用

条件である料金プランやオプション等について、具体的な内容や金額を

広告に明瞭に記載していない場合、一般消費者は、必要以上の費用負担

をしているおそれがある。携帯電話等の通信事業者又は販売代理店は、

携帯電話等の広告表示において、景品表示法違反のおそれのある行為が

行われることのないよう十分に注意するとともに、適用条件や費用負担

の具体的な金額を明瞭に記載し、丁寧な説明を行うなど、一般消費者に

対する適切な情報提供に努めることが求められる。 

 

（業界団体の広告表示に係る自主基準等及び審査体制） 

電気通信サービス向上推進協議会では、「電気通信サービスの広告表示に関

する自主基準及びガイドライン」を策定し、通信サービス特有の広告表示につ

いて、実例を交えて規定している。当該自主基準及びガイドラインは、問題と

なった広告表示など、その時々の課題に沿って改訂を実施してきている（最終

改訂 2018 年１月）。 

 

また、同協議会では、通信４団体参加社の全国向けテレビ広告・新聞広告に

ついて、全件を四半期に一度、自主基準及びガイドラインに沿って問題がない

かを事後的に審査する取組を実施している。審査後、問題あり等の指摘を受け

た広告については、事業者へのフィードバックを行うとともに、指摘内容を事

業者名・サービス名を伏せた形で協議会ホームページに公表している。なお、

店頭広告や、近年テレビに並ぶ有力な広告媒体となっているＷｅｂ広告につい

ては、情報量の多さ等から、現状では協議会による審査の対象とはなっていな

い。 

 

【構成員からの意見】 

 利用者に伝わる広告表示とし、誤認を与える表示をやめるべき。 

 広告表示の改善は自主的取組の中で実行していただくのが良い。 

 「この広告は自社の信頼を損なうことがないだろうか」というような基準で

自主的にしっかりとチェックする必要がある。 

 店頭広告に関しては、まず自主的に取り組んでいただくのが一番良い。景品

表示法の考え方では、受け手がどう感じるかが大事であり、その観点で問題

のあるものは指摘できるような運用にできたら良い。誤認させる広告がある

今の状態は改善が必要。 

 Web や店頭広告のチェックは、キャリアの各支店担当のルート、ラウンダー

と呼ばれる担当者がチェックするべき。その後、問題のある広告の数が少な

くなってきた段階で、微妙な表現などについて、アドバイザリー委員会等で

その基準の検討をするようにすべき。 

 現在の事業者団体の自主基準に基づくチェック体制では、文字サイズなど明



- 37 - 
 

確に問題ありと線引きできる広告しかチェックできていない。テレビＣＭや

新聞広告に限っても良いので、消費者目線の業界の新たなガイドラインを作

るべき。 

 料金プランそのものがもっとシンプルになれば、苦労して打消表示を見やす

くしなくてもよくなるのではないか。それは規制ではなく自主的努力で対応

すべき。 

 

【事業者・事業者団体から示された取組の方向性】 

携帯電話事業者では、広告表示の適正化に向けた新たな自主的な取組として、

キャリアショップの広告表示に関し、次のとおり、新たな取組を行う予定として

いる17。 

① 事前チェックの取組として、2018 年 12 月から、店頭掲示物について、原則

として携帯電話事業者の指定する様式に限定する（指定外の広告については、

従前より実施している事前チェックを徹底する）とともに、ＳＮＳについて、

端末売価訴求及び還元訴求を不可とする等の事前のルールを定める（実施

済）。 

② 事後チェックの取組として、2019 年度上期中に、店頭掲示物及びチラシにつ

いて、電気通信事業者による自主的な調査を行い、不適切事例の是正及び再

発防止を図るとともに、その結果について、業界団体（電気通信サービス向

上推進協議会を想定）へ報告する。 

 

また、電気通信サービス向上推進協議会では、今後、広告表示適正化のために、

次のとおり、新たな取組を行う予定としている18。 

① 現在実施している全国向けテレビ広告及び新聞広告の事後的な審査の取組

について、新たに消費者目線での確認を行う体制を整備し、2019 年８月から

運用を開始する。 

② 次の課題に関し、2019 年６月までに自主基準等の改訂の要否を検討し、改訂

を要する場合には、2019 年中に改訂し、運用を開始する。 

(a) キャッシュバックなどに関する注記の在り方など店頭における広告表示

に関する課題 

(b) 料金の安さが殊更に強調され、制約条件が分かりづらいことなど条件付

最安値表示に関する課題 

(c) 強調表示と注釈表示との近接性などのウェブ広告での課題 

③ 携帯電話事業者における販売代理店の店頭での広告表示に関する事後的な

確認の取組について、その結果の報告を受け、適切に機能しているかを外部

から監査する。 

 

                                                  
17 第８回電気通信事業者協会提出資料。 
18 第８回電気通信事業者協会提出資料。 
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【今後中間報告書作成時点での取組の方向性】 

（総論） 

利用者は、広告表示の内容にかかわらず、店舗などで具体的な条件等を確認

することが可能であり、また、契約の締結等の前に提供条件の概要の説明を受

けることになっているが、実際には、広告により一定の選択を行った上で店舗

などでの説明を受けているため、より有利な選択肢があったとしても事前段階

で排除されてしまうという問題が起こっている可能性がある。一方で、広告に

ついては、商業的なものではあるものの、電気通信事業者や販売代理店による

表現行為であり、その内容についての規制は、最小限であることが望ましい。 

 

これらを踏まえ、電気通信事業者等の関係者において、景品表示法上問題と

なるおそれのある広告など不適切な広告が掲示されないよう、自主的な取組を

強化することが望ましい。 

 

（携帯電話事業者の店頭広告表示） 

店頭での広告表示に関しては、携帯電話事業者や販売代理店において、本Ｗ

Ｇでの議論や消費者庁の見解等を踏まえ、不適切な広告が掲示されないよう、

事前及び事後の確認などの対応を自主的に進めることが望ましい。携帯電話事

業者にあっては、販売代理店に対する指導を適切に実施することが求められる。 

 

この点については、前述のとおり、各携帯電話事業者や電気通信サービス向

上推進協議会において広告表示の適正化に向けた新たな自主的な取組を行う

予定であることから、それらの取組の着実な実施が期待されるところであり、

その実施状況等について注視していくことが適当である。 

なお、この取組は、キャリアショップにおける広告表示のみを対象とするも

のであるが、各携帯電話事業者においては、併売店や量販店における広告表示

の適正化に関し、さらなる自主的な取組の実施について検討することが望まし

い。 

また、電気通信サービス向上推進協議会においては、現行の自主基準等につ

いて、その見直しの要否も含め検討することが望ましい。 

 

（電気通信事業者のテレビＣＭ等における表示） 

テレビＣＭに関しては、「条件付最安値を強調した広告が行われており問題

である」、「現在の事業者団体の自主基準に基づくチェック体制では、文字サイ

ズなど明確に問題ありと線引きできる広告しかチェックできていない」等の指

摘があることを踏まえ、電気通信サービス向上推進協議会において、条件付最

安値を強調したテレビＣＭの内容が表示全体として利用者にどのように伝わ
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っているのかという観点や、消費者庁の近年の調査等19を踏まえた動画広告に

おける打消し表示についての留意点も考慮しつつ、現行の自主基準等の内容及

びその運用について、見直しの要否も含め、検討することが望ましい。 

この点については、前述のとおり、電気通信サービス向上推進協議会におい

て、新たに消費者目線での確認を行う体制を設ける等の取組を実施することと

していることから、それらの実施状況等について注視していくことが適当であ

る。 

 

また、Ｗｅｂ広告（動画広告を含む）に関しても、電気通信サービス向上推

進協議会において、消費者庁の近年の調査等20も参照しつつ、現行の自主基準

等の内容及びその運用について、見直しの要否も含め検討することが望ましい。 

 

【中間報告書以降の取組】 

 2019 年６月及び９月、総務省からＭＮＯ各社に対し、景品表示法上問題とな

り得る店頭での広告表示が行われないよう、事前及び事後の確認などの対応を

進めるとともに、販売代理店に対する指導を適切に実施するよう要請を行っ

た。 

 また、同年 10 月には、端末の残債免除プログラムにおいて利用者に誤解を

生じさせる可能性がある広告を表示した事業者に対して必要な見直しを行うこ

と等について要請を行った。 

さらに、総務省、公正取引委員会及び消費者庁では、広告表示の適正化を含

む電気通信サービスにおける諸課題への対処についての連携を図るため、定期

的に情報交換会を開催し、様々な取組を実施してきたところ、2019 年 10 月の

改正法の施行に併せ、引き続きこれら３省庁で連携して取り組んでいくことに

ついて報道発表を行った。 

 

【事業者等からの進捗報告内容】 

 テレビ広告（特に条件付最安値表示）の審査に活用するため、本年度内の

消費者モニターの導入を決定。また、2018 年 11 月及び 2019 年６月に消費

者庁が発表した見解を踏まえた店頭広告の適正化、テレビ広告での条件付

き最安値訴求における制約条件の明確化、ＷＥＢ広告の注釈の入れ方等を

内容とした業界団体の自主基準及びガイドラインの改定を 2019 年内に実施

するよう準備中。さらに、携帯電話事業者による店頭広告表示に係る自主

                                                  
19 消費者庁「打消し表示に関する実態調査報告書」（2017 年 7 月）、「スマートフォンにお

ける打消し表示に関する実態調査報告書」（2018 年 5 月）、「広告表示に接する消費者の視

線に関する実態調査報告書」（2018 年 6 月）、及び「打消し表示に関する表示方法及び表

示内容に関する留意点（実態調査報告書のまとめ）」（2018 年 6 月）。 
20 脚注 19 参照。 
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チェックの運用状況の監査を 2019 年 10 月から開始。（電気通信事業者協

会、電気通信サービス向上推進協議会） 

 キャリアショップの店頭広告やチラシを指定フォーマット化。キャリアシ

ョップ、量販店、併売店のＳＮＳにおける価格訴求を禁止。キャリアショ

ップの店頭広告・チラシ、量販店・併売店の店頭広告について事後の確認

を実施。（ＮＴＴドコモ） 

 キャリアショップの店頭広告やチラシを指定フォーマット化。キャリアシ

ョップのＳＮＳについて、価格を訴求するものを禁止。キャリアショップ

の店頭広告・チラシについて、事後の確認を実施。（ＫＤＤＩ) 

 キャリアショップ・併売店の店頭掲示物・ＰＯＰの指定フォーマット化。

キャリアショップ・併売店のＳＮＳについて、価格を訴求するものを禁

止。キャリアショップ・併売店・量販店の店頭広告について、事後の確認

を実施。（ソフトバンク） 

 ショップの店頭広告等は全て本社で制作し、全ての広告表示を本社でコン

トロールしている。（楽天モバイル） 

 

【構成員からの意見】 

 事業者による広告の事後チェックについて、指摘内容が是正されているか

どうかのフォローまで実施すべき。 

 自主基準に違反した際の処置についても明確にしておくことで信頼が高ま

る。 

 広告を見て契約した人に対して店舗でどういう説明をしているのか、事業

者で把握しておくべき。 

 事業者によって取組の足並みがそろっていないこと自体が問題。足並みが

そろわないのであれば、例えば、他社の不適切な広告について相互に監視

していくことも考えられるのではないか。 

 業界団体において各社の状況を把握し、問題提起や改善の方向性を示して

いくことが必要ではないか 

 広告は営利的な表現であることから、営業の自由との関係では、まずは事

業者の自主的な取組が尊重されるべき。 

 

【今後の取組の方向性】 

 携帯電話事業者においては、消費者庁の見解等も踏まえ、利用者が誤解する

ことのないよう、店頭掲示物の自主的な確認を強化するとともに、キャリアシ

ョップ、量販店、併売店等の販売代理店に対する指導を適切に実施していくこ

とが重要である。 

 業界団体においては、各携帯電話事業者における自主チェックの内容の確

認・監査、自主基準・ガイドライン改定、消費者モニターの導入等の実施のほ

か、自主基準違反に係る処置の在り方について検討を進めることが望ましい。 
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 総務省においては、2019 年６月、９月及び 10 月に行った広告表示に係る要

請の結果を引き続きフォローアップしていくことが適当である。 

 さらに、総務省において、2019 年 10 月から不適切な広告などに関する情報

提供窓口を設置していることから、当該窓口に寄せられる不適切な広告表示に

係る情報を踏まえ、事業者と連携を行っていくことが適当である。 

 

（４）不適切な営業を行う販売代理店等への対策 

 

【現状】 

（販売代理店の営業実態と行政による把握） 

第３章の「緊急提言」においても指摘しているとおり、下記のような不適切

な営業が一部の販売代理店において行われているとの指摘がある。 

 

携帯電話については、「通信容量が大きな料金プランを勧められ契約したが、

不要なものだった」、「スマートフォンを契約したら、不要なタブレット等の付

属品とのセット契約だった」等の消費者のニーズに合わないサービス・商品の

販売が行われたことによる苦情が引き続きみられる21。また、「端末実質０円」、

高額のキャッシュバック等を訴求する販売が行われているとの指摘がある22。 

 

ＦＴＴＨについては、二次、三次の販売代理店の営業活動に対して、事業者

による指導が十分に行き届いていないケースがある。総務省の苦情分析によれ

ば、2017 年度においても、ＦＴＴＨの電話勧誘において、勧誘主体や勧誘目

的について利用者に誤解を与えるような勧誘が行われているとの苦情が多く

寄せられる状況となっている23。 

 

総務省は、現在は、一定規模以上の電気通信事業者（携帯電話サービス、Ｆ

ＴＴＨサービス等を提供する者のうち契約者数１万以上の者）からの報告によ

り、一部の販売代理店については存在を把握しているが、その他の電気通信事

業者から業務委託を受けた販売代理店については通常は把握しておらず、現在、

消費者保護規律の対象となる販売代理店がどの程度存在するのか等、全体像を

把握できているとは言い難い状況にある。 

 

（事業者団体等の取組） 

携帯電話（ＭＮＯ）の販売代理店においては、消費者利益の確保に向けた自

主的な取組として、（一社）全国携帯電話販売代理店協会による「あんしんシ

ョップ認定制度」が全国的に展開されており、2019 年１月末時点で認定ショ

                                                  
21「緊急提言」ｐ９。 
22 第１回北構成員提出資料。 
23 第１回事務局提出資料。 
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ップ 5,404 店（全キャリアショップの 67%）の規模となっている。「あんしん

ショップ」加盟店舗においては、消費者保護ルールの法令遵守を宣言し、定期

的なスタッフの研修を行う等、消費者保護の意識を高めるための取組が行われ

ている。 

 

光コラボの事業者・販売代理店については、（一社）テレコムサービス協会

による「重要事項説明のポイントとトーク集」（光卸を利用したＦＴＴＨサー

ビスの電話勧誘時の説明話法に係るマニュアル）が策定されている。 

 

このように、それぞれの業界団体において独自に苦情相談の改善につながる

取組が進められている。しかしながら、その浸透度合いは現状十分とは言えず、

今後、これらの販売代理店への一層の普及・浸透が課題となっている。 

 

【構成員からの意見】 

（ＦＴＴＨ・携帯電話等共通） 

 固定・移動ともに卸先の事業者や、その一次代理店、二次代理店等に関する

相談も多くなっており、どこが指導・監督するのかよく分からなくなってい

る状況。販売代理店について、指導・監督すべき電気通信事業者を明確にし、

電気通信事業者は販売代理店の監督義務をしっかり果たすべき。 

 販売代理店の監督が課題であり、自主規制を守らないアウトサイダーをどの

ように規制するか検討すべき。 

 業界での「自主規制」は事業者による苦情の多い販売代理店への指導や契約

解除のようなところまで行って初めて「自主規制」として機能するものであ

り、先駆的な団体の取組も見習ってＰＤＣＡを徹底すべき。 

 販売代理店が最低限これだけやっておけばよいという姿勢でなく、顧客によ

りよいサービスを提供していくように、事業者が販売代理店との関係におい

て、インセンティブの設計も含めて、責任を持って全体を回す仕組みを考え

ていただきたい。 

 

（携帯電話サービス関係） 

 販売代理店に不適切な営業をさせているのは事業者である。過度な目標設定

があり、それを達成するために無理な販売をする販売代理店がいる。獲得し

た数だけではなく、その回線をどうやって獲得したかのプロセスの質につい

ても、さらには、取っただけでなく、その後ちゃんと使われているのか利用

率などまで含めて、しっかりと販売代理店を管理・評価すべき。 

 一般消費者には、高額なキャッシュバック自体が不信感を与える販売方法と

捉えられているため、適正で公正な販売となるよう業界全体として取り組ん

でいくべき。 

 キャッシュバック等の特典について、期間が過ぎて受け取れなかった等の相
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談事例があるが、消費者は契約条件の一部として認識しているため、特典が

受け取れないことがあるのは問題。確実に特典を受け取れるようにすべき。 

 

（ＦＴＴＨサービス（光コラボサービス含む）関係） 

 電話勧誘販売で光の契約内容を理解するというのは難しい。勧誘時に、後か

ら送られてくる契約書面で契約内容を確認するべきこと等も説明し、後確認

が実効性のある内容となるよう対応願いたい。 

 光回線・光卸の苦情の多くは販売代理店による勧誘によるものであり、電気

通信事業者が販売代理店の監督をすべき。 

 光回線とケーブルテレビの契約については、期間拘束があることがあまり認

識されていない相談事例も存在。契約時に十分な説明が必要ということに加

え、そもそも固定回線についても、長期間の期間拘束は自由な選択の阻害要

因となるため、再考いただきたい。 

 

【今後中間報告書作成時点での取組の方向性】 

総務省において、販売代理店の業務の適正性の確保等を含む「緊急提言」の

趣旨を踏まえた法改正等の作業を速やかに進めることが適当である。 

 

上記に加え、販売代理店が顧客へのより良いサービス提供を競い合うような

「質の競争」が行われるようにする観点からも、事業者による販売代理店の指

導措置をより適切・実効性のあるものとすることが必要である。例えば、販売

代理店における、適合性原則に則った丁寧な説明や、青少年フィルタリングの

設定（有効化措置）・説明等については、法令に基づく事務であることから、

より着実な遂行に向け、販売代理店へのインセンティブ（動機付け）の設計等

も含め、事業者がより責任を持って対応することが適当である。 

 

また、（一社）全国携帯電話販売代理店協会は、販売代理店の業務適正化に

向け、あんしんショップ認定制度を設け運用しているが、今後さらに高齢者対

応等に係るスタッフ研修の充実や、あんしんショップの認定率向上などの活動

を強化していくことが期待されていることから、同協会に対する携帯電話事業

者（ＭＮＯ）における一層の活動支援及び総務省における協力強化を推進して

いくことが望ましい。 

 

さらに、（一社）テレコムサービス協会については、同協会策定のマニュア

ルの事業者及び販売代理店への一層の普及・浸透等に取り組むことが期待され

ていることから、関係事業者及び総務省が引き続きその活動を支援していくこ

とが望ましい。 

 

これら業界団体による販売代理店の営業適正化の取組については、総務省が
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引き続き団体との意見交換やフォローアップを行い、取組の成果を本ＷＧやモ

ニタリング定期会合の場で報告し検証を行っていくことが適当である。 

 

【中間報告以降の取組】 

総務省が 2019 年３月に国会に提出した電気通信事業法の一部を改正する法

律案は 2019 年 5 月に国会において可決・成立し、2019 年 10 月１日に施行さ

れた。これにより、総務省において販売代理店の全体像を把握する制度的枠組

み（販売代理店への届出制度）の運用が開始された。 

また、同法において勧誘主体や勧誘目的を明示しない勧誘行為を禁止する旨

の規定が整備され、一部の代理店において行われている利用者に誤解を与える

ような勧誘を抑止する枠組が整えられたところである。 

 

【事業者等からの進捗報告内容】 

 中間報告書における「販売代理店が顧客へのより良いサービス提供を競い合

うような「質の競争」が行われるようにする観点からも、事業者による販売

代理店の指導措置をより適切・実効性のあるものとすることが必要」との記

載を受け、各社の対応状況についての情報共有・必要な対処（マニュアルや

研修、不適切な営業発生時の指導）の再確認を行うとともに、代理店届出制

度に係る説明会を開催。各社においては代理店向けマニュアルへの反映およ

び代理店への周知・指導等を実施。（電気通信事業者協会） 

 2019 年５月に消費者保護に関するマニュアル（「重要事項説明およびトーク

の手引き」、「初期契約解除説明資料」、「NG トーク集」、「図解リーフレット」）

を作成し、コラボ事業者への周知やコラボ事業者を通じた販売代理店への周

知を強化。代理店届出制度に係る説明会を開催。（テレコムサービス協会 

FVNO 委員会） 

 「あんしんショップ」に認定されたショップスタッフに対するテーマ別の研

修教材を充実化（高齢者対応研修や、ハラスメント対策研修等）。また、「あ

んしんショップ」の更なる取組向上に向けて、認定を受けた店舗の中でも特

に取り組みが進んでいる店舗を表彰する「あんしんショップ大賞」の募集を

開始。不適正事案への対処については、キャリアや行政機関による指導等を

踏まえ、再発防止策を講じるなどの対応を実施しているが、今後、キャリア

や行政機関との連携を通じて取組を強化したい。（全国携帯電話販売代理店

協会） 

 

【構成員からの意見】 

 事業者団体が行っている代理店への指導等の取組に関しては成果を目に見

える形で示すべき。 

 代理店等において不適切な営業事例が見つかった場合には、具体的な事例を

消費者にも情報提供することで、消費者も防衛策が取りやすくなるのではな
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いか。 

 代理店への指導等の取組においては個社ごとの取組が中心になっているが、

取り組んだ社の方が損をするということにならないように、最低限やらなく

てはいけない取組の基準は業界団体で決めるべき。 

 事業者団体においては、苦情を減らすというミッションがあることを十分に

認識いただきたい。苦情件数が減らないという現状が続くと、更に新たな制

度により、例えば電話勧誘に一定の制約を加えられるなどということになり

得ることに留意されたい。 

 事業者団体による代理店の不適切な営業への対応に関しては、行政等の処分

に後追いする形で是正を促すという手段も一つかもしれないが、事業者団体

が事前に取組を行い、行政での取組が後に来るという形を期待したい。 

 

【今後の取組の方向性】 

総務省においては、法改正により新設された販売代理店の届出制度や勧誘の

禁止行為等に関し、制度の適切な運用を行うことで、販売代理店の不適切な営

業の実態を把握し、業務の適正性の確保に努めていくことが重要である。 

また、事業者団体においては、販売代理店の業務の適正化に向けて、成果が

出せることを意識した取組を進めることが必要。総務省においては、事業者団

体のこのような活動について支援をしていくことが望ましい。 

さらに、事業者においては、販売代理店への指導措置をより適切・実効性の

あるものとすることが必要であり、販売代理店における、適合性原則に則った

丁寧な説明や、青少年フィルタリングの設定（有効化措置）・説明等の法令に

基づく事務のより一層の着実な遂行に向け、引き続き、販売代理店へのインセ

ンティブ（動機付け）の設計等も含め、より責任を持って対応することが適当

である。 
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（５）高齢者のトラブルへの対応 

 

【現状】 

高齢者の電気通信サービスの利用に関しては、光回線サービスの卸売（光

コラボサービス）や携帯電話の契約に係る苦情相談が全国の消費生活センタ

ー等において多く発生しており、中でも 60 歳以上のトラブルの割合が増加

している。 

 

国民生活センターでは、光コラボサービスについては、光回線の乗換えを

勧める電話勧誘に関し、別事業者との契約になることを気づかずに契約を結

んでしまったというトラブルが高齢者に多く見られることを、携帯電話につ

いては、「販売代理店でスマートフォン、タブレット等を勧められるまま契

約してしまったが使いこなせないため解約したい」、「必要以上のデータ量の

プランを契約させられた」等のトラブルが多く発生していることを、それぞ

れ消費者に対して注意喚起している24。 

 

また、総務省の苦情相談分析によれば、高齢者はその利用実態と比して、

苦情相談の発生頻度が高いという傾向も示されている。 

  
＜図表：年齢別苦情相談 （2018 年度上半期）＞ 

 

 
出典：「ＩＣＴサービス安心・安全研究会 消費者保護ルール実施状況のモニタリング定期会合（第 6 回）」

（2019 年 2 月 1日）事務局資料 

 

                                                  
24 「光回線サービスの卸売に関する勧誘トラブルにご注意！第２弾」（2018 年 7 月 26 日 
国民生活センター報道発表資料）、「セット契約やスマートフォンの使い方などの携帯電話

のトラブル」（2018 年 9 月 13 日 国民生活センター報道発表資料） 
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＜図表：消費者向け啓発資料＞ 

  
出典：「消費者保護ルールの検証に関するＷＧ（第２回）」（2018 年 11 月 8 日）国民生活センター資料

（消費者向け啓発資料（リーフレット）） 

 

【事業者等の取組】 

（電気通信事業者（ＭＮＯ）） 

高齢者向けの取組として、ＭＮＯ各社は、以下のような取組を促進。 

 ポスターや配布物での顧客への周知 

 65 歳以上の顧客に向けた見やすい説明ツールの作成 

 スマホ教室（受講者の 85％は 65 歳以上）のカリキュラムの充実 

 スマホ・タブレットの購入前の試用レンタル 

 使用方法のサポート等をする会員制サービスの提供 

 契約申込み後の契約意志の確認（電話対応） 

 

（電気通信事業者団体、販売代理店団体等） 

電気通信事業者団体や販売代理店団体等では、ＭＮＯ各社と協力して、

また各社・各団体独自で以下のような取組を促進。 

   ＜携帯電話＞ 

 80 歳以上の高齢者に対する契約時の家族同伴や家族への電話確認の

推奨（2018 年８月以降）（電気通信事業者団体）。 

 操作方法習得に困難を抱える高齢者への店頭サポート（販売代理店団

体） 

 契約前のデータＳＩＭとＳＩＭフリースマホの１週間無料貸出し体験

（ＭＶＮＯ事業者） 

 高齢者からの声が多く料金にも関わる「通話の切り忘れ」へのチラシ

等での注意喚起（ＭＶＮＯ事業者） 

＜ＦＴＴＨ＞ 

 特に高齢者を対象とした、光コラボや転用の仕組みを解説する「図解

リーフレット」の作成・配布（電気通信事業者団体） 

 「重要事項説明のポイントとトーク集」（事業者向けマニュアル）を通

じた高齢者へのより丁寧な対応の勧奨（電気通信事業者団体） 
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【構成員等からの意見】 

 高齢者でスマートフォン等を使いたいという人も多いので、事業者の方

で機器のお試しや使い方の講習会といった機会を増やしてほしい。 

 ある事業者で、高齢者のスマートフォンの契約に関して、契約申込み後

に改めて事業者から意思確認を行い、高齢者から「望まない契約になっ

ている」との申告があった場合には、端末も含めて無料キャンセルを受

け付けているとの説明があった。そのような対応が必要なケースも多い

と想定されるので、ぜひ続けてほしい。 

 高齢者のスマートフォン利用やその契約に関するリテラシーの向上も

重要。地元の福祉施設やキャリアショップ、コミュニティカフェなどで

無料のスマホ講座を開催している。 

 ＦＴＴＨの電話勧誘に関して、電話で契約が成立することを認知してい

ない人が高齢者に限らず多く、注意喚起が必要。 

 

＜図表：地域におけるスマホサロン等の取組み例＞ 

 

出典：「消費者保護ルールの検証に関するＷＧ（第 5回）」（2018 年 12 月 26 日）近藤構成員資料 

 

 【今後中間報告書作成時点での取組の方向性】 

高齢者を対象とした契約については、各電気通信事業者や事業者団体等に

おいて、より丁寧な説明や契約意思の再確認の徹底といった取組が進められ

ているものの、苦情相談件数に占める高齢者の割合は依然として高い状況に

ある。特に、電話勧誘においては契約意思の有無に関して、勧誘する側と利

用者（高齢者）側との間で認識に齟齬が生じるケースが多い。 

 

このため、契約締結に際しては、次のような取組により、勧誘する側から
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の十分な情報提供や、利用者（高齢者）側の理解促進・意向確認をより一層

徹底するとともに、高齢者のＩＣＴ及び契約に係るリテラシー向上を図るこ

とで、高齢者の合理的な選択を確保していくことが重要である。その際、電

気通信事業者及び販売代理店においては、高齢者の中には多様な方がいるこ

と、年齢とともに認知能力の衰えという制約を抱える方も多くなる傾向にあ

ることについて、配慮することも肝要である。 

これらの取組や関係者の努力を通じ、高齢者という消費者が安心してネッ

ト社会に参画できるようにしていく必要がある。 

  

 （高齢者に対する十分な情報提供や意向確認の徹底） 

  ＜携帯電話＞ 

   高齢者向け説明ツールの使用、80 歳以上の高齢者に対する契約時の家族

同伴等の推奨といった取組については、引き続き推進することが望ましい。

その上で、高齢者から「望まない契約になっている」との申告があった場合

には、柔軟な対応を行うことについても引き続き検討することが望ましい。 

  ＜ＦＴＴＨ＞ 

   事業者団体において、高齢者に対する十分な情報提供や意向確認の話法

について定めた既存の高齢者向けの対応マニュアルについて、現場での活

用・浸透をより一層徹底する方策を検討することが適当である。 

 

 （高齢者のリテラシー向上（事業者・事業者団体の取組）） 

 ＜携帯電話＞ 

スマートフォンの高齢者層への普及が今後も進むことが予想されること

から、電気通信事業者や販売代理店、事業者団体等においては、 

 スマホ教室の拡充 

 契約前のスマホ無料貸出し体験 

等の取組を一層推進していくことが適当である。 

  ＜ＦＴＴＨ＞ 

ＦＴＴＨの電話勧誘に関して、電気通信サービスの契約が電話により成立

することが十分に知られておらず、トラブルにつながっているとの指摘もあ

ることから、事業者団体や総務省において、啓発の方策を検討していくこと

が適当である。 

 

 （高齢者のリテラシー向上（地域における取組）） 

高齢者のリテラシー向上に関しては、事業者側だけでなく、地域レベルで

の取組が一部で進められているところである25。今後、こうした取組が広く

                                                  
25 例えば、「シニア情報生活アドバイザー」（ニューメディア開発協会による資格認定制

度）を活用した全国のシニアネットにおける ICT 関連講座がある。 
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展開されていくよう業界団体等による取組への支援26など、国、事業者、地

域の連携を推進していくことが適当である。 

 

なお、その際には、総務省の有識者会議27において現在、検討が進められ

ている「デジタル活用支援員（仮称）」など、高齢者等が住居から地理的に

近い場所で、心理的に身近な人から学ぶことができるような仕組みも活用し

ていくことが望ましい。 

 

＜図表：デジタル活用支援員（仮称）の仕組み＞

 
出典：総務省「デジタル活用共生社会実現会議 ICT 地域コミュニティ創造部会（第１回）」（2018 年

12 月 27 日）事務局資料 

 

 

【事業者等からの進捗報告内容】 

 80 歳以上の高齢者に家族同伴又は家族への電話説明を推奨し、利用者の

半数以上が対応を実施。2018 年 10 月の取組以降高齢者による苦情の比率

が減少（苦情に占める 80 歳以上の高齢者の割合：1.9%(２０１８年度 3Q)

→1.7%（2018 年度 4Q）→1.4%(2018 年度 1Q)）。また、スマホ教室を開催

し、高齢者のリテラシー向上に貢献。（ＮＴＴドコモ） 

 80 歳以上の高齢者に対する家族同伴又は家族への電話説明の推奨の対象

を通信サービス以外（電気等）にも拡大。また、高齢者全般に対し、３Ｇ

                                                  
26 例えば、安心ネットづくり促進協議会は、スマートフォンの安心・安全な使い方の習得

のため、公益社団法人全国消費生活相談員協会等と連携し、高齢者向けの啓発資料作成

や、高齢者を対象とした試行的なセミナー実施等の取組を行っている。 
27 総務省デジタル活用共生社会実現会議 ICT 地域コミュニティ創造部会（2018 年 12 月

27 日～） 
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サービス終了に伴うＬＴＥへの移行を推奨するＤＭ上で家族の同伴を推

奨。３G→スマートフォンへの契約変更時に有料制サポートの一部（遠隔

操作サポート、専用窓口による 24 時間対応等）を 3か月間無料提供。（Ｋ

ＤＤＩ） 

 80 歳以上の高齢者に家族同伴又は家族への電話説明を推奨。また、65 歳

以上の高齢者に対して契約時にスタッフが高齢者用の契約内容確認チェ

ックシートに基づき対応。（ソフトバンク）  

 高齢者に限らずサポートが必要な利用者向けに月額５００円のチャット

又は電話によるサポートを提供。他社機器やアプリ等もサポート対象とし、

回数制限無し/年中無休で相談を受付。（楽天モバイル） 

 心当たりのない請求の原因の一つである音声通話の切断方法についての

注意事項など、4点の項目を追加した「MVNO サービスを考えている方への

ご注意とアドバイス」の見直しを行い 2019 年 8 月 30 日にリリース。（テ

レコムサービス協会 MVNO 委員会） 

 「高齢者への光回線サービスのトラブルの割合が増加している」との指摘

を受け、高齢者対応における各社の対応状況についての情報共有・必要な

対処（年齢確認、同居家族への確認、丁寧な説明、後確認の実施 等）の

再確認を実施。各社においては、高齢者への勧誘時に家族の了承を得る等

丁寧な契約意思の確認を実施。（電気通信事業者協会） 

 2019 年５月に独自の高齢者向けマニュアル（「高齢者における電話対応の

考え方」及び「理解度チェックシート」）を作成し、光コラボ事業者に周

知した上で、光コラボ事業者から販売代理店へ展開。（テレコムサービス

協会 FVNO 委員会） 

 代理店スタッフ向けの教育教材として、「高齢者応対動画」を作成。スタ

ッフ全員が受講できるよう、Youtube と各キャリアの eラーニングシステ

ムで展開。（全国携帯電話販売代理店協会） 

 

【構成員からの意見】 

 契約時の家族同伴又は契約確認の架電時の家族確認に関して、高齢者は一

人暮らしの人も多いので、同伴又は確認をするのは家族に限らず、友人や

民生委員等でもよいのではないか。 

 

【今後の取組の方向性】 

事業者及び事業者団体において、引き続き高齢者向けの十分な情報提供や意

向確認等の対応に積極的に取り組むとともに、総務省において、こうした事業者

の取組を注視し続けていくことが必要。 

また、高齢者のリテラシー向上を図るため、携帯電話事業者等におけるスマホ

教室やお試しスマホといった好事例の推進や情報共有に努めていく必要がある。 

ＦＴＴＨ事業者においては、改正事業法を踏まえた電話勧誘の適正化等を進
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めるとともに、電話勧誘に係るトラブル防止に向けた啓発を進めていくことが

必要である。 

総務省においては改正事業法の趣旨を広く周知・啓発し、利用者の注意を促す

とともに、高齢者のリテラシー向上に係る地域レベルの取組が広く展開されて

いくような取組を推進していくことが適当。 
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（６）法人契約者のトラブルへの対応 

 
【現状】 

現行の消費者保護ルールでは、法人契約者は、「不実告知等の禁止」、「事業

の休廃止に関する周知義務」等の消費者保護規律の対象となるものの、交渉力

及び情報量の面から個人契約者とはその性質が異なると考えられることから、

「提供条件の説明義務」、「書面交付義務」、「初期契約解除制度」、「勧誘継続行

為の禁止」といった消費者保護規律の対象外となっている。 

 

しかしながらその一方で、総務省電気通信消費者相談センターに寄せられた

法人（個人事業主を含む）からの苦情相談件数（2018 年 4 月～11 月分）は、

241 件となっており、全件数（5,659 件）の 4.3％を占めている。 

 

また、この苦情相談の内容を分析すると、個人における相談事例と変わらな

いような被害内容を訴えるものが継続的に見受けられる。 

 

＜図表：法人契約に係る現行制度上の取扱い＞ 

 

出典：「消費者保護ルールの検証に関するＷＧ（第 5回）」（2018 年 12 月 26 日）事務局資料 

 

 

＜図表：法人からの具体的な苦情内容の例＞ 

 
出典：「消費者保護ルールの検証に関するＷＧ（第 5回）」（2018 年 12 月 26 日）事務局資料を基に作成 
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【消費者団体・事業者団体からの意見】 

 元個人事業主に対して、もう廃業したという現状を確認しないまま勧誘

している事例がある。個人事業主への勧誘でも、消費者の場合と同様に、

説明不足に起因するトラブルが発生している。 

 小規模事業者が全企業の８５％を占めていることを考えれば、小規模な

法人についても消費者保護ルールの対象とすべきと考えるが、その場合

は、店頭での説明の要否判断を適切に行えるようにすべき。 

 

 【構成員からの意見】 

 消費生活センターにも、一般消費者と同様の内容の相談が個人事業者か

ら入ってきている。事業者契約であっても十分な説明と書面交付は必要。 

 「インターネット接続回線」に関する苦情相談の約１割が法人系からの

相談ということは重く受け止めるべき。小規模事務所でもうっかりだま

されてしまう勧誘電話は多くある。リテラシーのない方々が困惑する事

態を救う措置を検討してほしい。 

 

 【今後中間報告書作成時点での取組の方向性】 

電気通信事業者及び販売代理店が法人等と契約するに際し、 

・契約主体が法人名義であった場合等でも、消費者保護ルールの対象外（＝

法人契約扱い）と判断されるとは限らないこと、 

・法人等の営む事業の実態や、当該事業と契約内容（電気通信サービス）

との関連性等を踏まえ、消費者保護ルール適用の是非が判断されること、 

・当該事業との関連性が乏しいと判断されれば、法人契約扱いではなく、

消費者保護ルールが適用され、説明義務や書面交付義務等の遵守が求め

られること 

等28の点を改めて強く認識するよう、周知に努めることが適当である。 

 

さらに、上記の認識の醸成により、苦情相談の状況がどのようになるかを

把握し、その上で、どのような措置が可能なのか、改めて検討を進めていく

ことが望ましい。 

 

                                                  
28 「電気通信事業法の消費者保護ルールに関するガイドライン」に以下の説明がある。 
・「法人等が通常、事業・職務の用に供するために電気通信役務契約を締結する場合は法

人契約として説明義務等の適用除外となる。他方、法人等の名義の契約であっても、実際

には個人の家庭用として電気通信役務が用いられている場合は、法人契約とはならな

い。」 
・「個人名義の契約は、基本的には、法人契約に該当しない。すなわち、例えば、小規模

な個人事業主は、交渉力及び情報量において電気通信事業者等と格差があると考えられる

ため、原則として、一般の消費者と同様に取り扱うこととしている。」 
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また、消費者保護ルールの対象とならない法人向けの電気通信サービス等

については、苦情相談の状況等を見つつ、個々に対応を検討していくという

アプローチを取っていくことが適当である。 

 

【事業者等からの進捗報告内容】 

 中間報告書における「契約主体が法人名義であった場合等でも、消費者保

護ルールの対象外（＝法人契約扱い）と判断されるとは限らない」ことを

受け、消費者保護ルールの法人への適用の考え方（個人事業主や小規模法

人においては消費者保護ルールが適用される旨）の確認を行い、各社にお

いては代理店向けマニュアルへ反映するなど消費者保護ルールを踏まえ

て、適切な代理店指導を実施。（電気通信事業者協会） 

 会員企業に対して、消費者保護マニュアルの周知時等に消費者保護ルール

が小規模法人にも適用される場合があることを伝達し、認識を共有した。

（テレコムサービス協会 ＦＶＮＯ委員会） 

 

【構成員からの意見】 

 法人の契約者についての消費者保護ルールの適用範囲の考え方等の社内

周知がどれくらい徹底されているかということを評価すべき。 

 事業者団体としての現状認識や課題の分析を明らかにした上で、今後の取

組の方向性を示していく必要があるのではないか。 

 

【今後の取組の方向性】 

総務省においては、引き続き、事業者及び販売代理店が法人等と契約する際

に、消費者保護ルールの適用の有無は契約主体の名義が法人であるかどうかで

判断されるのではなく、法人等の営む営業の実態や当該事業と契約内容の関連

性等を踏まえ判断されるということを周知していくことが適当である。 

事業者及び事業者団体においては、現状認識や課題の分析を明らかにした上

で、適切に取り組んでいくことが必要である。 

こうした取組を踏まえ、総務省において、今後の苦情相談の状況がどのよう

になるかを把握し、その上でどのような措置をとることが可能かについて検討

を進めていくことが望ましい。 
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（７）その他 

 

① 成年年齢引き下げに対応した消費者教育の推進 

 

【現状】 

2018 年６月の民法改正により、2022 年４月より成年年齢が 18 歳に引き下

げられることとなったことに伴い、18 歳、19 歳の若年者に対する未成年者取

消権が消滅するため、これら若年者が不当な契約による消費者被害に遭う危険

性の増大が懸念されている。消費者庁においては、青少年に対する消費者教育

として、「社会への扉」（高校生向け）等の教材の展開とともに、大学等と消費

生活センターとの連携支援や消費者教育コーディネイターの育成・配置に向け

た取組等の施策を推進している。 

 

【構成員等からの意見】 

 成人年齢が 18 歳に引き下げられることに伴い、消費者トラブルの増加

が予想されることから、成人になるまでに契約に関する消費者教育を行

うなど、対応を検討すべき。 

 

【今後中間報告書作成時点での取組の方向性】 

消費者教育の推進に関する基本的な方針（平成 25 年 6 月 28 日閣議決定、平

成 30 年 3 月 20 日変更）においては、当面の重点事項として、成年年齢引き下

げに向けた検討を踏まえた「若年層への消費者教育」を推進していくこととし

ている。電気通信サービスの契約に関しての苦情相談やトラブルは少なくない

ことから、若年層に対する、電気通信サービスの契約に関する消費者教育の推

進に、総務省や電気通信事業者が貢献していくことも考えられる。 

 

【中間報告書以降の取組】 

総務省において、関係省庁と連携の上、若年層に対する効果的な消費者教育

の実施に関して、電気通信サービスの契約に関するトラブル事例やその対処法

の提供の面から協力できることはないか検討を進めている。 

その一環として、2019 年 10 月 31 日より、消費者庁のＷＥＢサイト「消費

者教育ポータルサイト」において、若年層に対する電気通信サービスの契約に

関する消費者教育に資するものとして、総務省が作成した「インターネットト

ラブル事例集」及び「電気通信サービスＱ＆Ａ」の紹介を開始。 

 

【今後の取組の方向性】 

総務省及び電気通信事業者においては、苦情相談やトラブルの状況を注視し

つつ、若年層に対しての電気通信サービスの契約に関する消費者教育の推進に

関し、トラブル事例やその対処法の提供等の面から貢献していくことが適当で



- 57 - 
 

ある。 

 

 

 ② 青少年フィルタリング利用の促進 

 

【現状】 

昨今、青少年へのスマートフォンの普及は大きく進展しており29、ＳＮＳを

利用して犯罪の被害にあう児童・生徒の数も高止まり30するなど、スマートフ

ォンの普及に伴うトラブルも増加している。 

 

一方で、スマートフォンを利用する青少年のフィルタリングの利用率は

44％31（2017 年度）となっており、フィーチャーフォンの時代よりも低下32し

ている。 

 

このような状況のもと、2018 年 2 月の改正青少年インターネット環境整備

法の施行に伴い、電気通信事業者及び販売代理店には 18 歳未満の青少年に対

するフィルタリングの有効化措置の実施等が義務付けられ、取組が進められて

いるところであり、青少年によるフィルタリングの利用促進は、重要な課題と

なっている。   

 

【構成員等からの意見】 

 フィルタリング義務について、店頭でも説明があるものの、親自身も実

効性やどう対応したらよいか良く分かっておらず、子供たちが悪意なく

有害コンテンツにリーチしてしまう現実がある。より実効性のあるアプ

ローチを検討すべき。 

 フィルタリングの利用率が 44％に止まるのは保護者側の意識の問題に

も一因がある。携帯電話販売代理店では、フィルタリング対応について

かなりの時間を消費している。 

 今の子どもたちの親がきちんとリテラシー教育を受けている年代では

ないことを踏まえることが必要。 

 フィルタリングの普及においては親同士の口コミも非常に重要。ＰＴＡ

                                                  
29 内閣府「平成 29 年度青少年のインターネット利用環境実態調査結果」（2018 年 3 月）

では、10～17 歳のスマートフォンの利用率は、48.8％（2014 年度）から 60.4％（2017
年度）へと上昇している。 
30 警察庁「平成 29 年におけるＳＮＳ等に起因する被害児童の現状と対策について」

（2018 年 4 月 26 日広報資料）では、SNS に起因する事犯の被害児童数は、1,421 件

（2014 年度）から 1,813 件（2017 年度）へと増加している。 
31 内閣府「平成 29 年度青少年のインターネット利用環境実態調査結果」（2018 年 3 月） 
32 内閣府「平成 27 年度青少年のインターネット利用環境実態調査結果」（2016 年 3 月）

では、2015 年度の青少年のフィルタリングの利用率は、フィーチャーフォンで 64.7％、

スマートフォンで 45.2％となっている。 
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の巻き込み、学校と地域が一体になった取組が不可欠。 

 消費者向けの啓発ツールが利用者に届いていない。その要因を分析して、

届くようにすべき。事業者がテレビＣＭや短い動画等の啓発ツールを作

り、ネット等に掲載されれば、若者等の利用者に届きやすくなるだろう。 

 

【今後中間報告書作成時点での取組の方向性】 

青少年によるフィルタリング利用の促進及び保護者等への啓発は、改正青少

年インターネット環境整備法の着実な履行の観点から重要な課題である。当該

課題は、「ＩＣＴ安心・安全研究会 青少年の安心・安全なインターネット利

用環境整備に関するタスクフォース」にて検討を行うこととしていることから、

必要に応じて本ＷＧで検討結果の報告を受けることが適当である。 

 

【中間報告書以降の取組】 

青少年ＴＦにおいて、改正青少年インターネット環境整備法の施行（2018 年

２月）後における関係者の取組状況等について議論を行い、2019 年８月に「青

少年のフィルタリング利用促進のための課題及び対策」を取りまとめ、公表し

た。 

 

【事業者等からの進捗報告内容】 

 保護者のフィルタリングニーズに応えて更なる加入率向上を図るため、

あんしんフィルターの高校生プラス相当の選択肢の 1 つとして、新たに

iOS のスクリーンタイムの店頭での案内を開始。（ＮＴＴドコモ（本年 10

月から）、ＫＤＤＩ（本年 9月から）、ソフトバンク（検討中）） 

 青少年利用者に対しては、十分な説明の上、フィルタリングサービスの利

用（300 円/月）を必須化。解除を行う場合は、別途、署名・捺印した書面

の提出を必要としている。（楽天モバイル） 

 業界指針として「ＭＶＮＯにおける青少年へのフィルタリングサービス

の加入奨励に関する指針」を策定（2018 年 1 月 30 日公開）するとともに、

利用者向けに「ＭＶＮＯスマートフォン安心安全ガイド」 （2018 年改訂）

を公開し、フィルタリングの利用を促進。（テレコムサービス協会ＭＶＮ

Ｏ委員会） 

 

【構成員からの意見】 

 フィルタリングへの関心の薄い保護者に対して、ペアレンタルコントロ

ール全般について説明するといった取組を進めて、フィルタリング普及

率の向上につなげてもらいたい。 

 青少年ＴＦにおいて、ペアレンタルコントロールを含めた啓蒙啓発活動

を子供以外の大人や高齢者も含めた問題として位置付けた上での取組も

検討すべき。 
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 フィルタリングの申込・利用を十分な説明の上、必須とする事業者の取組

は評価できる。他社でも検討すべき。 

 ＭＶＮＯにおいては各社のフィルタリング申込率・利用率が示されてい

るが、ＭＮＯの数値も公表することが望ましい。 

 事業者によってフィルタリングの利用率が大きく異なるのは説明の仕方

が違うからではないか。利用率が低い事業者に対しては、業界団体におい

て指摘するようなことも実施すべき。 

 保護者の関心はスマホと上手に付き合い、成績が下がらないようにする

ことや子供がネット依存にならないようにといったことであり、こうし

た面を強調した上でフィルタリングを普及していただきたい。 

 フィルタリングについては、利用開始に当たっての設定が難しいとの声

や解除が難しいため設定しないという声があることから、より簡単に設

定できるよう検討していただきたい。 

 

【今後の取組の方向性】 

電気通信事業者においては、フィルタリングの申込率・利用率の公表も含め、

青少年ＴＦが取りまとめた「青少年のフィルタリング利用促進のための課題及

び対策」に係る取組を進めていくとともに、青少年ＴＦにおいてそれらの取組

の継続的なフォローアップを行うことでフィルタリング利用率の増加につな

げていくことが適当である。 

 

 ③ 在留外国人による携帯電話の契約及び利用の円滑化 

 

 【現状】 

  近年、我が国に在留する外国人は増加を続けており、2018 年６月末時点で

264 万人、国内で就労する外国人も 2017 年 10 月末時点で 128 万人と、それ

ぞれ過去最多を記録している。さらに今般、出入国管理及び難民認定法（昭和

26 年政令第 319 号）の改正により、2019 年４月より新たな在留資格が設けら

れることで、今後日本国内への外国人材の受入れが一層進むことが想定され

ている。 

 

外国人材を適正に受け入れ、共生社会の実現を図ることにより、日本人と外

国人が安心して安全に暮らせる社会の実現に寄与するため、2018 年 12 月には

「外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議」において「外国人材の受入

れ・共生のための総合的対応策」が取りまとめられた。この中には、在留外国

人の生活サービス環境の改善等に係る施策の一つとして、在留外国人による携

帯電話の契約及び利用の円滑化等の観点から、多言語対応の推進等の施策が盛
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り込まれている33。 

 

 【今後中間報告書作成時点での取組の方向性】 

  ＭＮＯ３社においては、これまでも店舗、コールセンター、カタログ、契約

書面等において、一定程度の多言語対応を進めてきているところ34、今後の外

国人材の流入動向などを踏まえ、更なる取組について検討することが適当で

ある。 

 

【事業者等からの進捗報告内容】 

 ５か国語での問合せに対応する国際センターを設置しているほか、総合

カタログ（英語）、英語版コーポレートサイト、注意事項説明ツール（英

語）、請求書確認方法（英語）、５か国語での未成年者の契約同意書等の手

続書類を用意することにより外国人対応を推進。（ＮＴＴドコモ） 

 約１／４の店舗に外国語スタッフを配置するほか、１３カ国語に対応し

たテレビ電話通訳システムの店頭配備、各種ツール・お客さま記入書類や

お客様センター、ＷＥＢサイトの多言語化により外国人対応を推進。また、

公式サイトにおいて外国語スタッフやテレビ電話通訳システムの有無が

検索可能なストアロケーターを提供。（ＫＤＤＩ） 

 一部店舗での英語対応を実施するほか、電話窓口における通訳サポート、

国際版カタログ（６カ国語）のＷＥＢ公開、英語版のサービス内容の説明

サイト等の用意、コールセンターでの英語対応等により外国人対応を推

進。（ソフトバンク） 

 

【今後の取組の方向性】 

ＭＮＯ３社においては、今後も継続的に外国人材の流入動向などを踏まえ

た一層の多言語対応を推進することが適当である。 

 総務省においては、引き続き、ＭＮＯ３社の取組状況をフォローアップす

るとともに、多言語対応やその周知の取組の優良事例を共有することが適当

である。  

                                                  
33 外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策＜施策番号 47＞「在留外国人による携

帯電話の契約及び利用の円滑化等の観点から、携帯電話事業者等に対し、日本語の話せな

い外国人が一律に契約を阻害されることのないよう、多言語対応に向けた取組を一層推進

するよう業界団体を通じて要請するとともに、在留カードによる本人確認が可能である旨

の周知の徹底に取り組む。」 
34 各社ウェブサイト参照 
 ＮＴＴドコモ：https://www.nttdocomo.co.jp/english/ 
ＫＤＤＩ：https://www.kddi.com/english/ 
ソフトバンク：https://www.softbank.jp/en/mobile/ 
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（８）2030 年を見据えた消費者保護の在り方 

（IoT サービスの進展と消費者保護） 

【現状】 

 通信技術や各種センサー・テクノロジーの進化等を背景に、パソコンやスマ

ートフォンなど従来のインターネット接続端末に加え、家電や自動車、ビルや

工場など、世界中の様々なモノがインターネットへつながる IoT 時代が到来

している。インターネットに接続される IoT デバイスの数を分野別に見ると、

2017 年時点ではスマートフォン等の「通信」に該当するものが多いが、今後

はコネクテッドカーの普及により「自動車・輸送機器」分野や、デジタルヘル

スケアの市場が拡大している「医療」分野などの高成長が予測されている。ま

た 2020 年時点の予測値では、家電、PC 周辺機器等を含む「コンシューマー」

分野のデバイスも一定の割合を占めることが予測されている35。 

  

「世界の IoT デバイス数の推移及び予測」   「分野・産業別の IoT デバイス数及び成長率予測」 

出典：IHS Technology。「平成 30 年度情報通信白書」第１部第１節より引用。 

 

 これら IoT デバイスには、用途によりさまざまな規格の通信モジュールが

組み込まれ、利用者に提供・販売されることとなると考えられる。本ＷＧの検

討課題との関係では、これら IoT デバイスに備わる通信機能について、「法的

にどのような主体（通信事業者、IoT デバイスメーカー、IoT ソリューション

提供者等）が利用者との通信サービス提供契約を結ぶ主体となりうるか」、ま

た「それら主体に対し電気通信事業法上の消費者保護ルールが適用されるのか

（どのように適用されるべきか）」といった点が論点となりうる。 

 

【電気通信事業者からの意見】 

 今後、多様なプレーヤーが多様な販売現場で様々な IoT 商材を取扱うこ

とが想定される中、通信を意識せず、物販に近い形で商品を販売するケ

ースもあり得る。その場合、スマートフォンと同じような高いリテラシ

                                                  
35 本パラグラフのデータはいずれも「平成 30 年度情報通信白書」第１部第１節参照。 
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ーが必ずしも求められるものだけではないため、そのようなものについ

ては、説明義務や書面交付義務の一部緩和等を行うことで、消費者保護

と利用者利便向上あるいはサービス革新とのバランスがとれたルール

設定も検討いただきたい。 

 

 

【構成員からの意見】 

 ５Ｇ時代にはスマートデバイスなどモバイルの世界にはないものが取

り込まれていくことを消費者保護の観点でどう考えるかは重要な論点

ではあるが、まだ市場やユーザのニーズが見えない段階ではあまり拙速

に規制を考えない方がよい側面もあり、バランス感を持った議論が必要。 

 コネクテッド時代には、通信事業者と消費者が直接向かい合う B2C モデ

ルだけでなく、サービスプロバイダーが通信を使ってさまざまな付加価

値サービスを提供するという間接モデルも想定される。その際に通信に

何か問題が起きたときの在り方をどのように整理しておくのかは論点

として必要。 

 あらゆるものに通信が搭載されるようになるのはさほど遠くない未来。

イノベーションは阻害せず、一方で安全に使用できるようなルールの整

備に向けて議論しておくべき。 

 

【今後中間報告書作成時点での検討の方向性】 

現状提供されているIoTサービスや近い将来において提供が想定されるIoT

サービスについて、販売形態、使われている通信技術、サービス内容等を踏ま

え、電気通信事業法上の消費者保護ルールがどのように適用されるか、現時点

での概念的整理を試みることは有益であると考えられる。 

 

その後の 2030 年を見据えた消費者保護については、今後、顕在化していく

新サービスの具体的な内容やその提供形態、消費者との接点の変化、消費者の

リテラシーの状況等を踏まえて、検討を深めていくことが適当である。 

 

【中間報告書作成後の動き】 

IoT サービスの進展に伴い、「通信サービス」の裾野が広がることが想定さ

れるところ、現行の消費者保護ルールは、「通信サービス」の提供に関する契

約の締結に着目しているが、一部の IoT サービスのように、通信サービスを含

むものの、契約の内容としては商品の販売契約が主体となる場合に、現行の消

費者保護ルールをそのまま適用することがそぐわない場合も想定され得る。 

こうしたことなどを踏まえ、本ＷＧにおいて、IoT サービスの消費者保護ル

ールの適用に関して関係事業者へのヒアリングを行うとともに、次のような検

討例を示した上で、２回にわたって議論を行った。 
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〔検討例〕 

 商品に従属する通信サービスの提供条件が単純な場合には、利用者が通信

サービスの契約内容を詳細に認識していなくても、当該利用者の利益が阻

害されにくい可能性があるのではないか。 

 具体的には、毎月の通信料金を支払う必要がない IoT サービスや、通信品

質がサービス内容に大きな影響を与えない IoT サービスなどは、利用者が

通信料金や通信品質について詳細に理解をしなかった場合でも、当該利用

者への影響が限定的になると考えられる。例えば、提供条件のうち、料金

の複雑さや通信品質の程度に着目して消費者保護ルールの適用の要否を

検討することができるのではないか。 

 ただし、IoT サービスにおいては、利用者のデータが収集・利用される可

能性があるが、利用者が当該サービスが「通信」であることを意識しない

場合には、これについても十分認識できない場合があることには（個人情

報保護法では保護されているにしても）留意が必要ではないか。 

 

＜図表：IoT サービスの事例＞ 

 

出典：「消費者保護ルールの検証に関するＷＧ（第 16 回）」（2019 年９月 25 日）事務局資料 

 

【事業者ヒアリングにおける意見】 

 IoT のビジネス領域については、携帯電話等を主な対象として想定されて

いるような消費者保護ルールの適用を当初は一部除外するなど、より多様

で利便性の高いサービスを適切なコストで提供できるよう配慮ができな

いか。（株式会社ソラコム） 

 

【構成員からの意見】 

 今のIoTサービスの中には携帯電話サービスのように複雑な料金体系のも
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のもあることに留意すべきではないか。 

 価格の多寡についても利用者利益の保護の関係では重要な要素となるの

ではないか。 

 IoT サービスについて、事業法を含めた様々な法律が重畳して利用者を保

護しているものや、どの法律にも保護されていないものがある可能性があ

るので交通整理を十分にすべきではないか。 

 オール・オア・ナッシングの議論ではなく、個別のサービスに応じた検討

をする必要があるのではないか。 

 ビジネスモデルによっては最終消費者が通信サービスの契約主体となら

ない場合があることに留意すべきではないか。 

 

【今後の取組の方向性】 

消費者向け IoT サービスはまだ揺籃期にあり、ＩｏＴサービスの進展と消

費者保護ルールのあり方に関して具体的な制度改正の内容を示すに当たって

は、国内外の IoT サービスの実態や隣接分野も含めた市場の動向、他の法令と

の関係性等について十分に精査する必要がある。このため、総務省において、

これらについて、今後調査研究を行うことが適当である。 

 

その上で、当該調査研究の成果等を元に、IoT サービスの内容や契約形態に

着目した分類を行い、その分類を踏まえて、各消費者保護ルールの各規定への

適用の要否等を検討・分析していくことが適当である。 

〔分類例〕 

(1) 端末購入時に通信料金も含めて一括払いしているか 

① 一括払いの場合 

a. 追加料金は一切不要な場合 

b. 当初の一定期間分のみ不要で、当該一定期間経過後、追加料金が必要

となる場合 

② 別途通信料金を支払っている場合 

a. 商品に関連する費用（例：定期的に配達される消耗品の代金等）に含

まれる場合 

b. 通信料金単体で月々払いが必要となる場合 

(2) 期間拘束があるか 

① 期間拘束あり 

② 期間拘束なし 

(3) 通信品質が大きな影響を及ぼすサービスであるか否か 

① 通信品質が大きな影響を及ぼすサービスである場合 

② 通信品質が大きな影響を及ぼすサービスではない場合 

(4) 通信料金が比較的安価であるか 

① 安価である場合 
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② 安価でない場合 

 

上記のほか、次のような論点についても留意し、検討を深めていくことが適当

である。 

(1) ５Ｇとの関係 

 ５Ｇの要件の一つである多数同時接続が実現されれば、より多数の端末

がネットワークに接続されるようになり、IoT のユースケースが加速度

的に広がることが予想される。また、５Ｇの実現による（消費者保護ル

ールとの関係で課題となる）ビジネスモデルの変化についても考慮して

いく必要があるのではないか。 

(2) IoT サービスによるデータ収集・利用との関係 

 IoT サービスにおいては、利用者のデータが収集・利用される可能性があ

るが、利用者が当該サービスが「通信」であることを意識しない場合に

は、これについても十分認識できない場合があることには（個人情報保

護法では保護されているにしても）留意が必要なのではないか。特に、

IoT サービスが生活に根ざせば、その利用実態が利用者や周囲の人の生

活実態を浮き彫りにしてしまう恐れがあることにも留意が必要ではない

か。 

(3) 最終消費者が「利用者」とならない場合の保護の必要性 

 最終消費者が通信サービスの利用者とならない場合の当該最終消費者の

利益の保護の必要性についても配慮すべきではないか。例えば、IoT サー

ビスのうち、通信サービスの提供契約は最終消費者との間で結ばれてお

らず、あくまで通信サービスの利用権を借りているにすぎない場合の当

該最終消費者の保護の在り方について考える必要があるのではないか。 

(4) その他、他法との間の関係の整理 

 特定商取引法などの他法や電気通信事業法によって保護されていない

「隙間」やそれぞれの法令による保護が重畳しているユースケースなど

については、保護法益が何かという観点に立ち返りつつ、一定程度交通

整理をしてはどうか。（必要に応じて一定の事例集のようなものの整理を

行ってはどうか。） 

 

これらの検討が一定程度進んだ際には、検討会等の場で報告の上、省令等の必要

な規定の見直しにつなげることが適当である。 
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＜図表：IoT サービスの支払い形態のモデル（協力：(株)ソラコム）＞ 
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＜図表：IoT サービスの支払・契約形態（協力：(株)ソラコム）＞ 

 

出典：「消費者保護ルールの検証に関するＷＧ（第 16 回）」（2019 年９月 25 日）事務局資料 
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第５章 おわりに 

 
 今般、電気通信サービスに関する現行の消費者保護ルールについて評価を行

うとともに、現時点での喫緊の課題と考えられる事項を中心に検討を行い、中間

報告書として取りまとめた。 

関係者には、緊急提言及び本中間報告書本報告書に盛り込んだ事項について、

必要な取組を早急に実施することが求められる。 

 

また、議論の過程において 2019 年１月に公表した緊急提言を踏まえた電気通

信事業法の改正案改正法が 2019 年３月５日に第 198 回国会に提出 10 月１日に

施行された。今後、総務省令等の具体的な制度の整備に際しては、各事 

携帯電話事業者及び販売代理店その他関係者の意見も十分に聴いた上で、で

きる限り明確な基準が整備されるよう求めたいの料金プラン等については改正

法の施行に合わせて見直しが行われたところであるが、今後も関係事業者にお

いては、改正法の趣旨等を踏まえ、必要な措置を行っていくことが求められる。 

 

法改正の前後においては、大きな市場環境の変化が予想される。本ＷＧでは、

消費者保護の観点から新たに生じる課題や、それに対する関係者の取組につい

ても、引き続き注視していくこととする。 

 

さらに、本ＷＧでは引き続き、個別の論点に掲げた事業者等の取組のフォロー

アップや、IoT の新サービス等が顕在化した際の消費者保護に係る課題について、

検討を行うこととする。 

 

本ＷＧでは、総務省に対しては、関係事業者の取組等を注視し、必要な助言等

を行っていくことを求めたい。 

今後も、行政、事業者（電気通信事業者、販売代理店等）、消費者団体等の関

係者による不断の取組や、関係者間の一層の連携を促すことを通じて、消費者が

安心して電気通信サービスを利用できる環境の整備に努めていくことが重要で

ある。 
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ＩＣＴサービス安心・安全研究会 

「消費者保護ルールの検証に関するＷＧ」開催要綱 
 

 

１ 目的  

本会合は、平成 27 年の電気通信事業法改正により充実・強化された現行の

消費者保護ルールについて、電気通信サービスの多様化・複雑化や消費者ト

ラブルの現状を踏まえ、その施行状況及び効果を検証するとともに、今後の

消費者保護ルールの在り方について検討を行うことを目的とする。 
 

２ 名称  

  本会合は、「消費者保護ルールの検証に関するＷＧ」と称する。 
 

３ 検討事項  

（１）消費者保護ルールの施行状況及び効果の検証 

（２）電気通信サービスに係る消費者トラブルの現状等を踏まえた対策 

（３）今後の消費者保護ルールの在り方 

（４）その他 

 

４ 構成及び運営  

（１）本会合の構成員及びオブザーバーは、別紙のとおりとする。 

（２）本会合には、主査及び主査代理を置く。 

（３）主査は本会合を招集し、主宰する。また、主査代理は、主査を補佐

し、主査不在のときは、主査に代わって本会合を招集し、主宰する。 

（４）主査は、必要があるときは、必要と認める者を本会合の構成員又はオ

ブザーバーとして追加することができる。 

（５）主査は、必要があるときは、外部の関係者の出席を求め、意見を聞く

ことができる。 

（６）その他、本会合の運営に必要な事項は、主査が定めるところによる。 
 

５ 議事の公開等  

（１）本会合の議事は、原則として公開する。 

（２）本会合の会議については、議事概要を作成し、原則として公開する。 

（３）公開することにより、又はオブザーバーの出席により、当事者又は第

三者の権利及び利益並びに公共の利益を害するおそれがある場合その他

主査が必要と認める場合は、議事及び議事概要を非公開とし、又はオブザ

ーバーの出席を制限することができる。 
 

６ その他  

  本会合の庶務は、総務省総合通信基盤局電気通信事業部消費者行政第一課

がこれを行うものとする。 
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ＩＣＴサービス安心・安全研究会 

「消費者保護ルールの検証に関するＷＧ」構成員等 

（敬称略） 

 

【構成員】 

（主査）   新美 育文  明治大学 名誉教授 

（主査代理） 平野 晋   中央大学 国際情報学部 教授・学部長 

石田 幸枝  公益社団法人全国消費生活相談員協会 理事 

市川 芳治  慶應義塾大学 法科大学院 非常勤講師 

北  俊一  株式会社野村総合研究所 パートナー 

木村 たま代 主婦連合会 事務局長 

黒坂 達也   慶應義塾大学大学院 特任准教授 

近藤 則子  老テク研究会 事務局長 

長田 三紀  情報通信消費者ネットワーク 

西村 暢史  中央大学 法学部 教授 

森  亮二  英知法律事務所 弁護士 

横田 明美  千葉大学大学院 社会科学研究院 准教授 

  

【オブザーバー】 

   公正取引委員会 

   消費者庁 

独立行政法人 国民生活センター 

   公益社団法人 日本広告審査機構 

   一般社団法人 電気通信事業者協会 

   一般社団法人 テレコムサービス協会 

   一般社団法人 日本インターネットプロバイダー協会 

   一般社団法人 日本ケーブルテレビ連盟 

   一般社団法人 全国携帯電話販売代理店協会 

   電気通信サービス向上推進協議会 

 

（別 紙） 



- 71 - 
 

これまでの検討状況 

 

会合 開催日 主な議題 
ＷＧ第１回 平成 30 年

10 月 22 日 
○ 電気通信事業法における消費者保護ルールの概要及び

実効性の確保に係るこれまでの取組み 
○ ＷＧにおける主要論点（案） 
○ 各構成員からのご発言 
○ 構成員のプレゼンテーション（電気通信サービスに係る消

費者保護ルールの課題等について） 
  ・黒坂構成員 
  ・北構成員 

ＷＧ第２回 平成 30 年

11 月 8 日 
○ 関係団体・事業者からのヒアリング 
  ・国民生活センター（福井昌喜  相談情報部相談第２課長） 
  ・全国消費生活相談員協会（石田幸枝理事（構成員）） 
  ・電気通信事業者協会（水谷哲也  消費者支援委員会委員長） 
  ・NTT ドコモ（田畑智也  経営企画部料金制度室長） 
  ・KDDI（岸田隆司  渉外部長） 
  ・ソフトバンク（松井敏彦  渉外本部本部長） 
  ・全国携帯電話販売代理店協会（大谷信雄  理事） 

ＷＧ第３回 平成 30 年

11 月 15 日 
○ 関係団体からのヒアリング 
  ・主婦連合会（木村たま代  消費者相談室長（構成員）） 
  ・テレコムサービス協会（吉村慎也  MVNO 委員会消費者 

問題分科会副主査） 
  ・テレコムサービス協会（岡本憲樹  FVNO 委員会消費者関 

係 TF 副主査） 
  ・日本インターネットプロバイダー協会（木村孝  会長補佐、 

行政法律部会長、消費者問題対応 WG 主査） 
  ・日本ケーブルテレビ連盟（山本学  業務部部長代理） 
  ・電気通信サービス向上推進協議会（花岡隆春  広告表示 

自主基準 WG 主査、広告表示アドバイザリー委員会委 

員長代理） 
  ・日本広告審査機構（山本一広  専務理事） 

ＷＧ第４回 
（モバイル研

究会との合同

会合） 

平成 30 年

11 月 26 日 
○ 「モバイルサービス等の適正化に向けた緊急提言」（案） 
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会合 開催日 主な議題 
ＷＧ第５回 平成 30 年

12 月 26 日 
○ ヒアリング等 
 ・高齢者のデジタル消費トラブルの現状とその対策 2018

（近 

藤構成員） 
 ・消費者教育の推進について（消費者庁） 
 ・電気通信サービスの利用に係る法人からの苦情相談の

現 

状（事務局） 
ＷＧ第６回 
（モバイル研究会

との合同会合） 

平成 31 年 

1 月 17 日 
○ 「モバイルサービス等の適正化に向けた緊急提言」（案）

に 

対するパブリックコメントの結果 
○ 中間報告に向けたその他の論点 

ＷＧ第７回 平成 31 年 

2 月 22 日 
○ 中間報告書骨子（案） 

ＷＧ第８回 平成 31 年 

3 月 14 日 
○ 中間報告書（案） 

ＷＧ第９回  平成 31 年

4 月 17 日 

〇 意見募集の結果等 

 

 
 

ＷＧ第 10 回 

（モバイル研究会

との合同会合） 

令和元年 

５月 21 日 

○改正電気通信事業法施行に向けた検討事項 

ＷＧ第 11 回 
（モバイル研究会

との合同会合） 

令和元年 

５月 30 日 

○ヒアリング等 

・通信料金と端末代金の完全分離・行き過ぎた囲い込みの

禁止関係 

・勧誘の適正化・代理店の届出に関する省令の方向性関係 

ＷＧ第 12 回 
（モバイル研究会

との合同会合） 

令和元年 

６月 11 日 

○モバイル市場の競争促進に向けた制度整備について 

○利用者利益の保護に向けた制度整備について 

ＷＧ第 13 回 
（モバイル研究会

との合同会合） 

令和元年 

６月 18 日 

○モバイル市場の競争促進に向けた制度整備について 

○利用者利益の保護に向けた制度整備について 

ＷＧ第 14 回 
（モバイル研究会

との合同会合） 

令和元年 

８月 29 日 

○改正電気通信事業法の施行に伴う関係省令等の整備に

ついて 

○広告表示関係の取組について 

○改正電気通信事業法の施行に向けた取組状況について 
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ＷＧ第 15 回  令和元年 

９月 12 日 

○ＩｏＴサービスの進展と消費者保護について 

○中間報告書に盛り込まれた事項の進捗把握について 

○「青少年の安心・安全なインターネット利用環境整備に関

するタスクフォース」における検討状況について 

ＷＧ第 16 回  令和元年 

９月 25 日 

○ＩｏＴサービスの進展と消費者保護について 

○中間報告書に盛り込まれた事項の進捗把握について 

ＷＧ第 17 回  令和元年 

10 月 15 日 

○中間報告書に盛り込まれた事項の進捗把握について 

○報告書の取りまとめの方向性について 

ＷＧ第 18 回  令和元年 

11 月 11 日 

○報告書案について 
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第２章関係
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◆ 電気通信事業法における消費者保護ルール及びその運用体制

5



平成16年～
（2004年～）

電気通信事業に関する制度の変遷

 一般の事業者に対しては、自由で多様な事業展開を可能とするため、新規参入や料金に関する事前規制を緩
和（現在では、利用者向け料金の事前規制は原則撤廃）する一方で、消費者保護ルールを充実。
 特定の事業者（主要なネットワークを保有するＮＴＴ東西や携帯電話事業者）に対しては、そのネットワークを利用する事
業者が公平な条件等でサービスを提供できるよう、接続ルール※１等の公正競争ルールを整備。

競争原理の導入

・電気通信事業法

の施行

・電電公社の民営化

（ＮＴＴの設立）

参入規制の緩和

・需給調整条項の廃止

・外資規制の原則撤廃

料金規制の緩和

・料金の認可制→ 届出制

・プライスキャップ制度（※２）

の導入

約款規制等の緩和

・契約約款の認可制→届出制

・接続協定の認可制→届出制

ユニバーサルサービス交
付金制度の導入

紛争処理制度の導入

参入許可制の廃止

・許可制→登録/届出制

料金・約款の事前
規制を原則撤廃

利用者保護の推進

・事業の休廃止の

周知義務化

・提供条件の説明義務

・苦情等の処理の義務化

紛争処理機能の拡充

・対象の拡大（コンテンツ

プロバイダーとの紛争）

安全・信頼性規律の
強化

利用者保護ルール

の拡充

・書面交付・初期契約解除

制度の導入

・不実告知等の禁止

・勧誘継続行為の禁止

・代理店に対する指導等

業務の休廃止の利
用者周知に係る事
前届出制の導入

サイバー攻撃への
対処促進

販売代理店への届
出制度の導入

事業者・販売代理
店の勧誘の適正化

固定系への

接続ルールの導入

・接続約款の認可制の導入

・接続会計の導入

・アンバンドル（※３）の義務化

ＮＴＴの再編成

・持株、地域会社（東・西）、

長距離会社（コム）に再編

移動系への

接続ルールの導入

・接続約款の届出制

禁止行為規制*の導入

* 特定の事業者に対する不当に優

先的・不利な取扱いの禁止等

ＮＴＴ東西の業務範囲拡大

移動系の接続ルール
の強化

・接続会計の導入

固定系の公正競争
ルールの強化

・機能分離の導入 等

ＮＴＴ東西の業務規
制手続の緩和

移動系の接続ルー
ルの更なる強化

・携帯電話網の接続ルー

ルの充実

グループ化・寡占化
への対応

・登録更新制の導入

禁止行為規制の

緩和卸制度の整備

・卸役務の事後届出制

通信料金と端末代
金の完全分離

行き過ぎた囲い込
みの禁止

事
業
者
一
般
へ
の
規
律

特
定
の
事
業
者
へ
の
規
律

事前規制から利用者視点を踏まえた事後規制へ

昭和60年～
（1985年～）

料金低廉化・サービス多様化のための公正競争ルールの整備・強化

市場の
自由化

多様な事業者の参
入促進、自由な料金
設定を可能に

ネットワークを
借りやすくして
多様な事業者
による自由な
事業展開を促
進

自由・迅速な事業展開の
促進セーフティネットを整備

市場支配力の
濫用を禁止

自由な事業
展開の促進

利用者保護
ルールの整備

規律の変遷

平成9年～
（1997年～）

平成13年～
（2001年～）

※２ プライスキャップ制度：料金水準の「上限」を定める上限価格方式による料金規制。 ※３ アンバンドル：ネットワークの必要な部分のみを細分化して利用できるようにすること。

平成28年～
（2016年～）

平成31年～
（2018年～）

※１ 接続ルール：他事業者にネットワークを開放する際に適用される料金・条件等に関して定めた法令の規定。

6



これまでの電気通信事業法における消費者保護ルールの経緯

 事業者の自由で多様な事業展開を可能とするため、料金等の事前規制を原則撤廃する一方で、電気通信サービスに関する苦情・

相談件数の急増※に対応するため、電気通信事業法を改正し、消費者保護ルールを整備（平成１６年４月施行）。

※ 当時は、電話料金の不正請求、携帯電話・ＰＨＳの違約金、ＡＤＳＬモデムの送付が問題になっていた。

平成１５年
（２００３年）

提供条件の説明義務 苦情等の処理義務

平成２７年
（２０１５年）

 料金プランやサービスの複雑化や不適切な勧誘活動の増加等を背景として、苦情・相談件数は、４年間で約１．５倍に増加（平成２１～

２５年度）。「ＩＣＴサービス安心・安全研究会」の制度整備の提言（平成２６年１２月）を踏まえ、電気通信事業法を改正し、消費者保護ルー

ルを充実・強化（平成２８年５月施行）。

契約書面の交付義務 初期契約解除制度

不実告知等の禁止 勧誘継続行為の禁止 代理店への指導等措置義務

現 在

事業の休廃止に関する周知義務

平成３０年
（２０１８年）

 利用者の利益に及ぼす影響が大きいサービス※が休廃止される場合に、事後届出制では、利用者周知が適切・十分でない場合の

事前の対応が困難であることに対処するため、電気通信事業法を改正し、消費者保護ルールを充実・強化（２０１９年５月２２日施行）。

※ 法改正時には、固定電話網のＩＰ網への移行等を背景に終了を予定している、NTT東西のINSネット（ディジタル通信モード）等に関する利用者周知の在り

方が問題になっていた。
業務の休廃止に関する事前届出制導入・周知義務の強化

説明義務の充実※

※利用者の知識、経験、契約目的に配意した説明を義務づけ

 販売代理店に対する行政の現状把握が不十分であること、モバイル・ＦＴＴＨ等の苦情・相談の割合が高い件数で推移していることに

対応するため、「消費者保護ルールの検証に関するＷＧ」、「モバイル市場の競争環境に関する研究会」が合同で取りまとめた緊急提

言（平成３１年１月）を踏まえ、電気通信事業法を改正し、消費者保護ルールを充実・強化（２０１９年１0月１日施行）。

令和元年
（２０１９年）

販売代理店の届出制度の導入 自己の名称等を告げずに勧誘する行為の禁止

7



電気通信事業法における消費者保護ルール（現行）の概要①

● 高齢者・障害者等、配慮が必要となる利用者に対して､その知識、経験、契約目的に配意した説明を行うことを義務付け ⇒ 適合性原則

● 携帯電話サービスのいわゆる「２年縛り」等（期間拘束契約）について､自動更新される時に利用者に事前通知することを義務付け

１．契約前の説明義務

２．書面の交付義務

● 通信サービスの種類、料金の内訳、支払い時期・方法、解約条件、通信制限（青少年フィルタリング）等の記載を義務付け

● 付随する有料オプションサービスについて、名称・料金・解約条件等の記載を義務付け

電気通信事業者・代理店は、契約前に、料金その他の提供条件の概要を説明しなければならない。

電気通信事業者は、契約が成立した後遅滞なく、契約内容を明らかにする書面を利用者に交付しなければならない。

8

３．初期契約解除制度

利用者は、書面の受領後等から８日間は、電気通信事業者の合意なく契約を解除可能。

● 主要な固定インターネットサービス及び移動通信サービスを初期契約解除制度の対象として指定。
※ 事業者に一定の責任が認められる場合に、端末も含めて解約できる「確認措置」の認定を受けた移動通信サービスは、初期契約解除に代えて確認措置を適用

● 契約解除時に利用者が支払うべき額については、事業者による不当な高額請求を防ぐため、上限額に関し規定

（法第26条の3）

（電気通信事業法（以下「法」という。）第26条）

（法第26条の2）

4．苦情等の処理義務
電気通信事業者は、電気通信役務又はその業務方法についての苦情及び問合せ（苦情等）を適切かつ迅速に処理しなければならない。

（法第27条）

５．不実告知等・勧誘継続行為の禁止

電気通信事業者・代理店が次の行為をすることを禁止：
・契約の重要事項について、故意に事実を告げず、又は事実でないことを告げる行為 ・求められない勧誘を継続する行為

（法第27条の2第1号・第2号）

６．代理店に対する指導等措置

● 適切な委託先の選定、業務の手順等の文書の作成、委託先の業務状況の確認・検証、苦情の適切な処理、問題発生時の委託の中止・契約解除等の措置を義務付け

電気通信事業者が代理店に対し、委託した業務に係る指導等の措置を行うことを義務付け。

（法第27条の3）

※令和元年改正で自己の名称等を告げない勧誘等を禁止（令和元年10月１日施行）

※令和元年改正で販売代理店の届出制度を導入（令和元年10月１日施行）

（参考）改正青少年インターネット環境整備法（平成30年２月１日施行）
携帯電話事業者及び代理店等に対して、利用者が18歳未満かどうかの確認、フィルタリングの必要性等の説明、フィルタリングの有効化措置の実施を義務付け



７．業務の休廃止に関する周知義務等

電気通信事業者が電気通信業務の全部又は一部を休止し、又は廃止しようとするときは、原則として、当該電気通信業務に係る利用者に対し、利用
者の利益を保護するために必要な事項を周知させなければならない。
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● 電気通信事業者は、休廃止の前日から起算して30日前の日（※）までに、利用者に周知させなければならない。

● 周知事項は、休廃止する電気通信業務の内容、休廃止する年月日、休廃止の理由、苦情相談窓口、代替サービス、利用者被害発生防止に資する情報等

（法第26条の4第1項）

電気通信事業法における消費者保護ルール（現行）の概要②

※（２）の事前届出対象役務については、1年前まで

（２）業務の休廃止に係る周知事項に関する事前届出

電気通信事業者は、利用者の利益に及ぼす影響が大きい電気通信役務に係る電気通信業務の休止又は廃止については、あらかじめ、周知事項を
総務大臣に届け出なければならない。

● 事前届出を必要とする利用者の利益に及ぼす影響が大きい電気通信役務は、①基礎的電気通信役務、②指定電気通信役務、③契約数が100万以上であり、かつ、
有償の電気通信役務。

● 利用者周知を開始する前日から起算して30日前の日までに届け出なければならない。

（法第26条の4第2項）

（３）事前届出対象の電気通信業務の休廃止に関する情報の整理・公表

総務大臣は、利用者の利益に及ぼす影響が大きい電気通信役務の休廃止に関して作成・取得した情報等を整理・公表する。

（法第26条の5）

（１）業務の休廃止に関する周知義務

８．各規律の担保措置

 電気通信事業者・代理店に対する業務改善命令の対象（代理店に対しては、委託を受けた業務に限る）

➀ 提供条件の説明義務違反 ② 不実告知等の禁止違反 ③ 勧誘継続行為の禁止違反

 電気通信事業者に対する業務改善命令の対象

➀ 契約書面の交付義務違反 ② 苦情等の処理義務違反 ③ 代理店への指導等措置義務違反 ④ 業務の休廃止に関する周知義務違反

※その他、事業者に対しては、事業の運営が適正かつ合理的でないため、電気通信の健全な発達・国民の利便の確保に支障が生ずるおそれがあるときに、
業務改善命令を行うことが可能。 （法第２９条第１項第１２号）

※ このほか、業務の休廃止に係る事前届出義務、契約書面の交付義務については直罰（３０万円以下の罰則）、初期契約解除制度については民事的規律（契約
無効）の対象となっている。

※業務改善命令に従わない場合は、２００万円以下の罰金（法第１８６条第３号）

（法第２９条第２項第１号）

（法第２９条第２項第２号）

（法第29条）

行政指導による改善を促した上で、規律の内容に応じ、事業者又は事業者・代理店への業務改善を命じることが可能。

※平成30年改正により強化（令和元年５月22日施行）



消費者保護ルールの対象となる電気通信サービスの範囲

固定通信

※苦情等処理義務及び不実告知等・勧誘継続行為の禁止を含む。
なお、代理店指導等措置義務は、全ての電気通信役務が対象。事業の休廃止の周知義務は、電気通信事業が対象。

対
象
と
し
て
指
定

初
期
契
約
解
除
制
度
の
対
象
有
無

対
象
外

・光ファイバー（ＦＴＴＨ）インターネットサービス
・ケーブルテレビ（ＣＡＴＶ）インターネットサービス
・分離型のインターネット接続（ＩＳＰ）サービス

（ＦＴＴＨ、ＣＡＴＶ及びＤＳＬ向け）

・電話及びＩＳＤＮサービス
・ＩＰ電話
・ＤＳＬインターネットサービス
・ＦＷＡインターネットサービス
・その他のＩＳＰサービス

確
認
措
置
の
適
用

・ＭＶＮＯの期間拘束なし無線インターネット専用サービス
・ＰＨＳ
・プリペイド
・公衆無線ＬＡＮ

移動通信

・ＭＮＯの携帯電話端末サービス
・ＭＮＯの無線インターネット専用サービス

（確認措置の認定を受けた
事業者・サービス）
（店舗販売・通信販売）

（一部のＭＮＯサービス）

説明義務、書面交付義務等の対象（※）
⇒以下の固定通信サービス、移動通信サービス

・ＭＶＮＯの期間拘束あり
無線インターネット専用
サービス
・ＭＶＮＯの携帯電話端末
サービス

（事業法第26条第１項）第１号業務（事業法第26条第１項）第２号業務

（事業法第26条第１項）第３号業務
（事業法第26条第１項）第３号業務
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契約前の説明義務（１）

○ 電気通信事業者及び媒介等業務受託者（代理店）は、利用者と契約の締結又はその媒介等をしようとすると

きは、料金その他の提供条件の概要について説明をしなければならない。

基本
説明事項

説明方法

● 対象として指定された電気通信役務のうち、付加的な機能を除いた部分。オプションも除く。

● ただし付加的機能・オプションでもあっても有効な意思の表示がないのに加入させることは不適切。

● 法人契約、自動締結契約、都度契約、接続・共用契約、一定の変更・更新契約は除外。

対象範囲

● 事業者の連絡先・名称等

 電気通信事業者の連絡先・名称等、媒介等業務受託者の連絡先・名称等

● 電気通信役務の内容

 名称、種類（施行規則別表）、品質、提供を受けることができる場所、緊急通報に係る制限、

青少年フィルタリングサービス、帯域制御等その他の通信制限

● 通信料金等

 料金その他の経費(割引を含む）、割引の適用期間等の条件

● 契約変更・契約解除に関する事項

 契約変更・解除の連絡先・方法

 契約変更・解除の条件等（一定期間に限り無償解約できる、解除時に生じる違約金額、セット販売全体の解除で違約金が生じる旨等）

● 初期契約解除制度に関する事項（制度適用の場合）、確認措置に関する事項（措置適用の場合）

● 共通事項： 平均的な消費者が理解することができると推定できる程度に理解しやすい内容及び方法

● 原則的方法： 説明事項を分かりやすく記載した書面を交付して説明。

● 代替的方法： 利用者が了解したときは、電子メール、ウェブサイト、ＤＭ等の広告、電話でも可能。

基本料金
通話料金
データ通信料金・インターネット接続料金
事務手数料
工事費、機器レンタル料
割引、キャッシュバック ・・・

料金その他の経費の例
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契約前の説明義務（２）

● 提供条件の説明は、利用者の知識、経験、契約の締結の目的に照らして、利用者に理解されるために必要な
方法・程度によることが必要。

● 利用者がその利用実態等に対応した料金プランを選択できるよう、事業者において適切な説明を実施。

● 利用者の属性を把握し判断する方法について、事業者において規定。

● その他、高齢者、障がい者、未成年者等のように特に配慮が必要と考えられる利用者に対する説明の方法、
知識・経験が十分とする利用者に対する説明の方法の例示あり。

【望ましい例】 高齢者に対し、専用資料を用意し、本人の意思に応じて丁寧かつ詳細な説明を行うこと。

【不適切な例】 通話のみを利用していた高齢者に対し、通常の説明のみでタブレット契約等を勧誘し、不要と考え
られるような大容量・高額のデータ通信プランを推奨すること。

適合性の
原則

● 携帯電話の「２年縛り」等、利用者の申出がない限り行われる契約更新で、更新後の中途解約違約金の額が

基本料金額を超えるもの（＝自動更新）については、提供条件の説明として、次の事項を通知することが必要。

● 電子メールで通知する場合、上記太枠の内容は電子メール本文に記載。その他はリンク先で容易に確認。

● 更新中止が可能な期間が到来する前に通知必要。

自動更新時の
事前通知

変更時
の説明

自動更新をしようとする旨 自動更新後の契約に期間及び違約金の定めがある旨 自動更新後の契約期間

自動更新後の違約金の額

※この他、自動更新に伴い変更する基本説明事項がある場合はその事項の内容を併せて通知必要

※主要な携帯電話サービス以外のサービスについては、施行後半年間、適用を猶予（準備期間）

更新中止の手続きの方法 更新中止可能な具体的期間

● 種類を変更するときは全ての基本説明事項を説明。

● 利用者からの申出で変更する場合、電気通信事業者の申出で利用者に不利な変更をする場合は、変更され
る基本説明事項を説明。
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契約後の書面の交付義務

○ 電気通信事業者は、電気通信役務契約が成立したときは、遅滞なく、契約書面を作成し交付※しなければな

らない。利用者の明示的な承諾がある場合には、電磁的方法による交付も可能（詳細後述）。

１）基本説明事項
（電気通信役務の内容・料金等）

※媒介等業務受託者の名称、連絡先等を除く。

２）契約を特定するに足りる事項
（契約の成立年月日、利用者の氏名・住所等）

３）料金の支払時期・方法等

４）サービス提供の開始予定時期等

５）付随有償継続役務の内容を明らかにする
名称、料金、変更・解除の条件等

６）契約書面の内容を十分に読むべき旨

● 個別の契約の内容を明らかにする次の事項

他の契約を条件として
通信料金等が減免され

る場合
減免期間経過前後の総支払額の算定方法（図示）

初期契約解除制度
が適用される契約

の場合

・契約解除できる期間

・書面送付の宛先住所など、標準的な手順

・契約解除に伴い利用者が支払う金額の算定方法

・契約解除に伴い解除されない付随契約がある場合

は､その旨及び解除に関する事項 等

確認措置を
講じている場合

確認措置により契約解除する場合に利用者が支

払うべき金額の算定方法等、確認措置の内容

料金の減免に相当する
経済的利益等（キャッシュ

バック等）を提供する場合

経済的利益の内容、当該利益の提供に条件があ

る場合はその条件 等

● 加えて、左欄の場合は、右欄の事項が明らかにされていることが必要

● 説明義務と同範囲の電気通信役務が対象。

● 電気通信役務ではない「付随有償継続役務」（いわゆるオプションサービス）についても一定の記載が必要。

● 法人契約、自動締結契約、都度契約、接続・共用契約（他の事業者がまとめて交付）、契約前に相当の書面を
交付した場合（初期契約解除が適用されない場合のみ）、一定の変更・更新契約は除外。

対象範囲

基本記載事項

● 記載事項の変更があった場合に、変更の内容等を記載した書面を交付（例外あり）変更時の交付
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契約書面の例
注：実際に交付する書面においては、８ポイント以上の大きさの文字で記載しなければならない。
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契約書面内容の電子交付

（１）電子交付が可能な方法

● 次のいずれかの方法

① 印刷可能な電子メール

② 印刷可能なウェブサイト（通知又は閲覧確認が必要）

③ 印刷できないが契約中及び契約終了後３ヶ月間閲覧可能なウェブサイト

（通知又は閲覧確認が必要）（その後掲載内容の書面を交付した場合はウェブサイト閉鎖可）

④ ＣＤ等の電子媒体の送付

⑤ ＵＲＬ等及びそれに関する説明の提供

● 電子交付する場合は、それが契約書面の交付に代えて行われる重要なものであることを利用者が確実に分かるようにし

なければならない。

（２）承諾の取得等

● 電子交付の承諾が得られなかった場合に、書面交付のため利用者に過度の負担を求めることは不適切。

● 法第２６条の２第３項（到達時点に関する規定）は、民法第９７条の一般原則の考え方に基づく。

● ＵＲＬ及びそれに関する説明を電子メール（ＳＭＳ含む。）で送付する場合は、ＵＲＬのクリックの有無は問わず、当該電子

メールが到達すれば法第２６条の２第３項との関係で利用者に到達したこととなる。

● あらかじめ、選択可能な電子交付方法を提示して、書面又は（１）の方法により利用者の承諾を取得すること。利用者が承諾

を撤回した場合は、書面で交付すること

● 電子交付のみしか選択肢がないとして承諾を求めることは、不適切。ただし、サービスの性質等に応じ、デフォルト

を電子交付とすることは可能。

● 承諾取得の対象範囲（承諾により電子交付するサービスの範囲等）が利用者に分かるようにした上で署名、クリック等

により利用者の能動的な意思表示を受けることが必要。

● 書面による交付と同様に、主要内容については一覧性を保ちつつ、全体としては一体性を有した形で閲覧可能なように

することが求められる。多くの端末・ブラウザ等では８ポイント相当以上の大きさで表示されるようにすることが必要。
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初期契約解除制度

○ 利用者は、契約書面受領後等から８日間は､相手方（電気通信事業者）の合意なく契約解除できる。また、初期

契約解除制度の規定に反する特約は無効とする。

● 対象役務

移
動
通
信

固
定
通
信

● 契約解除時に利用者に請求できる上限額

①契約解除までのサービス提供の対価

③サービス提供に必要な工事（実施済の工事）に通常要

する費用※１として総務大臣が告示※２する額

④契約の締結のために通常要する費用（いわゆる事務

手数料）※１として総務大臣が告示※２する額

※１ 当該費用として通常請求されるもの
※２ 詳細は次ページ

③ＭＶＮＯの無線インターネット専用サービス

期間拘束あり

①ＭＮＯの
携帯電話端末サービス（音声サービスあり）

②ＭＮＯの無線インターネット専用サービス

①光ファイバーインターネットサービス

②ケーブルテレビインターネットサービス

③上記①・②向けの分離型インターネット接続サービス

④ＤＳＬ向けの分離型インターネット接続サービス（ＤＳＬの
回線部分の契約を解除しないで変更可能なもの）

プ
リ
ペ
イ
ド
型
は
対
象
外

● 利用者に不利な料金等の変更が含まれる変更契約・更新契約にも適用

● 乗換え元に復帰することについて不利益が予想されるにもかかわらず、その内容を説明しないこと又は虚偽の説明をすることは、
事実不告知・不実告知の禁止の規定に抵触し得る

８日間

契約書面受領日

８日間
契約解除可能期間

● 契約解除可能期間（原則）

※定額制の料金は、原則として日割り計算
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④ＭＶＮＯの
携帯電話端末サービス（音声サービスあり）

● 利用者が初期契約解除を行う具体的な方法など制度利用に当たっての留意点を新ガイドラインで解説

「
確
認
措
置
」の
認
定
を
受
け
た

サ
ー
ビ
ス
は
適
用
除
外

⑤番号ポータビリティの適用に通常要する費用※１とし

て総務大臣が告示※２する額

②MVNOにおけるＳＩＭカードの提供に要する費用



初期契約解除制度の対象範囲の考え方

固定通信 （通信サービスと端末が分離）

初期契約解除制度の対象とする

・販売形態を問わず苦情が多い

・通信サービスだけ解約して端末が手元に残っても
不都合が生じない

初期契約解除制度の対象とする

移動通信 （通信サービスと端末が事実上一体）

・苦情が多い

・不意打ち性が高い販売形態（突然の勧誘）

・端末についても特定商取引法等により解約可能

○ 訪問販売、電話勧誘

・不意打ち性が低い販売形態
（他法では一般的に対象外）

・端末については、電気通信事業法の
対象外
（特定商取引法等も訪問販売・電話勧誘を
対象とし、店頭販売の端末は解約不可）

事業者が代替的取組（＝「確認措置」）を講じて認定を受け
た場合に限り、初期契約解除に代えて「確認措置」を適用。

・ 電波状況や法令等の遵守状況を理由として、端末を含めて
解約できる措置。

・ 不適切な販売による苦情が多くなれば認定を取り消す。

・ 一定の期間内に実施状況の評価・見直しを行う。

○ 店頭販売等
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初期契約解除に伴う対価請求の上限額を定める告示の概要

● 初期契約解除に伴い利用者が支払うべき額（対価請求額）のうち工事費用、事務手数料及び番号ポータビリティに係る費用

の上限額を規定。

※上記の上限額に消費税を加えた額まで請求可能。

※上記の上限額以内であっても、通常の中途解約等で請求している額の方が低い場合は当該額が上限となる旨を告示に規定。

※上記のほか、施行規則に基づき、初期契約解除までに利用したサービスの利用料を合理的範囲内で請求可能。

工事費用

（FTTHアクセスサービス）

・ 戸建て住宅に人員を派遣して行う工事

２５，０００円

・ 集合住宅等に人員を派遣して行う工事

２３，０００円

・ その他の工事（人員派遣なし） ２，０００円

★土日・休日の場合は３，０００円、

夜間・深夜の場合は１０，２００円を加算可能

（人員無派遣の場合は加算不可）

（CATVアクセスサービス）

・ 戸建て住宅に人員を派遣して行う工事

１８，０００円

・ 集合住宅等に人員を派遣して行う工事

１７，０００円

・ その他の工事（人員派遣なし） ２，０００円

事務手数料 ３，０００円 （固定通信、移動通信共通）

番号ポータビリティ
に係る費用

３，０００円 （固定通信、移動通信共通）

● あくまで上限であり、全ての場合においてこの額まで請求できる権利が事業者に与えられるものではない。

事業者が自主的に無償での契約解除に応じることも妨げられない。

【平成30年10月更新】
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「確認措置」について（初期契約解除制度の適用に関する規定）

以下の全ての要件を満たす措置

① サービス提供開始日から８日間、利用場所状況

（電波状況）及び法令等の遵守状況の確認が可能

② 確認した利用場所状況について十分でないときは、

関連契約※を解除可能

※ 電気通信役務の契約、付随する有償継続

役務の契約、及び端末の契約等。

③ 事業者があらかじめ定めた基準に遵守状況が

適合しないとき※は、利用者が関連契約を解除可能

※ 事業者による説明等が不十分な場合を想定

（説明義務又は書面交付義務について不適合）

④ 上記②・③の解除に伴い、利用者が支払うべき金額

が、サービス提供の対価に法定利率による遅延損害

金を加えた額※を超えない

※ 初期契約解除と異なり事務手数料の

負担は不要。

⑤ 説明義務により、確認措置に関する事項を説明

確認措置

初期契約解除対象として指定される移動通信役務のうち、電波のつながり具合や事業者による説明等が

不十分であれば端末も含めて解約できる代替的措置（「確認措置」）が事業者により講じられているものであって、

利用者の利益が保護されているとして認定を受けた役務については、初期契約解除に代えて「確認措置」を適用

指定された対象サービスであっても、
初期契約解除が適用されない場合

利用場所状況や遵守状況についての「確認措置」を講じている

役務であって、利用者利益が保護されているものとして総務大臣

が認定する電気通信役務の契約を締結した場合

認定制度の運用

①利用者利益保護の観点から、店舗販売・通信販売について
のみ認定。

②利用者利益の保護に支障がある場合等は認定取消し可。

確認措置以外で初期契約解除を適用除外する場合：

１）書面交付義務の適用がない場合

（法人契約、自動締結契約、軽微変更のみの契約等の場合）

２）利用者申出による利用者に不利でない変更契約の場合

３）変更契約又は契約の更新の場合で、料金等以外の事項に変更が
あったとき
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確認措置の認定を受けた電気通信役務

電気通信事業者の名称
電気通信役務の
名称（サービス名）

電気通信役務の
内容（※1）

認定日

MNO

１ （株）NTTドコモ ・ Xiサービス
・ FOMAサービス

携帯電話端末サービス
及び

無線インターネット専用サービス

平成28年
5月20日

２ KDDI（株） ・ au (WIN) 通信サービス契約
・ au (LTE) 通信サービス契約

携帯電話端末サービス
及び

無線インターネット専用サービス

３ 沖縄セルラー電話（株） ・ KDDI（株）と同様 KDDI（株）と同様

４

ソフトバンク（株）

・ ソフトバンク3G通信サービス
・ ソフトバンク4G通信サービス
・ ワイモバイル通信サービス（※３）

携帯電話端末サービス
及び

無線インターネット専用サービス

・ ソフトバンクモバイル(E)
データ通信サービス

無線インターネット専用サービス

MVNO

１ （株）ウィルコム沖縄 ・ ワイモバイル通信サービス（※３） 無線インターネット専用サービス（※２）

平成28年
5月20日

２ （株）ノジマ ・ nojima EM LTE
・ nojima mobile YM

無線インターネット専用サービス（※２）

３ （株）ヤマダ電機 ・ YAMADA air mobile 無線インターネット専用サービス（※２）

４ （株）ラネット ・ BIC ４G LTE SERVICE 無線インターネット専用サービス（※２）

５ ＳＢパートナーズ（株） ・ SBパートナーズ通信サービス
データ専用サービス

無線インターネット専用サービス（※２） 平成29年
２月27日

※１ 法人契約その他の電気通信事業法施行規則第22条の2の7第1項第1号から第4号までに掲げる契約により提供されるもの、プリペイドサービス及び特定商取引に関する法律第2条第1
項に規定する訪問販売又は同条第3項に規定する電話勧誘販売を行うものを除く。

※２ MVNOの期間拘束付サービス。
※３ PHSサービスを除く。
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不実告知等の禁止、勧誘継続行為の禁止

○ 電気通信事業者・代理店が次の行為をすることを禁止：

①契約の重要事項について、故意に事実を告げず、又は事実でないことを告げる行為（不実告知等）

②求められない勧誘を継続する行為（勧誘継続行為）

事実不告知
不実告知

勧誘継続
行為

○ 説明義務対象の電気通信役務と同じ。

● 法人契約、利用者利益に支障を生じない軽微変更をする契約は勧誘継続行為禁止から除外。
対象範囲

○ 契約に関する事項であって利用者の判断に影響を及ぼす重要なものについて、故意に事実を伝えないこと及

び事実と異なる虚偽の説明を行うことを禁止

● 実際には通常価格である料金をキャンペーン価格であると伝える行為、初期契約解除が適用されるにもかか

わらず適用がないと伝える行為、現在利用しているサービスが終了予定であるかのような虚偽の説明をする行為

等は不適切。

○ 勧誘の形態にかかわらず、電気通信役務の契約を締結しない旨の意思あるいは勧誘を引き続き受けること

を希望しない意思を表示した場合、勧誘をした事業者又は代理店がその同一の電気通信役務の契約の勧誘

を継続することを禁止。

● 利用者から「お断りします」「結構です」「迷惑です」などの意思表示があった場合の再度の勧誘が不適切。

● 利用者からの拒否の意思の範囲（役務、事業者等）は、その意思をどのように具体的に示したかという事実に

より判断されるため、慎重に対処することが望ましい。
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代理店（媒介等業務受託者）に対する指導等の措置

○ 電気通信事業者に対し、媒介等業務の適切かつ確実な遂行を確保するため、媒介等業務受託者への指導等

の措置を行うことを義務付ける。

①媒介等業務（以下「業務」）を適正かつ確実に遂行できる能力を有

する者に委託するための措置

②業務の実施状況を監督する責任者の選任

● 電気通信事業者は次の各措置を講じる必要

● 電気通信事業者の報告義務
③業務手順等文書（適切な誘引の手段に関する記載を含む）の作成、研

修の実施等

● 代理店独自のオプションについて、内容を記載した書面を交付す
るといった手段の記載が手順等文書に必要
（交付方法は書面交付義務を参考。別途の書面でも可。）

⑤業務の実施状況の確認、検証、必要に応じた改善等

⑥利用者からの苦情の適切かつ迅速な処理

⑦業務が適切に行われない場合に、業務の中止、他の適切な者への

速やかな委託、業務の委託契約の変更又は解除等

⑧各措置の適正かつ確実な実施のための委託状況の把握

業務が適切に行われない場合であって、

利用者に重大な影響が及ぶおそれがあるとき

総務大臣

報告
受託者情報
（名称・住所等、受託者を特定
するために必要な情報）

電気通信事業者

※報告された受託者情報を必要な場合に
他の事業者等に提供することも検討

● 二次以下の代理店でも同様の措置が講じられる必要
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各行政規律の担保措置

○ 各行政規律に違反の疑いのある電気通信事業者・代理店に対しては、

・ 報告徴収等を行い、違反が確認された場合には、行政指導により改善を促した上で、

・ それでもなお、改善が見られない場合は、業務改善命令等による是正を行うことを想定。

説明義務 書面の交付
義務

不実告知
等の禁止

勧誘継続
行為の禁
止

代理店に
対する指導
等の措置
義務

電気通信事業者 ○ ○ ○ ○ ○

代理店 ○ - ○ ○ -

● 各行政規律の対象

報告徴収
等

行政指導
業務改善
命令等

罰則

● 執行のイメージ

違反が確認
された場合

改善が見ら
れない場合※

命令に従わ
ない場合

２００万円以下の罰金

※ 書面交付義務違反に対しては直罰（３０万円以下の罰金）も科される。

初期契約
解除制度
（民事効）

○

-

参考：民事的規律の対象
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電気通信事業報告規則（第４条の６）の概要

報告事項
対象事業者・役務 報告時期

サービスに関する事項 事業者に関する事項

苦情・相談
関係

 サービス名
※利用者に対し表示している

固有の名称

 サービスのウェブサイトアドレス
（電気通信事業報告規則第４条の６第１項）

事業者名
法人番号
電話番号
電子メールアドレス

 説明義務対象の
役務のうち、

 役務種類（※１）ごとの
契約者数が１万以上（※２）

の事業者のその役務

毎四半期末後
１ヶ月以内
※初回報告は
５月末時点を６月末ま
で。

 初期契約解除制度の
対象契約の締結件数、
解除件数

 確認措置の対象契約の
締結件数、申出件数、
解除件数

※対象契約は新規契約を指す。

（電気通信事業報告規則第４条の６第２項）

 初期契約解除対象の
役務のうち、

 役務種類（※１）ごとの
契約者数が１万以上（※２）

の事業者のその役務

毎四半期末後
２ヶ月以内
※初回報告は
7～9月期を11月末ま
で。
※申出件数の初回報
告は10～12月期を2月
末まで。

代理店
関係

 代理店の名称、法人番号、
連絡先（電話番号等）、
階層番号、利用者に接する業務
の有無

 不明な部分は「不明」と記入し、理
由を記載

（電気通信事業報告規則第４条の６第３項）

毎半期後
２ヶ月以内
※初回報告は
9月末時点を11月末ま
で。

※１ 役務種類は、利用者保護規律の対象を定める指定告示上の種類と同一。基本として役務種類ごとに別葉で提出。
※２ 契約者数の「１万以上」については、法人契約等の説明義務が適用されない契約を除外して計算。
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平成３０年電気通信事業法改正について（平成30年5月23日公布）

施行
期日

公布日から９月内
（平成３１年２月２２日まで）

公布日から１年内
（平成３１年５月２２日まで）

公布日から１年内
（平成３１年５月２２日まで）

 ＩｏＴ化に伴うサイバー攻撃の深刻化やネットワークのＩＰ網への移行に対応するため、電気通信事業法を改正。
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電気通信業務等の休廃止に係る利用者保護について

 利用者の利益に及ぼす影響が大きい電気通信サービスを休廃止する際の利用者保護を図るため、事業者が利用

者に周知する内容に関する事前届出により行政が事業者の取組状況を確認等するための制度を整備。

事業者による適切・十分な利用者周知の確保

 固定電話網のIP網への移行等を背景に、利用者の利益に
及ぼす影響が大きいサービス(例:ＮＴＴ東西の固定電話やＩＮＳ
ネット（ディジタル通信モード）)が終了予定

 現行の退出規律（事後届出制）では、事業者による利用者
周知の取組が適切・十分でない場合の対応が困難

事業者による利用者周知の内容に関する事前届出

（事後届出）

【参考】NTT東西のINSネット（ディジタル通信モード）

低速だが高品質・低遅延でデータ通信を行うことが可能なサービス。
国民生活・経済活動に直結する幅広い場面で利用されている。

＜利用分野の例＞

利
用
者
周
知
の
実
施

利
用
者
周
知
の
内
容

に
関
す
る
事
前
届
出

サ
ー
ビ
ス
の
休
廃
止

行政が事業者の取組状況を確認

必要に応じて、利用者保護を
図るために必要な対応を

事業者に求めることが可能に

 事業者による利用者周知の内容（例:移行先となり得るサービスや
苦情・相談窓口等）を、予め行政が確認等することにより、利用
者における円滑なサービスの移行を促進

※ＩＮＳネットの契約数:約256万件（2016年3月末現在）

インス

制 度 整 備 後現 状

※ 各事業者による周知の実施に資するため、一定期間の間に各事業者が届出に
基づき実施する周知の取組内容などの情報を行政が整理・公表。

省令で定める事項

 利用者周知の実施の方法、周知事項

 （利用者利益への影響が比較的少ないものとして）周知不要となる役務

 （利用者利益への影響が大きいものとして）事前届出の対象となる役務 等

26



消費者保護ルール実施状況のモニタリング定期会合について

○ 平成27年度電気通信事業法改正後の法執行を適切に実施し、制度の実効性を確保するため、消費者保護ルールの

実施状況のモニタリングを実施。

○ 総務省及び関係者（※）の間で実施状況について共有・評価等する「モニタリング定期会合」を開催。

消費者保護ルールの実施状況に

ついて、改善すべき点や優良事例

も含めて関係者間で共有・評価

モニタリング定期会合

事業者の自主的取組の促進

必要に応じ制度の見直し

・苦情等の傾向分析（注1）

・毎年度の定期調査（注2）

※ 有識者、事業者団体、消費者団体 等

・個別事案の随時調査

(注1) : PIO-NETと総務省に寄せられた苦情相談のうち、約３分の１を無作為サンプル抽出し、分類・整理

(注2) : 書面調査、実地調査（覆面調査、利用者アンケート）等

〔現状把握〕 〔共有・評価〕 〔改善〕

 新美 育文 明治大学名誉教授

 森 亮二 弁護士

 石田 幸枝 全国消費生活相談員協会理事

 長田 三紀 情報通信消費者ネットワーク

 北 俊一 (株)野村総合研究所 パートナー

（主査）
（主査代理）

 黒坂 達也 総務省情報通信政策研究所コンサルティング・フェロー

慶應義塾大学大学院 特任准教授

 市川 芳治 慶應義塾大学法科大学院 非常勤講師

 横田 明美 千葉大学大学院 准教授

（オブザーバー） ＴＣＡ、全携協、テレサ協、ＪＡＩＰＡ、ＣＡＴＶ連盟、国民生活センター

（参考） モニタリング定期会合 構成員
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○ 電気通信事業の利用者保護規律に関する監督の基本方針（平成２８年５月２ ０日公表）抄
第５章 モニタリング定期会合

モニタリング定期会合とは、第１章から第４章までの実施により判明した問題点や優良事例に関する情報、報告規則の規定により報告された情報等
を用いて、利用者保護規律に関する制度の実施状況について、総務省及び関係者の間で共有・検討・評価する会合であって、定期的に開催するも
のをいう。モニタリング定期会合は、それらの情報を共有することにより、①事業者による自主的な取組の促進、②初期契約解除制度の対象範囲を
含む制度の評価及び必要な見直しに関する提案、及び③次期定期調査の重点項目について検討等を行うことを目的とする。開催の結果について
は、他の会議体に報告し、又は公表する。
モニタリング定期会合の構成員その他運営について必要な事項は、別に定める。

○ 電気通信事業分野における市場検証に関する基本方針（平成２８年７月１５日公表）抄
３．平成31年までの重点事項

④ 消費者保護ルールに関する取組状況
改正電気通信事業法においては、利用者保護の観点から、「説明義務の充実」、「書面の交付義務の導入」、「初期契約解除制度の導入」、

「勧誘継続行為の禁止・不実告知等の禁止」及び「代理店指導措置の導入」を行い、利用者保護に係る制度の充実を図ったところである。これら
の消費者保護ルールの施行状況について、「電気通信事業の利用者保護規律に関する監督の基本方針」（平成28年５月20日公表11）に基づき、
分析・検証を行う。

本方針に基づく市場検証に当たり、改正電気通信事業法の施行や電気通信事業分野の市場動向等を勘案し、①固定系通信・移動系通信に
おける卸及び接続を１年目の重点事項とし、②移動系通信における禁止行為規制の緩和の影響、③グループ化の動向については２年目以降の
重点事項とすることを基本とする。なお、④消費者保護ルールに関する取組状況については１年目から継続して重点事項とする。

４．検証プロセスの全体像
４．７ 電気通信市場検証会議

なお、消費者保護ルールに関する取組状況の具体的な分析・検証等については、上記３.④で示した「電気通信事業の利用者保護規律に関
する監督の基本方針」に基づき、関係の専門家が参加する別の会合の場を中心として実務的な検討・作業を行うこととし、当該分析・検証等の結
果又は進捗状況等について電気通信市場検証会議にも報告するなど、緊密な連携を図りながら、適切に検証プロセス全体を運用していくことと
する。

消費者保護ルールの施行状況の分析・検証に関する方針等



モニタリング定期会合等を踏まえた制度面の改正概要

１．ＭＶＮＯ音声通話付サービスの初期契約解除制度の導入

・ 電気通信事業法に基づく初期契約解除制度について、移動通信サービスについては、ＭＮＯサービス及びＭＶＮＯ期

間拘束付データ通信専用サービスが同制度の対象サービスになっていたが、ＭＶＮＯ音声通話付サービスは対象となっていな

かった。（制度導入の検討当時、苦情相談件数がほとんどなかったことによる。）

・ ＭＶＮＯの普及が進んできている中で、ＭＶＮＯの音声通話付サービスについての苦情相談も少ないとは言えない状況となっ

てきたため、第４回モニタリング会合（平成３０年２月１６日）において、「初期契約解除制度の対象とすることが適当である」旨 意見

集約。

平成３０年４月、情報通信行政・郵政行政審議会に諮問。６月、答申。

改正省令・告示が１０月１日施行。

29

２．消費者保護ルールガイドラインの改定

（１） 実質的に利用者の通信サービス契約期間を長期に拘束する効果のある残債免除等施策（いわゆる「４年縛り」※）について、

利用者への事前説明を義務づけることを明記する改定を実施（平成３０年８月）。

（２） モニタリングにおける指摘事項について、その継続的な実施及び調査対象外事業者による実施等の観点から、明記する

改定を実施（平成２９年９月）。

① 利用者に対し、月々の支払額について、個々に説明するだけでなく、総支払額（合計金額）を説明・書面交付

② 利用者に対し、解約時に請求される諸費用の見込みを個々に説明するだけなく、解約諸費用の一括での説明・書面交付

③ オプションサービスの無料期間終了前の事前通知

④ 毎月の料金請求額が確定した時に、利用者に電子メールで請求情報を通知

⑤ 代理店の電話勧誘後の電気通信事業者自らの責任による契約意思等の後確認

⑥ 代理店の電話勧誘通話記録の定期的なサンプル調査 等

※ 利用者が指定端末の代金を４年間の割賦払いにし、２年後に機種変更する際、同じプログラムに入り続けること等を条件に、割賦残債の半額を免除する施策



①苦情・相談の受け付け（論点の整理等のアドバイス、電気通信事業に係る制度の解釈等）
②電気通信事業者等への事実確認等の連絡、分析結果に基づく注意喚起 等

総務省における利用者からの相談対応の体制等

消費者向け周知文書の事例

電話勧誘トラブル
注意啓発リーフレット

電気通信サービスＱ＆Ａ
（毎年度）

インターネットトラブル事例集
（毎年度）

ススマートフォン使用にあたっての
注意啓発リーフレット

（主に高齢者向け・３万部） （11万部） （主に高校生、保護者向け・20万部）（主に青少年向け・インターネットにて公開）
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各地域における電気通信消費者支援連絡会の開催

関係者間の連携に

よる消費者利益の向上

消費生活センター
（都道府県、市区町村）

○最新のサービスやその仕組み、電気通信
事業者における各種取組の状況や電気通信
消費者行政の最新の動向に関する情報収集

○苦情・相談事例の共有

○問題点や課題等の指摘

○電気通信消費者支援連絡会の定期開催

○最新の電気通信消費者行政の最新の動向に関する
情報提供

○苦情・相談事例の把握

○利用者リテラシー向上のための資料配付

（総務本省、総合通信局等）

国

● 国（各地域の総合通信局等）、地域の消費生活センター、電気通信事業者等の関係者間で、
情報共有や意見交換を実施。

● 原則、各地域で年２回開催。

電気通信事業者等

○最新のサービスやその仕組み、各種
取組に関する紹介・説明

○苦情・相談事例の把握

○問題点や課題等に対する現状説明・
改善点の検討
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◆ 消費者保護ルール実施状況のモニタリング定期会合資料
（苦情相談分析、実地調査等）
～ 平成29年度モニタリング定期会合結果 ～
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苦情相談の内容（平成29年度） 【ＭＮＯ・ＭＶＮＯ】

店舗（不明、
その他）
12.0%

店舗（量販店）
9.8%

店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ）
7.5%

通信販売
（web）
10.6%

通信販売（電話）
1.3%

電話勧誘 6.3%
コールセンター

5.6%

訪問販売 2.1%

工事関連 0.1%

不明、その他

44.7%

（ＭＮＯサービス）

（１）苦情相談の要因となった販路又は応対場所等について

（ＭＶＮＯサービス）

Ｎ＝1,702

（２）苦情相談の例（主な「苦情相談の項目・観点」 (上位３つ）と内容）

➊ 通信料金の支払（心当たりのない請求等） ２４．５％

（事例） ・ 事前に説明を受けていた料金より、高い金額の請求がきた。

・ あまり利用した覚えはないが、通信料金・通話料金が想定していたよりも

高額になった。海外に持って行ったら、高額な請求がきた。

（事例） ・ 解約したはずの契約の料金請求が続いている。

・ 通信料金の支払いができず滞納している、このまま支払わないと通信が

止められると言われたが、なんとかならないだろうか。

・ 通信料金の請求額が説明を受けた額と違う。

（事例） ・ 不要な契約を解約したいので方法を教えて欲しい。

・ 解約するには高額な違約金の支払いが必要と言われたが、 納得できない。

➋ 解約の条件・方法（解約料等） １７．２％

➌ 通信料金の設定水準等（高額すぎる等） １４．５％

※ 「店舗」計：29.3％

➊ 解約の条件・方法（解約料等） ２６．７％

➋ 通信料金の支払（心当たりのない請求等） ２０．３％

➌ 勧められて新規に契約 １１．３％

（事例） ・ SIMカードのサイズが異なっており、使用できなかったため、違約金を
支払うことなく解約したい。

・ 電話でしか解約を受け付けていないが、繋がりづらく解約できない。

（事例） ・ 通話代金が高額だが、心当たりがない。どうすれば良いか。
・ アプリ経由で通話しないと通話料金が発生することを知らずに高額な請求

が来た。支払いたくない。
・ 契約した覚えの無い会社から請求が来ているがどうすれば良いか。

（事例） ・ 勧誘時に受けた説明より料金が高い。契約を取り消したい。
・ 高速と聞いていたが、聞いていたより速度が遅く使い勝手が悪い。解約

できないか。

店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ）

32.8%

店舗（不明、その
他）9.0%

店舗（量販店）
4.5%

コールセンター
4.7%電話勧誘 2.1%通信販売（web） 1.1%

通信販売（電話） 0.5%

訪問販売 0.8%

工事関連 0.1%

不明、その他

44.4%

※ 「店舗」計：46.3％Ｎ＝6,243
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電話勧誘

51.5%

コールセンター

3.0%

訪問販売

2.9%

店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ）

2.6%

店舗（不明、その他）
1.6%

店舗（量販店）
0.8%

工事関連

0.8%

通信販売（web）

0.8%

通信販売（電話）
0.6%

不明、その他

35.3%

※ 「店舗」計：5.0％

N=2,011

苦情相談の内容（平成29年度） 【ＦＴＴＨ・ＩＳＰ】

（ＦＴＴＨサービス）

（１）苦情相談の要因となった販路又は応対場所等について

（ＩＳＰサービス）

（２）「電話勧誘」の苦情相談の例（主な「苦情相談の項目・観点」 (上位３つ）と内容）

➊ 勧められて事業者等を乗換え ３９．３％

（事例） ・ 勧められたまま不要な契約を結んでしまったので、解約を申し出たが、
高額な違約金を請求されて不満。

・ 勧誘電話を受け、内容を理解しないまま、契約に応じてしまったようだ。
契約する意思はなかったので、解約したい。

（事例） ・ 大手通信事業者からの電話だと思い、契約したが別の事業者だったので、

費用負担なく解約したい。

・ 現在利用中の事業者から、プラン変更の案内だと思い、承諾したが、

別の事業者だった。元の事業者に戻りたい。

（事例） ・ 不要な契約を結んでしまったので、すぐに解約を申し出たが、本当に解約

できているのか不安。

・ 解約をしたいが、事業者に連絡がつかず、解約できない。

➋ 解約の条件・方法（解約料等） １９．２％

➌ 勧められて新規に契約 １１．０％

➋ 解約の条件・方法（解約料等） ２３．７％

（事例） ・ プロバイダ料金が今より安くなると勧誘され契約したが、安くならなかった

違約金等を支払うことなく解約したい。

・ 大手電話会社からの電話だと思い契約したが、別の事業者だった。

費用負担なく解約したい。

➊ 勧められて事業者等を乗換え ４２．８％

➌ 勧められて新規に契約 ８．９％

（事例） ・ 大手電話会社からの電話だと思い契約したが、別の事業者だった。
費用負担なく解約したい。

・ 現在の契約先事業者からのプラン変更の案内だと思い、承諾したが、
別の事業者だった。元の事業者に戻したい。

（事例） ・ 大手電話会社からの電話だと思い契約したが、別の事業者だった。
費用なく解約したい。

・ 料金が安くなると勧誘され契約したところ、申し込んだ覚えのないオプションが
付けられており、料金が高くなっていた。違約金等を支払うことなく解約したい。

電話勧誘

56.3%

訪問販売

9.0%

店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ）
3.7%

店舗（不明、その他）

2.3%

店舗（量販店）
1.5%

コールセンター
2.1%

工事関連 2.0%

通信販売（web）

0.7%

通信販売（電話） 0.6%
不明、その他

21.8%

※ 「店舗」計：7.5％

N=8,660
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販売現場における実地調査～説明状況等に係る覆面調査～（平成29年度）

【H29年度実地調査概要】

携帯電話や光回線サービスの販売現場で、利用者に扮した調査員が、サービスに関する提供条件等の説明を受ける

ことにより、法令の遵守状況等について確認するもの

35

MVNOサービス MNOサービス FTTHサービス

調査対象
事業者数

１１社（音声：８社 データ：３社） ３社 ６社

調査時期 平成29年12月～平成30年１月 平成30年２月～３月 平成30年２月～３月

調査実施
件数

計２９１件（各社５０～６件） 計１５０件（各社５０件） 計１０９件（各社３０～５件）

調査方法
等

・ 通信サービス（音声又はデータ）の
新規契約と端末の一括購入（一部
は通信サービスのみ）

・ 契約締結直前に調査を中断する方
法

・ 通信サービス（音声及びデータ）の
新規契約と端末の一括購入

・ 契約締結直前に調査を中断する方
法

・ 集合住宅向けFTTH（光電話を
含む）の新規契約

・ 契約締結し、その後に契約を解
除する方法



平成29年度実地調査（覆面調査）の結果概要（ＭＮＯ・ＦＴＴＨサービス）

① ２年縛りプラン以外の料金プラン
※
が紹介されなかった例：全体平均３６％ 【昨年調査：６８％】

※ 当初から縛りのないプラン及び２年後フリーのプラン

② 自動更新の説明がなかった例：全体平均２７％ 【昨年調査：５８％】

③ 更新月の説明がなかった例：全体平均２２％ 【昨年調査：５８％】

④ 違約金又は具体的な違約金の額の説明がなかった例：全体平均１５％

⑤ 解約月の基本料金は日割りされない旨について説明がなかった例：全体平均４０％ 【昨年調査：７６％】

⑥ 確認措置で契約解除が可能となる場合について適切に説明されなかった例：全体平均２６％ 【昨年調査：７９％】

⑦ 実際に使用する者が申込者自身であるかどうかの確認がなかった例：全体平均１０％ 【昨年調査：４３％】

○ 昨年調査に比して相当程度の改善が見られたが、なお説明の実施状況が不十分と認められるケースが一定程度あり。

⇒ ３社に対し、改めて行政指導を実施（７月中旬）

○ 説明の実施状況が不十分と認められるケースあり。 ⇒ ６社に対し、行政指導を実施（７月中旬）

【ＭＮＯサービス】 ３社 ［調査件数：各社約５０件］

【ＦＴＴＨサービス】 ６社 ※ 契約者の多い事業者を優先して選定（平成２８年度調査対象事業者を除く） ［調査件数：各社５～３０件］

① 通信速度についてベストエフォートであることの説明がなかった例：全体平均３７％

② ２年縛りプラン以外の料金プラン
※
が紹介されなかった例：全体平均６７％

※ 当初から縛りのないプラン及び２年後フリーのプラン

③ 自動更新の説明がなかった例：全体平均３８％

④ 解約月の基本料金は日割りされない旨について説明がなかった例：全体平均５７％

⑤ 初期契約解除制度について説明がなかった例：全体平均２６％
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平成29年度実地調査（覆面調査）の結果概要（ＭＶＮＯサービス）

① 通信速度制限について適切に説明がなされなかった例：音声通話付６４％、データ通信専用２２％

② 通信速度についてベストエフォートである旨（時間帯によっては通信速度が低下する等）の説明がなかった例：音声通話付４２％、データ通信専用３４％
更に、通信速度の具体的な説明があった場合において、必ずしも明確な根拠なく、ＭＮＯの速度と同等である旨の説明（『ＭＮＯと変わらない』、『（Ｍ

ＮＯの社名を挙げて）同等である』）、あるいは恒常的に高速であると誤解を招く説明（『ハイビジョン（ＨＤ)画質の動画を引っかかることなく見ることができる』）があっ
た例：音声通話付１５％、データ通信専用６％

③ 契約から一定期間後に基本料金額が上がるプランにおいて、その旨が適切に説明されなかった例：音声通話付１８％、データ通信専用１７％

④ 解約の際の違約金について説明がなかった例：音声通話付２２％、データ通信専用１１％

⑤ 解約月の基本料金は日割りされない旨の説明がなかった例：音声通話付４４％

⑥ 解約に伴う端末購入割引の取消し（端末割賦残債の支払いが発生）について説明がなかった例：音声通話付３０％

⑦ 期間拘束について適切に説明がなされなかった例：音声通話付１９％、データ通信専用８％

⑧ 自動更新について説明がなかった例：音声通話付３０％、データ通信専用１５％

⑨ 更新月について説明がなかった例：音声通話付３４％、データ通信専用２４％

⑩ 初期契約解除制度について説明がなかった例：データ通信専用１９％

⑪ 事業者指定のアプリを用いる通話定額サービス（例：５分以内の通話かけ放題サービス）について、その利用条件として、当該アプリの使用が必要である
ことの説明がなかった例：音声通話付２１％

⑫ 事業者指定のアプリを用いる通話サービスについて、緊急通報（１１０番等）に非対応であることの説明がなかった例：音声通話付５３％

⑬ 実際に使用する者が申込者自身であるかどうかの確認がなかった例:音声通話付３３％

○ 説明の実施状況が不十分と認められるケースあり。 ⇒ １１社に対し、行政指導を実施（２月下旬）

【ＭＶＮＯサービス】 １１社 ［調査件数：各社約６～５０件］
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平成29年度モニタリング定期会合結果を踏まえた対応・取組の方向性 【MNO・MVNO】

調査結果 対応・取組の方向性
［販売現場における実地調査（覆面調査）結果］
昨年度調査結果よりも改善。ただし、なお説明状況が
不十分と認められるケースあり

 改めてMNO３社に対し行政指導を実施（H30.7）（継続的にフォロー
を実施）

［苦情分析結果等］
苦情相談件数は継続的に減少（▲19％）
① ただし、高齢者からの苦情相談は利用動向に比

べ相対的に高い割合
② また、新たなサービス等も、逐次、提供されている

中で、提供条件が分かりにくい等の指摘があるも
のもある（「４年縛り」）

 一層丁寧な高齢者対応や説明時間短縮等の方策の検討推進
※ 現在、全携協、携帯電話事業者で検討中

 契約時における提供条件の概要説明の場面の他、利用者の理解を助
ける取組推進（携帯ショップにおけるスマホ教室の推進等）

 「４年縛り※」の提供条件の説明を義務づける消費者保護ガイドライン
を改正（H30.8）。これを踏まえた適切な説明の実施徹底

モニタリング会合で指摘し、総務省からも事業者・事業者団体に要請

１．MNOサービス

２．MVNOサービス
調査結果 対応・取組の方向性

［販売現場における実地調査（覆面調査）結果］
説明状況が不十分と認められるケースあり

 MVNO11社に対し行政指導を実施（H30.2）（継続的にフォローを実

施）

［苦情分析結果等］
全体の苦情相談件数は減少（▲8％）。ただし、音
声通話付サービスについては増加（+36％）
① MVNOサービスに特有な苦情も多く見られる
② 通信速度に係る苦情相談件数の割合はMNO

に比べ多い（３倍強）
③ 音声通話付サービスについて、契約初期に寄せら

れた苦情のうち、半数近くが契約解除に係るもの

 MVNOサービス特有の事項について、利用者への分かりやすい周知の実
施推進
※ テレサ協は、利用者向けチェックポイントを作成（H29.4）、改定（H30.6）

 実効速度計測・広告表示の実施に向けた業界ガイドライン整備、これに
基づく表示の実施
※ テレサ協等においてガイドラインの検討中

 音声通話付サービスへの初期契約解除制度の導入（H30.10)､
これを踏まえた適切な運用の実施徹底

モニタリング会合で指摘し、総務省からも事業者・事業者団体に要請

※ 利用者が指定端末の代金を４年間の割賦払いにすること、及び指定料金プログラムへ加入することを前提に、２年後に
機種変更する際、旧端末を下取りに出すこと、及び同じプログラムに入り続けることを条件に、割賦残債を免除する施策
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調査結果 対応・取組の方向性
［販売現場における実地調査（覆面調査）結果］
説明状況が不十分と認められるケースあり

 FTTH事業者６社に対し行政指導を実施（H30.7）（継続的にフォ
ローを実施）

［苦情分析結果等］
苦情相談件数は減少（▲22％）。ただし、
① 電話勧誘についての苦情相談割合が高い
② 高齢者からの苦情相談は利用動向に比べ相対

的に高い

 電話勧誘適正化の一層の推進（業界ガイドラインの実施徹底）
※ テレサ協は、電話勧誘時の説明話法に係るガイドラインを作成（H29.10）、改定

（H30.6）
※ 一層丁寧な高齢者対応についてガイドラインに追記予定

 契約時における利用者の注意事項の周知の実施推進
※ 分かりやすい「図解リーフレット」を事業者団体で作成（H30.6）

モニタリング会合で指摘し、総務省からも事業者・事業者団体に要請

３．FTTHサービス

４．ISPサービス
調査結果 対応・取組の方向性

［苦情分析結果等］
苦情相談件数は増加（+12％）（特にH29年度
下半期に増加）
① 電話勧誘についての苦情相談割合が高い
② 高齢者からの苦情相談は利用動向に比べ相対

的に高い

 電話勧誘適正化の推進（事業者・事業者団体における取組の強化）

モニタリング会合で指摘し、総務省からも事業者・事業者団体に要請
※ H30年度モニタリング調査では、新たに、各ISP事業者について、代理店指導・

監督措置を含めた対応状況を調査
※ また、苦情相談内容を更に精査し、必要に応じて個別の事業者対応も実施

５．その他（各サービス共通事項）
広告表示の適正性確保の取組を強化（事業者及び事業者団体（電気通信サービス向上推進協議会）における取組の推進）

モニタリング会合で指摘し、総務省からも事業者・事業者団体に要請(H30.7)

平成29年度モニタリング定期会合結果を踏まえた対応・取組の方向性 【FTTH・ISP】 39



◆ 消費者保護ルール実施状況のモニタリング定期会合資料
（苦情相談分析、実地調査等）
～ 平成30年度モニタリング定期会合結果 ～
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店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ）

37.5%

店舗（不明、その他）

11.2%

店舗（量販店） 4.7%

コールセンター

11.5%

電話勧誘 2.4%

訪問販売 1.6%

通信販売（web）

1.3%

通信販売（電話）

0.6%

工事関連 0.6%

不明、その他

28.5%

電話勧誘

55.8%

訪問販売

8.0%
店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ）

5.0%

店舗（不明、その他）
2.4%

店舗（量販店）
1.4%

コールセンター
7.8%

工事関連 2.3%

通信販売（電話）

2.6%

通信販売（web）
1.2%

不明、その他
13.7%

苦情相談の内容（平成３０年度の分析結果）（概要）

１．通信料金の支払（心当たりのない請求等） ２２．３％

例）・ 高額な利用料を請求されたが、なぜそうなって
いるのかわからない。

・通信料金の請求額が説明を受けた額と違う。

２．解約の条件・方法（解約料等） １９．３％

例）・ Wi-Fiを勧められて契約したが、不要なので解約したい。
・ 解約する際には高額な違約金の支払いが必要

と言われたが、納得できない。

３．通信契約の加入・変更手続き １３．６％

例）・ 契約の際、不要な高額プランやセット契約を勧
められて契約してしまった。

・ 契約をしようとしたが、審査に通らないと言われ、
その理由も教えてもらえない。

（ＭＮＯサービス）

（１）苦情相談の要因となったチャネル又は応対場所等について

Ｎ＝7,174

１．勧められて事業者等を乗換え ４７．６％
例）・「通信料が安くなる」との電話があり、言われるままに契約

手続きをしてしまったが、高額となり不満。
・現在利用中の事業者からのプラン変更の電話だと思い契
約を承諾してしまったら、別の事業者だった。

２．解約の条件・方法（解約料等） ２３．８％
例）・現在利用中の事業者からの電話だと思い契約を承諾した

が、別の事業者だった。解約したいが電話がつながらない。
・「通信料が安くなる」との電話があり契約したが、実際に
は高額となった。違約金等の負担なく解約したい。

３．通信契約の手続き １４．３％

例）・契約申込みを行っていないのに書面が届いた。

・契約先や内容等が理解できないまま契約してしまっ
たが、元の契約に戻したい。

（ＦＴＴＨサービス）
Ｎ＝8,962

（２）苦情相談の例（主な「苦情相談の項目・観点」 (上位３つ）と内容） ［電話勧誘について］

店舗（不明、その他）

12.8%

店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ）
11.4%

店舗（量販店）7.6%

コールセンター

13.9%通信販売

（web）

10.9%

電話勧誘

7.0%

訪問販売 2.8%

通信販売

（電話）

1.8%

工事関連

0.3%

不明、その他

31.5%

１．解約の条件・方法（解約料等） ２７．３％
例）・通信速度が遅く使いづらいので、解約したい。

違約金の負担なく解約可能か。（ﾃﾞー ﾀ通信専用）

・期待したほど料金が安くならないので、解約した
が、違約金を請求され不満。（音声通話付）

２．通信料金の支払（心当たりのない請求等） ２１．８％
例）・解約したはずの料金が請求され続けている。

（ﾃﾞｰﾀ通信専用）

・専用アプリを通していなかったため、高額な通話
料金を請求された。不納得。（音声通話付）

３．通信以外の商品・サービス・コンテンツの料金・内容
１２．１％

例）・キャッシュバックを受け取れるはずだったが、受
け取れなかった。

（ＭＶＮＯサービス）
Ｎ＝1,277
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販売現場における説明状況に係る実地調査（覆面調査）

１．実地調査（覆面調査）について

(1) MVNOサービス (2) MNOサービス (3) FTTHサービス

調査対象

事業者数 １１社（音声：９社 データ：２社） ３社 1７社

調査時期 平成３０年１２月 平成３１年２月～３月 平成３１年２月～３月

調査実施件数 計２６５件（各社１０～５０件） 計１７５件（各社５７～５９件） 計１２３件（各社１～３１件）

調査方法等

・ 店舗において、通信サービス（音声
通話付又はデータ通信専用）の新規
契約及び端末の一括購入（一部は
通信サービスのみ）を前提。

・ 契約締結直前に調査を中断する方
法を基本。

・ 一部については、青少年フィルタリン
グの有効化措置義務の履行を確認
するため、携帯電話端末の購入及び
通信サービスの契約を締結。

・ 店舗において、通信サービスの新規契
約及び携帯電話端末の割賦払いによ
る購入を前提。

・ 契約締結直前に調査を中断する方法
を基本。

・ 一部については、青少年フィルタリング
の有効化措置義務の履行を確認するた
め、携帯電話端末の一括購入及び通
信サービスの契約を締結。

・ 加えて、FTTHサービスとのセット契約も
実施。

・ 店舗及び電話申込み(インバウン

ド）により、集合住宅向けFTTH
（光電話を含む）の新規契約を前提。

・ 契約締結し、その後に契約を解
除する方法

・ 一部については、MNOサービス
とのセット契約も実施。

２．実地調査の結果概要

（別紙参照）

３．実地調査の結果を踏まえた対応

・ MVNOサービス ⇒ 第６回会合（平成３１年２月１日)後、各調査対象事業者に改善指導を実施済。

・ MNOサービス

・ FTTHサービス

⇒ 第７回会合（令和元年６月２５日）後、各調査対象事業者に改善指導を実施予定。
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店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ）
42.0%

店舗（不明、その他）
10.0%

店舗（量販店） 4.7%

コールセンター
13.5%

電話勧誘 1.9%

訪問販売 1.2%

通信販売（web） 1.2%

通信販売（電話） 0.5%

工事関連 0.3%

不明、その他
24.6%

苦情相談の要因となったチャネル【ＭＮＯ】

○ 主な発生元は、キャリアショップ等の「店舗」である。

※ 「店舗」計：56.7％

Ｎ＝3,538
期間：H30.10～H31.3
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苦情相談の項目・観点【ＭＮＯ】

※一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。
項目・観点が不明なものはグラフから除外している。

○ 「通信料金の支払」に関する苦情相談が最も多く、「解約の条件・方法」、「通信契約の加入・変更手続き」が続く。

Ｎ＝3,538
期間：H30.10～H31.3

0.5%

0.5%

0.8%

1.8%

2.1%

2.6%

3.2%

3.8%

4.4%

4.9%

5.8%

7.7%

9.5%

9.9%

10.7%

13.8%

13.9%

14.5%

20.3%

25.7%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

通信速度（速度制限に関するケースは除く）

利用開始時期・工事

通信速度制限、利用制限

期間拘束契約、自動更新

ネットワークの繋がりやすさ、繋がるエリア

ネットワークの品質

インターネットサービス利用上のトラブル

制度・政策

オプション等の勧誘

勧められて端末を追加購入

勧められて新規に契約

端末故障・使い勝手等

勧められて事業者等を乗換え

通信料金の設定水準等（高額過ぎる等）

事業者等の相談窓口の応対

通信以外の商品・サービス・コンテンツの料金・内容

接客態度等、販売勧誘以外の応対

通信契約の加入・変更手続き

解約の条件・方法（解約費用等）

通信料金の支払（心当たりのない請求等）

（参考） 昨年は、①通信料金の支払い（心当たりのない請求等）（23.5%）
②解約の条件・方法(解約料等)（17.6%）
③通信料金の設定水準等（高額すぎる等） （13.6%） が上位３位。

（事例(一例)）
・高額な利用料を請求された

が、なぜそうなっているのかわ
からない。
・突然身に覚えのない請求書が
届いたが、どうすれば良いか。
・勝手に不要なオプションが付
けられていた。

（事例(一例)）
・ Wi-Fiを勧められて契約した
が、不要なので解約したい。
・ タブレットを解約する際に違

約金の支払いが必要と言われ
たが、知らなかった。

（事例(一例)）
・契約をしようとしたが、審査

に通らないと言われ、その理
由も教えてもらえない。
・ポイントや特典の内容が説
明と違う。
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0.2%
0.6%
0.7%
0.9%
1.1%

1.4%
1.5%
1.5%
1.6%

2.0%
2.6%

3.1%
3.7%
3.8%
3.9%
4.0%

5.3%
5.3%

6.0%
6.7%
6.8%

8.1%
9.4%

9.8%
11.4%

13.1%
14.9%

19.3%
22.3%

28.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

電子交付の認識不十分

継続的な勧誘

長時間説明

広告・表示

書面の勝手な送りつけ

契約者の失念（申告者が認めた場合のみ）

不正契約

書面交付その他（記載不備、分かりにくい等）

家族等に案内・手続き

勧誘方法一般

個人情報取扱いへの不安

電話応答（繋がりにくい等）

法定説明事項（通信料金・解約条件等を除く）の説明不足

制度政策・事実関係の質問

解約ができない

事務・業務の誤処理

不利益事項の説明洩れ

不十分な契約意思の確認

意見・要望

虚偽の案内・断定的判断による案内

契約先事業者についての説明不足

契約後の不十分な情報提供

契約者ニーズとの不一致（不要な契約締結等）

従業員・職員の態度

オプション等を含む誤案内・案内不足一般

通信契約の解約条件等の説明不足

事業者の信用度への不安

通信料金・割引の説明不足

契約解除の手続き（解約費用や方法への不満等）

申告者の認識との不一致（認識していない料金請求等）

発生要因（申告内容からの推測）【ＭＮＯ】

○ 「申告者の認識との不一致」に起因すると考えられる苦情相談が最も多く、「契約解除の手続き」、
「通信料金・割引の説明不足」が続く。

Ｎ＝3,538
期間：H30.10～H31.3

（事例(一例)）

・契約した覚えのない回線
の請求書が届いた。

・解約されていると思ったが
解約されておらず、料金を
請求された。
・未払い料金の督促が来た
が覚えがない。

（事例(一例)）
・解約を申し出たら違約金が必
要と言われたが納得できない。
・入院や死亡した親族の契約

を解約したいが、どうすれば良
いか。（事例(一例)）

・タブレット等の追加が無料
や料金が安くなると説明され
たが、通信料がかかることの
説明がなかった。
・料金が安くなると言われて契
約を変更したが、高くなった。

（参考） 昨年は、①契約解除の手続き（解約費用や方法への不満等）（17.7%）
②通信料金・割引の説明不足（15.3%）
③契約者ニーズとの不一致（不要な契約締結等） （11.3%） が上位３位。

※ 一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。
発生要因が不明なものは、グラフから除外している。
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利用中 53.8%

契約初期

17.8%

解約時
10.9%

解約後 9.3%

利用停止中 1.2%

不明、その他 7.1%

発生時期等【ＭＮＯ】

○ 「利用中」に生じた苦情相談が最も多く、「契約初期」、「解約時」が続く。

Ｎ＝3,538
期間：H30.10～H31.3
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要望内容（利用中・契約初期の内訳）【ＭＮＯ】

契約初期の内訳（要望内容） 利用中の内訳（要望内容）

○ 契約初期の苦情相談では「契約解除」を求める苦情相談の比率が最も高い。
○ 利用中の苦情相談は、「事業者対応の改善」を求める苦情相談の比率が最も高い。

契約解除

34.3%

事業者対応の改善

27.0%
事業者信用度の確認
8.1%

返金・支払い免除
7.5%

契約状況の確認 4.1%

行政指導・行政処分等
3.5%

制度・政策の改善 1.7%

要望なし／相談時には
解決済み 1.4%

連絡先の提供 0.6%

その他 11.7%

事業者対応の改善
27.4%

契約解除

20.2%返金・支払い免除

18.2%

契約状況の確認
9.9%

事業者信用度の確認
4.5%

行政指導・行政処分等

3.0%

制度・政策の改善 2.0%

通信品質・速度の向上等 1.3%

要望なし／相談時には
解決済み 1.1%

連絡先の提供 0.9%

その他

11.3%

N=1,903
期間：H30.10～H31.3

Ｎ＝630
期間：H30.10～H31.3
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苦情相談の要因となったチャネル【ＭVＮＯ】

店舗（不明、その他）
11.7%

店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ）

11.3%

店舗（量販店）

7.9%

コールセンター

16.6%
通信販売

（web）

9.8%

電話勧誘

6.8%

訪問販売 2.2%

通信販売（電話） 1.9%

工事関連0.3%

不明、その他

31.6%

N=675
期間：H30.10～H31.3

音声通話付等：4.7%
データ通信専用：2.1%

音声通話付等：1.6%
データ通信専用：0.6%

音声通話付等：5.5%
データ通信専用:2.4%

音声通話付等：0.7%
データ通信専用：1.2%

音声通話付等:6.8%
データ通信専用：4.9%

音声通話付等：12.0%
データ通信専用：4.6%

音声通話付等：9.8%
データ通信専用：1.5%

音声通話付等：6.1%
データ通信専用：3.7%

音声通話付等：0.1%
データ通信専用：0.1%

音声通話付等：24.6%
データ通信専用： 7.0%

○ 発生元としては、音声通話付等及びデータ通信専用のいずれも「店舗」の比率が最も高く、「コールセンター」
「通信販売（web）」が続く。

※ 「店舗」計：30.8％
音声通話付等：22.1％
データ通信専用：8.7％
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0.6%

1.0%

1.6%

1.8%

2.4%

2.7%

4.3%

4.6%

4.9%

5.3%

5.8%

5.8%

7.3%

7.6%

8.3%

9.9%

11.0%

14.7%

26.1%

27.4%

0.4%

0.4%

0.9%

0.6%

1.0%

2.4%

3.4%

2.5%

3.1%

4.4%

5.3%

4.4%

5.6%

3.4%

6.4%

7.6%

8.0%

11.0%

20.4%

16.9%

0.1%

0.6%

0.7%

1.2%

1.3%

0.3%

0.9%

2.1%

1.8%

0.9%

0.4%

1.3%

1.6%

4.1%

1.9%

2.4%

3.0%

3.7%

5.6%

10.5%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

利用開始時期・工事

通信速度（速度制限に関するケースは除く）

期間拘束契約、自動更新

通信速度制限、利用制限

勧められて端末を追加購入

制度・政策

オプション等の勧誘

ネットワークの繋がりやすさ、繋がるエリア

ネットワークの品質

インターネットサービス利用上のトラブル

通信料金の設定水準等

端末故障・使い勝手等

勧められて事業者等を乗換え

勧められて新規に契約

接客態度等、販売勧誘以外の応対

事業者等の相談窓口の応対

通信契約の加入・変更手続き

通信以外の商品・サービス・コンテンツの料金・内容

通信料金の支払（心当たりのない請求等）

解約の条件・方法（解約費用等）

音声通話付等

データ通信専用

苦情相談の項目・観点【ＭVＮＯ】

※ 一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。
項目・観点が不明なものはグラフから除外している。

（事例(一例)）
＜音声通話付等＞
・景品とポイントを受け取れるはずだったが、ポイントが受け取れなかった。
＜データ通信専用＞
・キャッシュバックを受け取れるはずだったが、受け取れなかった。

（事例(一例)）
＜音声通話付等＞
・解約したはずの携帯代金が請求され続けている。

・専用のアプリを通していなかったため、高額な通話料金
を請求された不納得。
＜データ通信専用＞
・解約したはずの料金が請求され続けている。
・無償解約したはずなのに、違約金が引き落とされた。

○ 「解約の条件・方法」に関する苦情相談が最も多く、「通信料金の支払」「通信以外の商品・サービス・コンテンツの料
金・内容」「通信契約の加入・変更手続き」に関する苦情相談が続く。

（事例(一例)）
＜音声通話付等＞

・期待したほど料金が安くならないので解
約したが、違約金を請求され不満。
＜データ通信専用＞

・通信速度が遅く使いづらいので解約した
い。違約金の負担なく解約可能か。

・説明されていたより高い違約金を請求さ
れていて納得できない。

N=675
期間：H30.10～H31.3

（参考） 昨年は、①解約の条件・方法（解約費用等）（28.8%）
②通信料金の支払（心当たりのない請求等）（19.4%）
③通信契約の加入・変更手続き（11.0%） が上位３位。
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0.0%
0.3%

0.9%
1.0%

1.5%
1.5%
1.6%
1.6%
1.8%
1.8%

2.5%
3.3%
3.3%
3.3%

3.7%
4.6%
4.6%
4.7%

5.2%
5.6%
5.8%

6.5%
7.0%

9.0%
10.1%

14.4%
15.4%

16.9%
25.6%

27.3%

0.0%
0.3%
0.4%
0.3%

1.0%
1.2%
1.0%
1.0%

1.8%
1.2%

1.6%
2.5%
2.7%
2.8%

2.2%
3.9%

3.6%
4.1%

3.6%
3.7%
3.6%

4.4%
5.0%

6.2%
7.6%

11.4%
11.1%

12.4%
15.0%

20.1%

0.0%
0.0%

0.4%
0.7%

0.4%
0.3%
0.6%
0.6%

0.0%
0.6%

0.9%
0.7%
0.6%
0.4%
1.5%

0.7%
1.0%

0.6%
1.6%

1.9%
2.2%

2.1%
1.9%

2.8%
2.5%

3.0%
4.3%

4.4%
10.7%

7.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

長時間説明

電子交付の認識不十分

継続的な勧誘

書面交付その他（記載不備、分かりにくい等）

家族等に案内・手続き

書面の勝手な送りつけ

契約者の失念（申告者が認めた場合のみ）

不正契約

広告・表示

勧誘方法一般

個人情報取扱いへの不安

法定説明事項（通信料金・解約条件等を除く）の説明不足

事務・業務の誤処理

制度政策・事実関係の質問

不十分な契約意思の確認

電話応答（繋がりにくい等）

従業員・職員の態度

意見・要望

不利益事項の説明洩れ

解約ができない

契約者ニーズとの不一致（不要な契約締結等）

虚偽の案内・断定的判断による案内

契約後の不十分な情報提供

契約先事業者についての説明不足

その他誤案内・案内不足一般

通信料金・割引の説明不足

通信契約の解約条件等の説明不足

事業者の信用度への不安

契約解除の手続き(解約費用や方法への不満等）

申告者の認識との不一致（認識していない料金請求等）

音声通話付等

データ通信専用

発生要因（申告内容からの推測）【ＭVＮＯ】

※ 一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。
発生要因が不明なものはグラフから除外している。

（事例(一例)）
＜音声通話付等＞

・思っていたより料金が高いので、解約したい。解約方
法を教えて欲しい。

・解約処理をしたと思っていたが、出来ておらず、料金
請求されている。
＜データ通信専用＞

・通信速度が遅く解約したいが、高額な違約金を請求
され不満だ。
・違約金を払わず解約したいが、方法はあるか。

○ 音声通話付等及びデータ通信専用のいずれも「申告者の認識との不一致」や「契約解除の手続き」に起因すると
考えられる苦情相談が多い。

N=675
期間：H30.10～H31.3

（参考） 昨年は、①契約解除の手続き（解約費用や方法への不満等）（26.9%）
②通信料金・割引の説明不足（11.3%）
③契約者ニーズとの不一致（不要な契約締結等）（11.0%） が上位３位。

（事例(一例)）
＜音声通話付等＞
・高額な通話料金が請求され驚いている。
＜データ通信専用＞

・Wi-Fiルーターを契約すると、別途月々数千円かかることが分
かった。

（事例(一例)）
＜音声通話付等＞
・業者に問い合わせの電話を掛けたが繋がらず不審。業者に確認をしたいがどうすれば良いか。
＜データ通信専用＞
・「安い」とのことで契約したが、高額な請求が来た。インターネットにも悪評がたくさん書かれている。
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発生時期等【ＭVＮＯ（音声通話付等）】

N=486
期間：H30.10～H31.3

○ ＭＶＮＯサービスのうち、音声通話付等については、「利用中」に生じた苦情相談が最も多く、「契約初期」が続く。

利用中
51.6%

契約初期 15.0%

解約時 11.7%

解約後 10.5%

利用停止中 2.1%
その他、不明

9.1%
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要望内容（利用中・契約初期の内訳）【ＭVＮＯ（音声通話付等）】

契約初期の内訳（要望内容） 利用中の内訳（要望内容）

N=251
期間：H30.10～H31.3

○ 音声通話付等については、契約初期においては、「事業者対応の改善」を求める苦情相談の比率が最も高く、
利用中においては、「契約解除」を求める苦情相談の比率が最も高い。

契約解除
21.1%

事業者対応の

改善 19.5%返金・支払い免除
17.5%

事業者信用度の確認
7.6%

連絡先の提供 3.2%

行政指導・行政処分等
3.2%

通信品質・速度の向上等
2.4%

制度・政策の改善 0.4%

その他

12.0%

N=73
期間：H30.10～H31.3

事業者対応の改善
27.4%

契約解除

26.0%
返金・支払い

免除
13.7%

契約状況の確認
9.6%

事業者信用度の確認
6.8%

行政指導・行政処分等

5.5%

制度・政策の改善 2.7%

通信品質・速度の向上等 1.4% 要望なし／相談時には解決済み 1.4%

その他

5.5%
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発生時期等【ＭVＮＯ（データ通信専用）】

○ ＭＶＮＯサービスのうち、データ通信専用については、「利用中」に生じた苦情等が最も多く、「解約時」が続く。

N=189
期間：H30.10～H31.3

利用中

45.0%

解約時 18.5%

契約初期
14.3%

解約後
13.8%

利用停止中 1.1%

その他、不明 7.4%
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要望内容（契約初期・利用中の内訳）【ＭVＮＯ（データ通信専用）】

○ データ通信専用については、契約初期、利用中いずれも「契約解除」を求める比率が最も高く、「事業者対応の改善」
を求めるものが続く。

契約初期の内訳（要望内容）

N=27
期間：H30.10～H31.3

契約解除

63.0%
事業者対応の改善

18.5%

事業者信用度
の確認
7.4%

契約状況の確認
3.7%

制度・政策の
改善 3.7%

その他 3.7%

利用中の内訳（要望内容）

契約解除

34.1%

事業者対応の改善

23.5%

返金・支払い免除
15.3%

契約状況の確認
9.4%

事業者信用度の確認
3.5%

通信品質・速度の向上
等 2.4%

連絡先の提供 2.4%

行政指導・行政処分等 2.4% 要望なし／相談時には解決済み 1.2%

制度・政策の改善 1.2%

その他

4.7%

N=85
期間：H30.10～H31.3
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苦情相談の要因となったチャネル【ＦＴＴＨ】

電話勧誘

56.5%

コールセンター

8.6%
訪問販売

7.7%

店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ）

6.0%

店舗（不明、その他）

2.9%

店舗（量販店）

1.4%

工事関連 1.9%

通信販売（電話） 1.9%

通信販売（web） 0.9%

不明、その他

12.2%

N=4,572
期間：H30年度下半期（H29.10～H30.3)

○ 「店舗」を発生元とする苦情相談は限定的であり、「電話勧誘」を発生元とする苦情相談が、過半を占める。

※ 「店舗」計：10.3％
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苦情相談の項目・観点【FTTH】<電話勧誘>

※ 一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。
不明やその他はグラフから除外している。

N=2,584
期間：H30年度下半期（H30.10～H31.3)

○ 電話勧誘（発生チャネルのうち、56.5％を占める）を発生元とする苦情相談のうち、「勧められて事業者等を
乗換え」に関する苦情相談が過半を占め、「解約の条件・方法」が続く。

52.3%

24.0%

14.2%

10.3%

9.8%

8.0%

7.7%

6.7%

4.8%

2.9%

2.4%

1.1%

0.6%

0.6%

0.5%

0.4%

0.4%

0.2%

0.1%

0.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

勧められて事業者等を乗換え

解約の条件・方法

通信契約の加入・変更手続き

オプション等の勧誘

勧められて新規に契約

通信以外の商品・サービス・コンテンツの料金・内容

通信料金の支払（心当たりのない請求等）

接客態度等、販売勧誘以外の応対

通信料金の設定水準等（高額過ぎる等）

事業者等の相談窓口の応対

利用開始時期・工事

制度・政策

ネットワークの品質

インターネットサービス利用上のトラブル

期間拘束契約、自動更新

通信速度（速度制限に関するケースは除く）

ネットワークの繋がりやすさ、繋がるエリア

端末故障・使い勝手等

通信速度制限、利用制限

勧められて端末を追加購入

（参考） 昨年は、①勧められて事業者等を乗換え（26.6%）、
②解約の条件・方法（解約費用等）（23.0%)、
③勧められて新規に契約（19.1%） が上位３位。

（事例(一例)）
・「通信料が安くなる」との電話があり、言われるまま
に契約手続きをしてしまったが、高額となり不満。
・現在利用中の事業者からのプラン変更の電話だと思
い、契約を承諾してしまったら、別の事業者だった。

（事例(一例)）

・「通信料が安くなる」との電話があり、契約手続
きをしたが、実際には高額になった。違約金等の
負担無く解約したいが、どうすればよいか。

・現在利用中の事業者からの電話だと思い、契約
を承諾したが、別の事業者だった。誤解による契
約であり、解約したいと連絡をしているが、電話が
つながらない。

（事例(一例)）
・契約申込みを行っていないのに書面が届いた。

・契約先や内容等が理解できないまま契約してし
まったが、元の契約に戻したい。
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発生要因（申告内容からの推測）【FTTH】<電話勧誘>

※一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。
「その他意見・要望」は、単一選択の場合のみ計上。不明やその他はグラフから除外している。

○ 電話勧誘を発生元とする苦情相談のうち、 「事業者の信用度への不安」に起因すると考えられるものが最も
多く、続いて「契約解除の手続き」に起因すると考えられるものが多い。

N=2,584
期間：H30年度下半期（H30.10～H31.3)

36.8%
27.2%

21.5%
13.7%
13.6%

13.4%
11.8%
11.8%

11.1%
10.1%

8.6%
7.0%

5.3%
4.9%

4.5%
3.6%
3.4%

3.3%
3.1%

2.9%
2.7%

2.4%
1.2%

1.0%
0.9%

0.7%
0.7%

0.4%
0.3%

0.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

事業者の信用度への不安

契約解除の手続き（解約費用や方法への不満等）

契約先事業者についての説明不足

申告者の認識との不一致（認識していない料金請求等）

通信料金・割引の説明不足

契約者ニーズとの不一致（不要な契約締結等）

勧誘方法一般

虚偽の案内・断定的判断による案内

通信契約の解約条件等の説明不足

不十分な契約意思の確認

継続的な勧誘

オプション等を含む誤案内・案内不足一般

電話応答（繋がりにくい等）

契約後の不十分な情報提供

解約ができない

従業員・職員の態度

不利益事項の説明洩れ

個人情報取扱いへの不安

法定説明事項（通信料金・解約条件等を除く）の説明不足

不正契約

家族等に案内・手続き

書面の勝手な送りつけ

制度政策・事実関係の質問

契約者の失念（申告者が認めた場合のみ）

意見・要望

書面交付その他（記載不備、分かりにくい等）

事務・業務の誤処理

長時間説明

広告・表示

電子交付の認識不十分

（事例(一例)）
・現在光回線の契約をしている大手通信
事業者の代理店と名乗るところから電話
がかかってくるが、信用できない。

・安くなると言われて契約したが、事業者
名を検索した結果不信感が募ってきたの
で、解約したい。どうすればよいか。

（参考） 昨年は、①契約解除の手続き(解約費用や方法への不満等)（24.8%）、
②事業者の信用度への不安（24.3%)、
③契約先事業者についての説明不足（13.9%） が上位３位。

（事例(一例)）
・大手通信事業者だと思い契約したが、別の事
業者だったので解約したい。どうすればよいか。

・安くなると言われて契約したが、不信感が募り
すぐに断ったが、解約されているか不安だ。

（事例(一例)）
・電話勧誘で光回線の契約を行ったが、契約先
事業者が変更になるとは思っていなかった。

・大手通信事業者からの電話だと思い契約した
が、契約書が届き、別の事業者であることがわ
かったので元に戻したい。
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発生時期等【FTTH】<電話勧誘>

○ 電話勧誘を発生元とする苦情相談では、「契約初期」に生じたものが最も多く、「利用中」に生じたものが続く。

N=2,584
期間：H30年度下半期（H30.10～H31.3)

契約初期 54.8%
利用中

27.9%

解約時

6.9%

解約後

4.6%

利用停止中 0.4%

その他、不明

5.4%
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契約解除 53.7%

事業者信用度の
確認

12.5%

契約状況の確認
8.9%

事業者対応の改善
8.3%

返金・支払い免除
8.3%

連絡先の提供 2.2%

行政指導・行政処分等
1.4%

要望なし／相談時には解決
済み 0.8%

通信品質・速度の向上等
0.1%

制度・政策の改善 0.1%

その他
3.6%

要望内容（利用中・契約初期の内訳）【FTTH】<電話勧誘>

契約初期の内訳（要望内容） 利用中の内訳（要望内容）

○ 電話勧誘を発生元とする苦情相談のうち、契約初期の要望内容をみると、「契約解除」を求めるものが半数近い。
また、利用中の苦情相談の要望内容においても、「契約解除」を求めるものが半数以上を占めている。

N=721
期間：H30年度下半期（H30.10～H31.3)

N=1,416
期間：H30年度下半期（H30.10～H31.3)

契約解除

42.4%

事業者信用度の確認
24.5%

事業者対応の改善
9.2%

契約状況の確認
7.1%

行政指導・行政処分
等 3.0%

連絡先の提供 2.5%

要望なし／相談時には解決
済み 2.0%

返金・支払い免除 1.1%

制度・政策の改善
0.5%

通信品質・速度の向上等
0.07%

その他
7.6%

59



26.6%

26.6%

16.0%

16.0%

14.0%

11.9%

9.4%

8.3%

8.1%

7.4%

7.0%

2.6%

2.3%

2.3%

2.3%

2.3%

1.9%

1.9%

1.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

勧められて事業者等を乗換え

解約の条件・方法

通信契約の加入・変更手続き

接客態度等、販売勧誘以外の応対

通信料金の支払（心当たりのない請求等）

通信以外の商品・サービス・コンテンツの料金・内容

勧められて新規に契約

通信料金の設定水準等（高額過ぎる等）

事業者等の相談窓口の応対

オプション等の勧誘

利用開始時期・工事

勧められて端末を追加購入

ネットワークの繋がりやすさ、繋がるエリア

端末故障・使い勝手等

インターネットサービス利用上のトラブル

制度・政策

ネットワークの品質

期間拘束契約、自動更新

通信速度（速度制限に関するケースは除く）

（事例(一例)）
・携帯とセットで安くなると勧誘され
光回線を乗換えたが、旧契約先か
ら利用料等が引き落とされている。

・キャッシュバックがあると勧められて
契約したが、通信料が安くならない。

（事例(一例)）
・携帯電話とセットで安くなると勧誘されて契
約したが、説明と違うので解約したい。

・携帯電話のみを契約したと思っていたが、
光回線も契約になっていた。解約したい。

（参考） 昨年は、①解約の条件・方法（29.4%）、
②通信契約の加入・変更手続き（17.4%)、
②通信料金の支払（心当たりのない請求等)（17.4%） が上位３位。

苦情相談の項目・観点【FTTH】 <店舗>

※一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。不明やその他はグラフから除外している。

○ キャリアショップや量販店等の店舗（苦情相談の要因となったチャネルのうち、10.3％を占める）を発生元とする苦情相談
については、「勧められて事業者等を乗換え」「解約の条件・方法」に関する苦情相談が最も多い。

N=470
期間：H30年度下半期（H30.10～H31.3)
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発生要因（申告内容からの推測）【FTTH】<店舗>

※一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。
「その他意見・要望」は、単一選択の場合のみ計上。不明やその他はグラフから除外している。

○ 店舗を発生元とする苦情相談では、「契約解除の手続き」に起因すると考えられる苦情相談が最も多く、続いて、
「申告者の認識との不一致」に起因すると考えられるものが多い。

N=470
期間：H30年度下半期（H30.10～H31.3)

29.1%

23.2%

21.1%

19.6%

17.2%

16.0%

13.4%

11.3%

9.8%

7.9%

7.9%

7.9%

7.0%

4.9%

4.3%

3.8%

3.0%

2.1%

2.1%

1.7%

1.5%

1.5%

0.9%

0.6%

0.6%

0.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

契約解除の手続き（解約費用や方法への不満等）

申告者の認識との不一致（認識していない料金請求等）

事業者の信用度への不安

通信料金・割引の説明不足

通信契約の解約条件等の説明不足

オプション等を含む誤案内・案内不足一般

契約者ニーズとの不一致（不要な契約締結等）

契約先事業者についての説明不足

不十分な契約意思の確認

従業員・職員の態度

不利益事項の説明洩れ

虚偽の案内・断定的判断による案内

契約後の不十分な情報提供

事務・業務の誤処理

法定説明事項（通信料金・解約条件等を除く）の説明不足

解約ができない

電話応答（繋がりにくい等）

勧誘方法一般

制度政策・事実関係の質問

家族等に案内・手続き

継続的な勧誘

意見・要望

書面の勝手な送りつけ

長時間説明

契約者の失念（申告者が認めた場合のみ）

不正契約

（参考） 昨年は、①契約解除の手続き(解約費用や方法への不満等)（30.6%）、
②オプション等を含む誤案内・案内不足一般（15.5%)、
③事業者の信用度への不安（14.7%） が上位３位。

（事例(一例)）
・実際の説明より高い料金となり不満。
違約金の負担なく、解約できないか。

・解約したはずが出来ておらず、料金
請求が続いている。

（事例(一例)）
・スマホと光回線のセット割契約をした
が、無料と説明のあった工事費と身に
覚えのないオプション費が請求されて
いる。

・契約時、工事費は無料と聞いていた
が、工事費を請求された。
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発生時期等【FTTH】<店舗>

○ 店舗を発生元とする苦情相談のうち、「利用中」に生じたものが最も多く、「契約初期」、「解約時」に生じたものが続く。

N=470
期間：H30年度下半期（H30.10～H31.3)

利用中 45.5%

契約初期
27.2%

解約時
16.2%

解約後
6.0%

利用停止中
1.1%

その他、不明
4.0%
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契約解除
32.7%

事業者対応の改善

28.0%

返金・支払い免除
12.6%

契約状況の確認
11.7%

事業者信用度の確認 5.1%

行政指導・行政処分等
2.8%

要望なし／相談時には解決済み
1.9%

通信品質・速度の向上等
0.5% 連絡先の提供 0.5%

その他 4.2%

要望内容（利用中・契約初期の内訳）【FTTH】<店舗>

契約初期の内訳（要望内容） 利用中の内訳（要望内容）

○ 店舗を発生元とする苦情相談のうち、契約初期、利用中のいずれも「契約解除」を求める内容が最も多く、「事業者
対応の改善」が続く。

N=214
期間：H30年度下半期（H30.10～H31.3)

N=128
期間：H30年度下半期（H30.10～H31.3)

契約解除
38.3%

事業者対応の改善

25.8%

事業者信用度の確認
13.3%

返金・支払い免除
4.7%

契約状況の確認
3.1%

要望なし／相談時には解決済み
2.3%

行政指導・行政処分等 2.3%

制度・政策の改善 0.8%

その他 9.4%
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販売現場における実地調査～説明状況等に係る覆面調査～
（平成30年度・ＭＶＮＯ）

【調査対象事業者数】

ＭVＮＯサービスを提供する事業者 11社（報告規則に基づく契約者数（H30.3末）の上位１１社（市場の約70％）。店舗販売を実施しない社を除く）

（音声通話付（端末＋SIM）：4社 、音声通話付（SIMのみ）：６社、データ通信専用（端末＋SIM）：2社）
※上記のうち音声通話付の１社については、直営店で「端末＋SIM」、代理店で「SIMのみ」を扱っているため、重複してカウントしている。

【実地調査（覆面調査）の方法等】 ※本公表資料で結果を報告する調査

• 契約前の説明・応対などの消費者保護ルールに関連する業務の状況を確認するため、利用者に扮した調査員を調査対象事
業者の販売現場（ブランドショップ・量販店等）に派遣し、実際の説明・応対を受けた後、あらかじめ設定した設問に答える形で、その状
況を記録。

• 店頭において通信契約を締結し通信回線の開通までが可能である店舗において調査を実施。
（オプションサービス・オプション商品は基本的に申し込まないことが前提）

• 各社10～50回の計265回の調査を実施。(平成30年12月上旬から平成30年12月下旬まで調査を実施）
対象となった店舗等は、販売実態をできる限り反映するよう、一定の条件を考慮しつつ無作為に選定したもの。

• 原則、販売員から説明を受け、契約締結の署名（サイン）を求められたとき（直前）にサインをせずに手続きを中断する方法によ
り調査。その際、販売現場では調査であった旨を明らかにしていない。

一部については、青少年フィルタリングの有効化措置義務が履行されているかどうかを確認するため、携帯電話端末とSIMの
セット販売を行っている一部店舗において端末の購入及び通信サービスの契約を締結。
（このうち、利用者確認がなされ、フィルタリングの有効化措置義務が履行されているかどうかを確認できたものは12件。）

• 音声通話付については、フィルタリングの必要性・内容の説明がなされているか等の確認のため、調査員の子どもが端末を使
用するという設定で実施。

• 調査の性質上、個々の回答は主観に左右され一定の誤りも含まれ得るため、その前提で、結果を解釈することとする。
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【調査対象事業者数】

ＭＮＯサービスを提供する事業者・・・・・・・・・・・・・３社

ＦＴＴＨサービスを提供する事業者・・・・・・・・・・・１７社
（ＦＴＴＨサービスの実地調査（覆面調査）対象事業者は、報告規則に基づく契約者数（H30.3末）の上位21社(市場の約90％）のうち、法人等向けを主体とする事業者や店舗での契約、
電話による申込み（インバウンド）をほぼ行っていない事業者を除いた17社を対象としている。）

【実地調査の方法等】 ※本公表資料で結果を報告する調査

契約前の説明・応対などの消費者保護ルールに関連する業務の状況を確認するため、利用者に扮した調査員を調査対象事業者の販売現場

（ブランドショップ・量販店等）に派遣又は架電し、実際の説明・応対を受けた後、あらかじめ設定した設問に答える形で、その状況を記録。

○ ＭＮＯサービス

・ 店舗において、新規契約を前提として調査を実施（オプションサービス・オプション商品は基本的に申し込まない）。

・ 各社５７～５９回の計１７５回の調査を実施。 (平成３１年２月から３月まで調査を実施）

対象となった店舗等は、販売実態をできる限り反映するよう、一定の条件を考慮しつつ無作為に選定。

・ 原則、販売員から説明を受け、契約締結の署名（サイン）を求められたとき（直前）にサインをせずに手続きを中断する方法により調査。

その際、販売現場では調査であった旨を明らかにしていない。

・ 今回、一部（18件）については、青少年フィルタリングの有効化措置義務が履行されているかを確認するため、携帯電話端末の購入及び通信サービスの

契約締結まで実施。これらの調査については、併せてＦＴＴＨサービスとのセット契約も実施※。
※18件のうち、MNOサービスの契約締結は完了したものの、FTTHサービスの契約締結に至らなかったものが１件あった。

このため、青少年フィルタリングに係る実地調査の母数は18件とする一方、MNO・FTTHサービスセット契約の実地調査の母数は１７件としている。

○ ＦＴＴＨサービス

・ 店舗及び電話申込み（インバウンド）により、新規契約を前提とした調査を実施（光電話以外のオプションサービス・オプション商品は基本的に申し込まない）。

・ 各社１～３１回の計１２３回を実施。 (平成３１年２月から３月まで調査を実施）

対象となった店舗等は、販売実態をできる限り反映するよう、一定の条件を考慮しつつ無作為に選定したもの。

・ 原則、販売員から説明を受け、契約を締結（又は申込みを完了）した後に契約を解除する（又は申し込みを取り消す）方法により調査。

その際、販売現場では調査であった旨を明らかにしていない。

・ 今回、一部（17件）については、ＭＮＯサービスとのセット契約も実施（MNOサービスの調査方法に記載したものの再掲）。

両サービスの調査結果については、調査の性質上、個々の回答は主観に左右され一定の誤りも含まれ得るため、その前提で結果を解釈することとする。

販売現場における実地調査～説明状況等に係る覆面調査～
（平成30年度・ＭＮＯ・FTTH）
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(1) ＭＶＮＯサービスの実地調査（覆面調査）結果の概要

◎ 「電気通信事業法の消費者保護ルールに関するガイドライン」において求められる事項について

１．通信速度関係

① 通信速度についてベストエフォートである旨（時間帯によっては通信速度が低下する等）の説明がなかった例：
音声通話付39％（昨年42％）n=245 データ専用45％（昨年34％）n=20

② 料金プランのデータ通信容量の上限を超えると、制限がかかることの説明がなかった例：
音声通話付37％ n=245

参考：「制限があることの説明はあったが、制限がかかる場合についての説明がなかった」（22％）

③ （毎月のデータ通信容量の上限を超過した場合以外の）通信速度制限について適切に説明がなされなかった例：
音声通話付52％（昨年64％）n=148 データ専用10％（昨年22％）n=20

＊ 「制限があることの説明がなかった」（音声通話付：45％ データ専用：５％）又は「制限があることの説明はあったが、制限がかか
る場合についての説明がなかった」（音声通話付：７％ データ専用：５％）例を合計した割合

＊ 毎月のデータ通信容量の上限を超過した場合の通信速度制限とは別に、一定期間（例：３日間）で一定容量（例：３ＧＢ）を超える
データ通信を行った場合の通信速度制限（例：128kbps）（いわゆる「３日間制限」）

④ 利用実態や要望についての確認がなかった例：音声通話付11％ n=245 データ専用20％ n=20

⑤ 利用実態等に応じたプランの案内がなかった例：音声通話付10％（昨年12％）n=218 データ専用12％（昨
年16％）n=16

⑥ 契約月数の経過に従って基本料金が割引等により変化するプランにおいて、その旨が適切に説明がなかっ
た例：音声通話付12％（昨年18％）n=50 データ専用20％（昨年17％）n=20

＊ 「契約から一定期間後に割引の終了等により基本料金額が上がる旨の説明がなかった」 （音声通話付：６％ データ専用：20％）又
は「支払額が上がることの説明はあったが、具体的な契約月数や支払額について説明がなかった」 （音声通話付：６％ データ専用：
０％）例の合計割合

２．料金プラン

・ 数値は各項目に掲げる事例に該当した調査件数の割合（サービス内容等が事業者によって異なるため、項目ごとに母数(n)が異なる）

・ 赤字（下線）は実施率が半数に満たない事項

・ 青字（波線）は実施率が85％以上の事項
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⑫ 期間拘束について適切に説明がなかった例：
音声通話付13％（昨年19％）n=187 データ専用10％（昨年８％）n=20

＊ 「期間拘束である旨の説明がなかった」（音声通話付：11％ データ専用：10％）又は「説明はあったが、期間について説明がなかっ
た」 （音声通話付：２％ データ専用：０％）例の合計割合

⑬ 自動更新について説明がなかった例：
音声通話付32％（昨年30％）n=50 データ専用30％（昨年15％）n=20

⑭ 更新月について説明がなかった例：
音声通話付30％（昨年34％）n=50 データ専用15％（昨年24％）n=20

４．期間拘束・自動更新

(1) ＭＶＮＯサービスの実地調査（覆面調査）結果の概要

３．通信料金等（月々の費用）

⑦ 月額基本料金 について説明がなかった例：音声通話付２％ n=245 データ専用５％ n=20

⑧ ﾌﾟﾚﾌｨｯｸｽ電話の月額料金額 について説明がなかった例：音声通話付13％ n=195

⑨ 端末の割賦支払額 について説明がなかった例：音声通話付15％ n=47

⑩ 請求初月に発生する費用 について説明がなかった例：音声通話付９％ n=202 データ専用10％ n=20

＊ 事務手数料、SIM発行手数料 等

⑪ 毎回請求されることが見込まれる総支払額及びその内訳を明示し、これらを記載した説明書面等を交付す
る等の説明がなかった例：音声通話付32％ n=65

＊ 「内訳」…月額基本料、プレフィックス電話の月額料金額及び端末割賦支払額

５．解約時費用

⑮ 解約の際に違約金が発生することやその金額について説明がなかった例：
音声通話付14％ （昨年22％） n=187 データ専用15％ （昨年11％） n=20

⑯ 解約月の基本料金は日割りされない旨の説明がなかった例：音声通話付42％（昨年44％）n=180

⑰ 解約に伴う端末購入割引の取消し（端末割賦残債の支払いが発生）について説明がなかった例：
音声通話付33％（昨年30％）n=36
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平成30年２月 改正青少年インターネット環境整備法施行により、携帯電話事業者等に対して、①利用者が18歳未満
かどうかの確認、②フィルタリングの必要性・内容の説明、③フィルタリングソフトの設定 を義務付け

(1) ＭＶＮＯサービスの実地調査（覆面調査）結果の概要

６．初期契約解除

⑱ 初期契約解除制度について説明がなかった例：音声通話付33％ n=245 データ専用15％ （昨年19％）n=20

⑲ 初期契約解除制度について説明があったもののうち、

・初期契約解除が可能である期間（書面を受領してから８日間）の説明がなかった例：
音声通話付４％ n=165 データ専用０％ n=17

・詳細は契約書面に記載されている旨の説明がなかった例：音声通話付39％ n=165 データ専用29％ n=17

・初期契約解除による契約解除を行う場合にＭＮＰに制限を設けている（新規発番による契約時に限り、初期契約

解除はＭＮＰ転出不可）ことの説明がなかった例：音声通話付72％ n=165

⑳ 実際に使用する者が申込者自身であるかどうかの確認がなかった例：音声通話付38％（昨年33％）n=245

＊ 「口頭での確認があった」（53％）又は「口頭等での確認はなく書面等のみによる確認があった」（９％）以外の例の割合

㉑ 使用する者が申込者自身であるかどうかの確認があったもののうち、

・（実際に使用する者が子どもであることを伝えた場合に）フィルタリングの必要性・内容の説明がなかった例：
音声通話付33％ n=92

・（実際に使用する者が子どもであることを伝えた上で店頭で端末購入までいった場合）店頭にてフィルタリングを有効化
してもらわなかった例：音声通話付50％ n=12

７．フィルタリング関係

８．その他

㉒ 事業者指定のアプリを用いる通話サービスについて、緊急通報（110番等）に非対応であることの説明が
なかった例：音声通話付32％（昨年53％）n=78

㉓ 通話料金が割引となる電話サービスについて、事業者が指定する通話アプリを使用し発信（又は発信の際に指

定の番号を電話番号の冒頭に付加）することが割引通話の条件となっていることの説明がなかった例：
音声通話付19％（昨年21％） n=195

制度改正 平成30年10月よりMVNO音声通話付サービスの初期契約解除制度を導入。

制度改正
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(1) ＭＶＮＯサービスの実地調査（覆面調査）結果の概要

10．キャリアメール

㉗ いわゆるキャリアメール（MNOが提供するメールサービス）の提供がない（又は有料である）ことの説明がスタッフから
自発的になされなかった例：音声通話付67％ n=245

㉘ メールを利用する場合に、以下の（ア）（イ）の説明がなかった例：
（ア）事業者が提供するメールサービス（MVNO独自のキャリアメールサービス）又は無料のインターネットメー

ルサービスを利用する必要があることの説明
（イ）その際メールアドレスが変わり、メールを送る相手方の受信設定を変更することが必要となる場

合があることの説明
音声通話付 両方あり13％ ／ （ア）のみあり68％ ／ いずれの説明もなし19％ n=245

◎ その他ＭＶＮＯに特徴的な事項等について

11．MNP転出料

㉙ MNP転出料についてスタッフから自発的な説明がなかった例：音声通話付49％ n=245

９．SIMカード・端末設定関係

㉔ SIMカードのサイズについての確認又は注意喚起がなかった例：音声通話付29％（昨年13％）n=93

㉕ 使用する端末がSIMロック解除されているか若しくは動作確認済のものであるかの確認又は注意喚起がな
かった例：音声通話付27％（昨年16％）n=93

㉖ 利用者自身でスマートフォンの設定を行う必要がある旨の注意がスタッフから自発的になされなかった
例：音声通話付60％ n=93
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(1) ＭＶＮＯサービスの実地調査（覆面調査）結果の概要

◎ MVNOサービスの実地調査（覆面調査）の評価・総括 ※第６回モニタリング会合 要改善・検討事項より再掲。

・各調査対象事業者においては、実施状況が悪かった事項等の実地調査の結果を踏まえ、ガイドライン記載事項等につ

いての説明の徹底に向けた改善が必要。

特に、音声通話付サービスの初期契約解除制度導入を踏まえた制度の説明及び改正青少年インターネット環境整備法

を踏まえたフィルタリングの必要性・内容の説明や店頭におけるフィルタリングの有効化措置の実施等について一層の徹

底が必要。

⇒ 本会合後、総務省から各事業者に改善指導を実施することが適当。
※ 本調査結果については、必ずしも一律に当該事業者の全体傾向を示しているとは判断できないことに留意が必要であるが、当該調査結果を踏まえた検

証と改善は必要。

・ 調査対象以外の事業者においても、本調査及び苦情・相談の分析結果を参考にあらためて自らの実施状況を点検し、

必要な改善を実施していくことが適当。

※ 第６回会合（平成３１年２月１日)後、各調査対象事業者に改善指導を実施済。
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(2) ＭＮＯサービスの実地調査（覆面調査）結果の概要

◎ 「電気通信事業法の消費者保護ルールに関するガイドライン」において求められる事項等について

１．料金プラン

① 利用実態や要望についての確認がなかった例：５％ （昨年：１％）n=175

② 利用実態等を踏まえない特定のプランを案内された例：２％ （昨年：６％） n=166

③ 契約期間がなく、いつ解約しても違約金がかからないプランの説明がなされなかった例：27％ （昨年：54％） n=175

④ 当初２年間の解約には違約金がかかるが２年後にいつでも違約金なしで解約できる選択肢に移行できるという
こと（ドコモ以外：２年後にいつでも違約金なしで解約できる当初の選択肢）の紹介がなかった例：25％ （昨年：40％） n=175

・ 数値は各項目に掲げる事例に該当した調査件数の割合（サービス内容等が事業者によって異なるため、項目ごとに母数(n)が異なる）

・ 赤字（下線）は実施率が半数に満たない事項

・ 青字（波線）は実施率が85％以上の事項

２．通信利用制限

⑤ （定額制のプランで契約フローをすすめた場合）料金プランのデータ通信容量の上限を超えた場合に、速度制限にかか
ること及び通常速度に戻す際の料金の有無や価格を適切に説明されなかった例：42％ （昨年：38％）n=47

※「通信速度の制限についてのみ説明があり、料金については説明がなかった」（19％）又は「説明がなかった」（23％）例の合計割合

３．フィルタリング関係

⑥ 実際に使用する者が申込者自身であるかどうかの確認がなかった例：６％ n=175

⑦ 使用する者が申込者自身であるかどうかの確認があったもののうち、

・（実際に使用する者が子どもであることを伝えた場合に）フィルタリングの必要性・内容の説明がなかった例：０％ n=18

・（実際に使用する者が子どもであることを伝えた上で店頭で端末購入までいった場合）店頭にてフィルタリングを有効化しても
らわなかった例：６％※

n=18

※フィルタリングの有効化がなかった調査例に関しては、調査員からの特段の申し出をすることなく、かつ、フィルタリングアプリのインストール、初期設定ともになく利
用者自身での設定になる、との旨が案内された、との調査員からの回答があった。
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(2) ＭＮＯサービスの実地調査（覆面調査）結果の概要

４．通信料金等（月々の費用）

⑧ 基本使用料及びデータ通信料など全てを含めた月々の支払額について適切に説明がなかった例：５％
（昨年：18％） n=175

※「総額についての説明はなかったが、個々の料金額・代金の説明はあった」（1％）又は「総額についての説明はあったが、個々の料金
額・代金の説明はなかった」 （3％）又は「総額と内訳ともに説明がなかった」 （1％）例の合計割合

⑨ 請求初月に発生する費用（事務手数料 等）について説明がなかった例：２％ （昨年：６％） n=175

⑩ 期間拘束について適切に説明がなかった例：９％ （昨年：16％）n=175

⑪ 自動更新について説明がなかった例：11％ （昨年：27％）n=175

⑫ 更新月について説明がなかった例：14％ （昨年：22％）n=175

⑬ （携帯電話の通信契約及びFTTHの契約を行った場合）携帯電話とＦＴＴＨの契約の更新月がずれることの説明がなかった例：47％ n=17

５．期間拘束・自動更新

６．解約時費用

⑭ 解約の際に発生する違約金の説明及び具体的な算定方法の説明がなかった例：21％ n=175

※「違約金の説明があったが、具体的な金額や算定方法の説明はなかった」（13％）又は「自発的な説明はなかったが、指摘したら違約金の説
明があった。しかし、具体的な金額や算定方法の説明はなかった。」 （2％）又は「違約金の説明がなかった」 （6％）

⑮ 解約月の基本料金は日割りされない旨の説明がなかった例：21％ （昨年：63％） n=175

⑯ 解約に伴う端末購入割引の取り消し（端末割賦残債の支払いが発生）について説明がなかった例：26％ n=157

⑰ 解約の際に発生する＜違約金＞＜日割りされない月額基本料＞＜端末残債＞に関して、一括してこれらの種類
を明示し、諸費用の見込額についての説明が適切になされなかった例：53％ （昨年：47％） n=157

※「一括してこれらの説明を明示されたが、諸費用の見込額についての説明はなかった」（18％）又は「自発的な説明はなかったが、指摘した
ら一括してこれらの説明を明示された。しかし諸費用の見込額についての説明はなかった」（2％）又は「一括して説明がなかった」（33％）
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(2) ＭＮＯサービスの実地調査（覆面調査）結果の概要

７．確認措置

⑱ 確認措置について説明がなかった例：11％ （昨年：26％）n=175

⑲ 確認措置について説明があったもののうち、
• 契約を解除する場合の申出方法や申し出ることの期間についての説明がなかった例：16％ n=156 （昨年：9％）

• 詳細は契約書面に記載されている旨の説明がなかった例：40％ （昨年：20％） n=156

８．端末代金・オプション

⑳ （次回の機種変更を見込んだ）機種代金の支払額が軽減されるような割引サービス・プログラムについて、関心を示した
場合、プログラムの概要及び特典提供の具体的条件の説明が適切になされなかった例：16％ （昨年：16％） n=163

※「プログラムの概要に加えて、特典適用の具体的な条件のうち一部だけ説明があった」（15％）又は「プログラムの概要については説明があった
が、特典適用の具体的な条件については、全く説明がなかった」 （1％）の例の合計割合

９．端末追加購入

㉑ 追加でもう１台（例：タブレット、キッズけいたい等）購入するよう勧められ、
その購入が必須ではないことの説明がなかった例：３％ （昨年：６％）n=175

説明があった例：14％ 端末の追加購入を勧められることがなかった例：82％

㉒ 追加でもう１台（例：タブレット、キッズけいたい等）購入するよう勧められ、関心を示した場合、
その端末の購入に伴い通信料金が発生することが説明されなかった例：７％ （昨年：10％）n=175

説明があった例：10％ 端末の追加購入を勧められることがなかった例：82％
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(2) ＭＮＯサービスの実地調査（覆面調査）結果の概要

◎ MNOサービスの実地調査（覆面調査）の評価・総括

・ 昨年の調査結果と比較すると、基本的には全体として説明がなされたとする割合が高かったが、なお説明状況
が不十分と見られるケースも一定程度ある。

事業者により説明の実施状況に差が見られるが、各事業者においては、実施状況が悪かった事項等の実地調査の
結果を踏まえ、ガイドライン記載事項等についての説明の徹底に向けた改善が必要と考えられる。

特に、料金プランのデータ通信容量の上限を超えた場合の速度制限等についての説明※1、携帯電話とＦＴＴＨの
契約の更新月がずれる場合の説明※２や解約時の費用の説明※３等について一層の徹底が必要と考えられる。

⇒ 本会合後、総務省から各事業者に改善指導を実施予定。
※ 本調査結果については、必ずしも一律に当該事業者の全体傾向を示しているとは判断できないことに留意が必要であるが、当該調査結果を踏まえた

検証・改善は必要。

※ 「電気通信事業法の消費者保護ルールに関するガイドライン」における該当箇所
※１ 第２章第２節 （５）⑦その他の利用制限（第５号ト）
※２ 第２章第２節 （14）他業種との一体的な販売がされる時の説明事項の取扱い
※３ 第２章第２節 （10）②解約時に生じる費用
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(3) FTTHサービスの実地調査（覆面調査）結果の概要

◎ 「電気通信事業法の消費者保護ルールに関するガイドライン」において求められる事項について

２．通信速度

④ 通信速度についてベストエフォートである旨（記載されている速度の数値より実際の速度は低下する等）の説明がなかった例：
28％（昨年37％）n=109

① 利用実態や要望について確認がなかった例：27％ (昨年25％） n=114

② 利用実態や要望の確認があった上で、これに応じたプランの案内がなかった例：７％（昨年22％）n=83

③ 期間拘束がない又は自動更新のない料金プラン（当初から縛りのないプラン又は２年後フリーのプラン）が紹介されな
かった例：43％（昨年67％）n=86

３．通信料金等（月々の費用）

・ 数値は各項目に掲げる事例に該当した調査件数の割合（サービス内容等が事業者によって異なるため、項目ごとに母数(n)が異なる）

・ 赤字（下線）は実施率が半数に満たない事項

・ 青字（波線）は実施率が85％以上の事項

⑤ 月額基本料金 について説明がなかった例：３％ （昨年２％）n=123

⑥ 光電話の月額料金額 について説明がなかった例：５％ （昨年６％）n=121

⑦ 請求初月に発生する費用※ について説明がなかった例：３％ （昨年３％）n=120

※ 事務手数料、工事費

⑧ 毎回請求されることが見込まれる総支払額及びその内訳※を明示し、これらを記載した説明書面等の交付等がな
かった例：12％（昨年16％）n=118

※ 「内訳」…月額基本料、光電話の月額料金額及び工事費割賦支払額等

１．料金プラン
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⑨ 期間拘束及びその期間について説明がなかった例：11％（昨年９％）n=122

⑩ 自動更新について説明がなかった例：24％（昨年38％）n=101

４．期間拘束・自動更新

(3) FTTHサービスの実地調査（覆面調査）結果の概要

６．初期契約解除

⑯ 初期契約解除制度について説明がなかった例：15％（昨年26％）n=123

⑰ 初期契約解除制度について説明があったもののうち、

・初期契約解除が可能である期間（書面を受領してから８日間）の説明がなかった例：10％（昨年34％） n=105

・詳細は契約書面に記載されている旨の説明がなかった例：46％（昨年35％） n=105

⑪ 解約の際に発生する違約金の説明及びの具体的金額について説明がなかった例：16％※
n=122

※「違約金の説明があったが、具体的な金額又は算定方法の説明はなかった」（11％）及び「違約金の説明がなかった」（5％）の合計

⑫ 解約月の基本料金は日割りされない旨の説明がなかった例：30％（昨年57％）n=63

⑬ 解約に伴う工事費等の割賦残債について説明がなかった例：32％（昨年14％）n=65

⑭ 設備の撤去工事費について説明がなかった例：22％ n=9

⑮ 解約時にかかる費用※について一括して種類を明示し、これらを記載した説明書面等の交付等がなかった例：24％(昨年40％) n=25

※ 「解約時にかかる費用」…違約金、日割りされない月額基本料金、工事費等の割賦残債、撤去工事費

５．解約時費用

７．連絡先

⑱ 契約解除の申込み等を行うための連絡先及び方法について説明がなかった例：11％※（昨年19％）n=123

※「受付方法について説明があったが、具体的連絡先についての説明はなかった」（2％）及び「説明がなかった」（10％）の合計
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(3) FTTHサービスの実地調査（覆面調査）結果の概要

◎ FTTHサービスの実地調査（覆面調査）の評価・総括

・ 昨年調査とは調査対象事業者が異なるため、あくまで参考であるが、昨年の調査結果と比較すると、基本的に
は全体として説明がなされたとする割合が高かったが、なお説明状況が不十分と見られるケースも一定程度ある。

各調査対象事業者においては、実施状況が悪かった事項等の実地調査の結果を踏まえ、ガイドライン記載事項等
についての説明の徹底に向けた改善が必要。

特に、期間拘束がない又は自動更新のない料金プランの紹介※1及び工事費等の割賦残債も含む解約時費用の説明※2等
について一層の徹底が必要。

⇒ 本会合後、総務省から各事業者に改善指導を実施予定。
※ 本調査結果については、必ずしも一律に当該事業者の全体傾向を示しているとは判断できないことに留意が必要であるが、当該調査結果を踏まえた

検証・改善は必要。

・調査対象以外の事業者においても、本調査及び苦情・相談の分析結果を参考にあらためて自らの実施状況を点検
し、必要な改善を実施していくことが適当。

※１、※２ 電気通信事業法の消費者保護ルールに関するガイドライン 第２章第２節 （10）契約解除・契約変更の条件等
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モニタリング指摘事項に係る対応状況概要（フォローアップ）
※ 総務省から各事業者等に検討を要請した主な指摘事項等に係る第５回会合（平成３０年６月２８日）以降の取組等

１．ＭＮＯサービス

［平成２９年度モニタリング（第５回会合）指摘事項関係］ ※第６回会合で発表済

① 実地調査関係

⇒ 各社において改善措置（説明ツールの見直し、代理店への周知等）を実施済。

② 一層丁寧な高齢者対応や説明時間短縮等

⇒ 高齢者対応：（一社）電気通信事業者協会において自主基準を策定し、３社の共通施策として、80歳以上を対象とした

家族への同意確認など、より 丁寧な対応を実施（平成30年８月～）。また、（一社）全国携帯電話販売代

理店協会においても、代理店による初期設定支援やスマホ教室を支援。

説明時間短縮等： ３社各社でサンプリング調査による実態把握の上、説明時間短縮に向けた各種取組を実施。

③ 利用者の理解を助ける取組の推進等

⇒ ３社において、利用者理解を助ける各種の取組（分かりやすい料金プランの検討、スマホ教室の拡大、専任スタッフによ

る初期設定等支援、料金総額表示の工夫等）を実施又は検討中。また、待ち時間の短縮に向けた来店予約の拡大につ

いても各社で推進中。

④ 端末買換えサポートプログラム等の提供条件の適切な説明

⇒ 端末の残債免除施策について利用者への説明を義務づけた消費者保護ルールガイドライン改定（平成30年8月28日）

を踏まえ、各社において適切な説明を実施。

［平成３０年度モニタリング（第６回会合）指摘事項関係］

① 「申告者の認識との不一致（認識していない料金請求等）」や「契約者ニーズとの不一致（不要な契約締結等）」等の改善

⇒ ３社共通の施策として、従来より料金シミュレーターの活用、重要説明事項書の改善等、説明ツールの改善に取り組ん

でいる。また、各社、前回モニタリング会合調査結果を踏まえ、代理店へ指導・周知を実施するとともに、更なる重要事項

説明書の改善等の対応を実施。

② 高齢者への一層丁寧な対応の検討・実施

⇒ 従来より行われている３社共通の施策としての、（一社）電気通信事業者協会が策定した自主基準に基づく対応に加え、
各社、前回モニタリング会合調査結果を踏まえ、代理店へ指導・周知を実施するとともに、80歳以上の契約者について
家族同意を書面で確認する等の取組を実施。
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２．ＭＶＮＯサービス

［平成２９年度モニタリング（第５回会合）指摘事項関係］ ※第６回会合で発表済

① 利用者への注意事項等をまとめた「チェックポイント」

⇒ （一社）テレコムサービス協会ＭＶＮＯ委員会において、ＭＶＮＯサービスの利用を考えている利用者への注意事項等

をまとめた「チェックポイント」の周知・活用を実施。

② 通信速度に係る広告表示

⇒ 実効速度計測及び表示方法に係る業界ガイドラインの公表に向け準備中。

③ 音声通話付のMVNOサービスにおける初期契約解除

⇒ 各社において対応（説明書面に初期契約解除について記載、HPにおける周知等）を実施済。

［平成３０年度モニタリング（第６回会合）指摘事項関係］

① 実地調査関係

⇒ 各社において改善措置（説明ツールの見直し、代理店への周知等）を実施済。

② 苦情・相談分析関係

⇒ （一社）テレコムサービス協会ＭＶＮＯ委員会において、ＭＶＮＯサービスの利用を考えている利用者への注意事項

等をまとめた「チェックポイント」の周知・活用を実施するとともに、内容の改定（初期契約解除制度等についての説明の追加や

より分かりやすい表現への改定等）を実施予定。

③ 通信速度に係る広告表示

⇒ 実効速度計測及び表示方法に係る業界ガイドラインの公表に向け準備中。（詳細：資料７－４）
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３．ＦＴＴＨサービス

［平成２９年度モニタリング（第５回会合）指摘事項関係］ ※第６回会合で発表済

① 実地調査関係

⇒ 各社において改善措置（説明ツールの新設・見直し、代理店スタッフへの研修等）を実施済。

② 高齢者への一層丁寧な対応の検討・実施

⇒ （一社）テレコムサービス協会FVNO委員会が作成した業界マニュアルに、電話勧誘時の年代確認の実施、より丁寧な

説明について追記する改定を実施。改定版としてNTT東西を通じFVNO各社に配布済（平成31年２月）。

③ 光卸サービス（転用）について、一般消費者への適切な周知

⇒ FVNO委員会が作成（平成30年６月)した「図解リーフレット」を、NTT東西を通じ、FVNO各社、消費者団体等へ配付(10万部)。

［平成３０年度モニタリング（第６回会合）指摘事項関係］

① 電話勧誘適正化の一層の推進

⇒ （一社）テレコムサービス協会FVNO委員会において「重要事項説明項目及びトーク集」等を盛り込んだ「光コラボの

消費者保護に関する各種マニュアル・ツール」を作成、FVNO各社に配布（令和元年５月）。（詳細：資料７－５）

⇒ また、契約者数上位17社の事業者のうち、電話勧誘販売を行う13社では、本マニュアルを踏まえたトークマニュアル
の改善や、電話口での名乗りの徹底等、他事業者との誤認を防止する措置を実施済み。

② 高齢者への一層丁寧な対応の検討・実施

⇒ （一社）テレコムサービス協会FVNO委員会において、「高齢者対応方法及び理解度チェックシート」を作成、FVNO
各社へ周知（平成31年２月）。（詳細：資料７－５）

⇒ また、契約者数上位17社の事業者においては、高齢者の定義を設けた上で、年代等確認の結果、高齢者と判断
された場合には、業界自主基準等も踏まえ、家族/同居人の了承・同意有無の確認、契約即決の原則禁止、平易な補
足資料を用いた説明の実施等により措置を実施済み。

※ 関連する事業者団体の取組等

（一社）テレコムサービス協会FVNO委員会は、光卸サービスについて、事業者変更に係る利用者等向けの「図解リーフレット」を作成（令和元

年５月)し、今後印刷物を消費者団体等に配付予定。

80



制度面における対応状況概要

※ 第５回会合（平成３０年６月２８日）以降の取組

１．電気通信事業法の改正

モバイル市場の競争の促進及び利用者利益の保護を図るため、下記事項を内容とする「電気通信事業法の一部を改正する法律」

（令和元年法律第５号。以下「改正法」という。）が、令和元年5月17日に公布された。

① 通信料金と端末代金の完全分離や行き過ぎた囲い込みの是正

② 電気通信事業者及び販売代理店の勧誘の適正化

③ 販売代理店に対する届出制度の導入

当該改正法の施行に向けて、令和元年６月、電気通信事業法施行規則等の一部改正及び関係告示の制定について、情報通

信行政・郵政行政審議会に諮問。

２．SIM準備手数料の導入

・ 電気通信事業法に基づく初期契約解除制度について、2018年にはＭＶＮＯの普及が進み、ＭＶＮＯの音声通話付サービス

についての苦情相談も少ないとはいえない状況となってきたことから、告示改正を行い、２０１８年１０月より、ＭＶＮＯの音声通話

付サービスが初期契約解除制度の対象役務として追加された。

・ 第５回モニタリング会合（平成31年2月1日）において、（一社）テレコムサービス協会より、「初期契約解除に際してＭＶＮＯが負

担しているＳＩＭ準備手数料（仮）について、対価請求の項目として追加してほしい」との要望が示された。これを踏まえ、同会合

において「「ＳＩＭ準備手数料（仮）」については、総務省等において、その実情を踏まえた上で、今後の取り扱いを検討していく

ことが必要」であるとする要改善・検討事項が取りまとめられた。

令和元年６月、電気通信事業法施行規則の一部改正について、情報通信行政・郵政行政審議会に諮問。
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【ＭＮＯサービス】
１．苦情相談の総件数（推定）は、平成３０年度は、前年度に比べ、増加（約１３％）している。苦情相談の発生要因としては、「申

告者の認識との不一致（認識していない料金請求等）」や「契約解除の手続き（解約費用や方法への不満等）」が上位にある。

２．引き続き、各事業者及び関係事業者団体において本モニタリング会合での指摘等を踏まえた取組及び自主的な取組を実
施していくとともに、運用状況を注視し、適時見直し対応を行っていくことが求められる。

３．取組に当たっては、高齢者からの苦情相談割合が利用動向に比べ相対的に高い傾向となっていること、また、改正法の通
信料金と端末代金の完全分離や行き過ぎた囲い込みの是正を踏まえた新たな料金プランやサービス等の状況について利
用者への分かりやすい説明・周知が求められること、実地調査で不十分であった点※については十分に配意すべきことも踏
まえて対応していくことが必要である。

※ 実地調査において説明の実施状況が不十分と認められるケースあり。各調査対象事業者に改善指導を実施予定。

→ ① （一社）電気通信事業者協会から進捗報告がなされているところであるが、一層丁寧な高齢者対応や説明時間短縮等の方策について、引
き続き、各事業者及び（一社）全国携帯電話販売代理店協会においては、相互に連携しつつ検討を推進していくことが求められる。

② 「ICTサービス安心・安全研究会 消費者保護ルールの検証に関するWG」中間報告書を踏まえ、以下の取組も求められる。

・ 契約時における提供条件の概要の説明の場面において、期間拘束を伴う契約については、拘束期間全体において利用者が支払う
通信料金と端末代金の総額の目安を示すこと

・ 改正法を受けた新たな料金プランに移行することで恩恵が得られるにもかかわらず、そのことを十分に認識せずに従来の料金プランを
使い続ける既存の利用者が多数出ることのないよう、既存の利用者に対して様々な周知手段を用いて、料金プランの移行についての周
知を徹底すること

・ 携帯電話ショップにおけるスマホ教室等の推進等の利用者の理解を助ける取組を推進すること。

③ 改正法においては、MNOを含む一部携帯電話事業者に対し、行き過ぎた期間拘束を是正するための違約金の額の上限等の規律が導入
される見込みであるが、MNOにおいてはFTTHとのセット契約を行う利用者も少なくないことから、解約時の条件に係る説明として、携帯電話
とFTTHの更新月がずれる場合の説明や解約時の費用の説明等については一層の徹底が求められる。

※ 「→」は、今後の取組に当たっての留意事項、これまでのモニタリング会合での指摘（改善・検討事項）等に加え、取組が求められる個別事項等。
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【ＭＶＮＯサービス】

１．苦情相談の総件数（推定）は、平成30年度は、前年度に比べ相当程度減少（約２４％）している。このうち、データ通信専用
サービスについては大幅減（約５２％）となっており、音声通話付サービスについては微減（約３％）となっている。

２．各事業者及び関係事業者団体においては、本モニタリング会合での苦情等傾向分析結果やその指摘等を踏まえた取組及
び自主的な取組を実施していくとともに、運用状況を注視し、適時見直し対応を行っていくことが必要である。

→ ① （一社）テレコムサービス協会ＭＶＮＯ委員会は、ＭＶＮＯサービスの利用を考えている利用者への注意事項等をまとめた「チェックポイン
ト」（平成29年公表、平成30年改定）において初期契約解除制度等についての説明の追加やより分かりやすい表現への改定等を実施する
予定であるところ、早期実現及びその周知に努める必要がある。また、ＭＶＮＯサービスに特有な苦情も多く見られるところ、引き続き、そ
の内容の分析等を行い、必要に応じて同チェックポイントの改定等の適切な対応に努めるとともに、各事業者等においては、サービス内容
を分かりやすく周知していく取組を実施していく必要がある。

② 通信速度に係る苦情相談件数がＭＮＯと比べ引き続き相対的に多く寄せられるなか、実効速度の広告表示については、同委員会及び
電気通信サービス向上推進協議会において、実効速度の計測・表示方法を定める業界ガイドラインを近く策定・公表予定であるところ、策
定後は、各事業者における同ガイドラインを踏まえた取組が必要である。

③ 音声通話付サービスの初期契約解除制度導入を踏まえた制度の説明及び改正青少年インターネット環境整備法を踏まえたフィルタリン
グの内容・必要性の説明やフィルタリングの有効化措置の実施等について一層の徹底が必要である。
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【ＦＴＴＨサービス】

１．苦情相談の総件数（推定）は、平成３０年度は、前年度に比べ、微増（約２％）しており、苦情相談総受付件数に占めるFTTH
サービスの比率は依然として高い（約３６％）。

２．苦情相談については、特に電話勧誘を発生元とするものが過半を占め、発生要因としては、「事業者の信用度への不安」や
「契約先事業者についての説明不足」が上位となっており、勧誘主体や勧誘目的について利用者に誤解を与えるような勧誘が
行われていることにより、発生していると思われる苦情相談も多く寄せられている。

３. 改正法において、「自己の氏名若しくは名称」又は「勧誘である旨」を告げずに勧誘する行為は禁止されることとなり、法施行後
は、上記２．のような苦情相談については減少が期待されるところであるが、各事業者及び関係事業者団体においては、改めて、
利用者保護規律の遵守・徹底のため本モニタリング会合での指摘等を踏まえた取組及び自主的な取組を引き続き実施していくと
ともに、その運用状況を注視・検証し、適時見直し対応を行っていくことが求められる。また、取組に当たっては、高齢者からの苦情
相談割合が利用動向に比べ相対的に高い傾向となっていること、実地調査で不十分であった点※については、十分に配意すべき
ことも踏まえて対応していくことが必要である。

※ 実地調査において説明の実施状況が不十分と認められるケースあり。各調査対象事業者に改善指導を実施予定。

４．なお、本年７月１日からは、ＮＴＴ東西の卸売サービスの「事業者変更」※の開始が予定されているが、平成３０年５月から総務
省において開催された「ＮＴＴ東西の光サービスの卸売サービスの事業者変更の在り方についてのタスクフォース」において、
不適正営業の増加等の懸念が表明されているところである。

このような環境変化が今後、利用者からの苦情相談状況に対し、どのような影響・効果を生じさせるか注視の上、各事業者及び関
係事業者団体等は、適切な対応を行う必要がある。

→  ① （一社）テレコムサービス協会ＦＶＮＯ委員会は、継続的な課題でもある光卸を利用したFTTHサービスの電話勧誘時の課題等を改善する
ため、既存の業界マニュアルを改定・整理の上、「重要事項説明項目及びトーク集」「高齢者対応方法及び理解度チェックシート」等を盛り込ん
だマニュアル集を作成。NTT東西を通じ、FVNO各社へ周知（令和元年５月）。各事業者は本マニュアルに基づく適切な説明の実施・徹底及び、
販売代理店への周知・徹底が求められる。また、同委員会においては、苦情等の状況等も踏まえて、引き続き、その必要な見直し等を実施し
ていくことが求められる。（その際、NTT東日本・西日本においても、引き続き、当該取組に必要な協力・連携をしていくことが期待される。）

② 同委員会は、光卸サービス（事業者変更）について、利用者への情報提供、注意喚起を目的とした資料（「図解リーフレット」）を作成した
ところ、各事業者及び同委員会においては、本資料を活用し、光卸サービスについて一般消費者への適切な周知が求められる。

※ NTT東西から光回線を借り受けた卸先事業者（光コラボ事業者）から他の卸先事業者又はＮＴＴ東西への事業者の変更。電話番号及び光回線の継続した利用が可能となる。
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【分離型ISPサービス】

苦情相談の総件数（推定）は、平成３０年度は、前年度に比べ減少（約３２％）している。各事業者及び関係事業者団体にお
いては、自主的な取組を引き続き実施していくとともに、運用状況を注視し、適時見直しを行っていくことが求められる。

→ 分離型ＩＳＰサービスは、ＦＴＴＨサービスとのセットで契約されることが多いと考えられることから、（一社）日本インターネットプロバイダー協会に

おいては、必要に応じ、 （一社）テレコムサービス協会ＦＶＮＯ委員会等とも連携し、苦情の削減に向けた取り組みを強化することが期待される。

【ケーブルテレビインターネットサービス】

１．苦情相談の総件数（推定）は、引き続き絶対数は少ないが、平成３０年度は、前年度に比べ増加（約３４％）しており、チャネ
ルとしては、訪問販売の苦情相談が多く寄せられているところであり、留意していく必要がある。

２．各事業者及び関係事業者団体においては、本モニタリング会合での苦情等傾向分析結果やその指摘等を踏まえた取組を実
施するとともに、運用状況を注視し、適時見直し対応を行っていくことが必要であるが、各事業者においては、自らに寄せられる
苦情相談の内容を把握、分析し、適切に対応していくことが必要と考えられる。

→ （一社）日本ケーブルテレビ連盟においては、会員事業者に対して、本会合の結果等の情報共有、注意喚起を実施し、また、毎年消費者保護
に関する会員事業者向けセミナーを開催し、更に、消費者保護ルールに係る本連盟独自の解説資料を作成し会員事業者に共有、活用を促し
ているところ。引き続き、消費者保護の充実・向上に係る取組や訪問販売の適正化に向けた取り組みの強化が求められる。

【その他共通事項等】

１．広告表示（条件付き最安料金の訴求するといったもの）の適正性の確保については、総務省の他の会合等においても指摘
されているところ、各事業者及び事業者団体においては、利用者自らの適切なサービス選択に関し、利用者に誤認を与える
ことのないよう、取組を更に進めていく必要がある。

→ ＭＮＯ各社において、平成３０年１２月より、店頭広告の様式の指定、指定外様式の店頭広告やチラシの事前チェック等の取組を行っている。また、
電気通信サービス向上推進協議会広告表示アドバイザリー委員会においては、関係事業者から、テレビ、新聞等における広告の提供を受け、「電
気通信サービスの広告表示に関する自主基準及びガイドライン（第１２版）」（平成３０年１月、電気通信サービス向上推進協議会）に照らし不適合
なものを指摘し、関係事業者に改善を促しているところ。電気通信サービス向上推進協議会では、年内に広告表示アドバイザリー委員会の広告
チェック体制への「消費者モニター」の導入、上記ガイドラインの改定・追補、事業者による店頭広告表示での自主的な適正化施策の運用状況の
監査を実施することとしており、関係する事業者・団体の協力を得つつ、これらの取組を着実に進めていくことが求められる。

２．総務省においては、各事業者団体等の取組促進のための助言等のほか、改正法の施行等の環境変化や、苦情等傾向分析結
果等も踏まえて、各事業者等の運用状況を注視していくとともに、苦情等申告があった場合の早期の注意喚起、必要に応じての
調査、指導等、個別の事案に適切に対応していくものとする。また、「消費者保護ルールの検証に関するＷＧ」における検討と併
せて、消費者保護に係る課題に対する不断の取組を行うものとする。
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第３章関係
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◆ 「モバイルサービス等の適正化に向けた緊急提言」
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「モバイルサービス等の適正化に向けた緊急提言」について

概 要

「モバイル市場の競争環境に関する研究会」及び「ＩＣＴサービス安心・安全研究会 消費者保護ルー
ルの検証に関するＷＧ」が合同で、モバイルサービス等の適正化に向けて早急に取り組むべき事項を
整理したもの。

構 成

以下について、電気通信事業法の改正を含め、
必要な措置を検討・実施することを提言。

①シンプルで分かりやすい携帯電話に係る
料金プランの実現

②販売代理店の業務の適正性の確保

モバイルサービス等の適正化

シンプルで分かりやすい
携帯電話に係る

料金プランの実現

販売代理店の業務の
適正性の確保

議論の経緯

消費者保護ルール
の検証に関するＷＧ

モバイル市場の競争
環境に関する研究会

第１回（10/10）

事務局説明
ヒアリング①

第２回（10/18）

ヒアリング②
第３回（11/14）

ヒアリング③

第４回(11/26)

【合同会合】
緊急提言案

第１回（10/22）

事務局説明
ヒアリング①

第２回（11/8）

ヒアリング②
第３回（11/15）

ヒアリング③

パブリック
コメント

（～12/18）

第６回(1/17)

【合同会合】
緊急提言
とりまとめ

2018年 2019年
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提言①：シンプルで分かりやすい携帯電話に係る料金プランの実現

 購入する端末によって通信料金が異なり
不公平。

 割引等を受けるために通信役務の継続利用が
求められる場合があり、利用者を過度に拘束。

 端末買換えサポートプログラム（４年縛り）は、通
信役務の継続を条件とし、利用者を囲い込み。

 端末購入を条件とする通信料金の割引を
廃止。

 通信契約の一定期間の利用継続を条件とした
端末代金の割引の見直し。

 端末買換えサポートプログラム（４年縛り）につい
て抜本的に見直し（通信契約とのひも付けを禁止）。

通
信
料
金
と
端
末

代
金
の
完
全
分
離

行
き
過
ぎ
た

期
間
拘
束

 期間拘束なしの料金プランが実質的な選択肢と
なっていない。

 違約金の算定根拠が不明。

 期間拘束の自動更新により、スイッチングコス
トが上昇。

 期間拘束なしの料金プランについて、合理的理
由なく著しく劣る提供条件の設定を禁止。

 合理的根拠のない著しく高額な違約金を禁止。

 自動更新の有無により料金等に差を設けること
を禁止。

主な問題点 主な提言

最低限の基本的なルールとして電気通信事業法の改正を含め、必要な措置を検討・実施

現 状 見直し後

端末A
購入者

端末B
購入者

端末C
購入者

割引

通信
サービス

料金

端末
非購入者

通信サービス
料金

通信
サービス

料金

通信
サービス

料金

割引
割引

端末A
購入者

端末B
購入者

端末C
購入者

端末
非購入者

通信
サービス

料金

通信
サービス

料金

通信
サービス

料金

通信
サービス

料金

低廉化 低廉化 低廉化 低廉化

※このほか、過度に複雑な料金プランや合理性を
欠く料金プランについても見直しを求める。

＜想定される料金プランの見直しイメージ＞
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提言②：販売代理店の業務の適正性の確保

 行政が販売代理店の存在を直接把握できるよう
届出制度を導入。

 通信事業者・販売代理店による、利用者に誤解
を与える不適切な勧誘行為（社名や勧誘目的の不

明示等）を禁止。

 販売代理店の不適切な業務実態（独自の過度な端末

購入補助等）について業務改善命令の規律を導入。

主な問題点 主な提言

販売代理店の業務の適正性の確保に向け、電気通信事業法の改正を含め、必要な措置を実施

現 状 見直し後

通信サービスの提供条件の説明義務

代理店を直接把握する手段なし
（通信事業者を通じて把握）

端末の販売等に係る処分権限なし

通信サービスの提供条件の説明義務

代理店の届出制を導入

通信サービスの提供を前提条件とする
端末の販売等について、

業務改善命令等の規律を導入

利用者に誤解を与える不適切な勧誘行為を禁止

利用者に誤認を与える勧誘への規律なし

 通信サービスに係る苦情・相談が依然として多い
が、販売代理店への指導は一義的には通信事
業者に委ねられ、行政の現状把握が不十分。

 二次、三次販売代理店等の存在も含め、通信
事業者による指導が十分に行き届かず。

 通信事業者・販売代理店による利用者に誤認を
与える勧誘のほか、販売代理店における独自の
過度な端末購入補助等の不適切な業務は、業
務改善命令の対象外。
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91電気通信事業法の一部を改正する法律について

○ モバイル市場の競争の促進及び電気通信市場の環境の変化に対応した利用者利益の保護を
図るために、電気通信事業法の一部を改正（５月17日公布、10月１日施行。）。

。

モバイル市場の
競争の促進

■ 事業者間の競争が不十分
☜ 大手3社による寡占（シェア9割）
☜ 端末代金と通信料金が一体化し、
利用者に分かりにくく不公平。

■ 競争を促進するための基本
的なルールを整備

○ 通信料金と端末代金の完全
分離、期間拘束などの行き過
ぎた囲い込みの是正のための
制度を整備。

事業者・販売代理店の
勧誘の適正化

■ モバイル・FTTH等の苦情・相談
は高い割合で推移

■ 利用者の利益の保護のための
ルールを強化

○ 自己の名称等を告げずに勧
誘する行為等を抑止することで、
利用者利益の保護を強化。

販売代理店への
届出制度の導入

■ 販売代理店への指導は一義
的には事業者に委ねられ、行政
の現状把握が不十分

■ 販売代理店の業務の適正性
の確保に資する制度を整備

○ 販売代理店に届出制度を導
入することで、販売代理店の不
適切な業務の是正の実効性を
担保。

☜ 分野別の相談件数（2017年度）で見ると、
「ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続回線（FTTH含）」は3.3万件
（３位）、「移動通信ｻｰﾋﾞｽ」は2.4万件（８位）
（出典：全国消費生活情報ネットワークシステム（PIO-NET））
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販売代理店への届出制度の導入

○ 販売代理店の業務の適正性の確保を図るため、販売代理店についての事前届出制度を導入する。

販売代理店の契約関係のイメージ

① 販売代理店の名称・住所・代表者氏名

② 取り扱う通信サービスの事業者名等

③ 直接の委託元（電気通信事業者又は販売代理店）

の名称等

④ 取り扱う通信サービスの区分 等

届出事項

現状・課題 改正法による措置

 現在、行政が販売代理店を迅速・適確に把握する

手段がない。
(現在は、一部のみ電気通信事業者（携帯電話サービス、FTTHサービス
等を提供する者のうち契約者数１万以上の者）からの報告により把握）

 一定の通信サービス※の契約の締結の媒介等の業

務を行う販売代理店について、総務大臣に対する

事前届出制度を導入。
※ 携帯電話サービス、FTTHサービス、ISPサービス、電話サービス等

の一般向けサービス

販売代理店への指導は一義的には事業者に委ね
られており※、行政の現状把握が不十分。

販売代理店の業務の適正性の確保を図るため、行
政が販売代理店を直接把握するための制度を整備。

 販売代理店の迅速・的確な把握により、法の規定※

の適切な履行の監督及びこれらの違反に係る業務
改善命令の円滑な執行を担保。
※ 既存の規定：提供条件の説明義務、不実告知等の禁止

新たな規定：改正内容（１）及び（３）

※ 電気通信事業法第27条の3において、電気通信事業者は、委託先の販
売代理店の業務の適正かつ確実な遂行を確保するため、指導等の措置を
講じなければならない旨を規定。
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事業者・販売代理店の勧誘の適正化

○ 電気通信事業に関する利用者の苦情・相談が多数生じていることに対応し、利用者の利益の保護のための
ルールを強化する。

現状・課題 改正法による措置

41,381 45,666 
64,550 

80,548 77,120 68,606 
6,811 7,012 

6,952 

10,125 9,093 
8,848 

48,192 52,678 

71,502 

90,673 86,213 
77,454 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

平成24年度平成25年度平成26年度平成27年度平成28年度平成29年度

PIO-NET

電気通信サービスに係る苦情相談件数
（全国消費生活情報ネットワークシステム（PIO-NET）及び総務省）

近年、モバイル・FTTH分野に関する利用者からの
苦情・相談は高い件数で推移。

利用者の利益の保護のためのルールを強化し、既
存の利用者保護規律で対応できない課題に対処。

 電気通信事業者又は販売代理店について、通信

サービスの勧誘に先立って「自己の氏名若しくは名

称」又は「勧誘である旨」を告げずに勧誘する行為

を禁止。

 苦情・相談の要因には、既存の利用者保護規律で対
応できない次のような行為がある。
・ 勧誘主体等について誤解を与える勧誘
・ 勧誘目的であることを明示しない勧誘

→ 利用者のニーズに応じたサービス選択を阻害
利用者の誤解を招く不適切な勧誘の是正

自己の氏名等
を告げない

勧誘

勧誘である
ことを告げない

勧誘

利用者利益の保護を強化

【苦情の例】
「大手通信事業者からの電話だと思い契約したが、別の事業者だったので解約したい」
「契約プランの変更と思ったら別会社との契約になっていた」

2012          2013         2014          2015          2016          2017 

 違反した場合は業務改善命令の対象
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◆ 利用者意識
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携帯電話料金の水準に関する利用者意識①

出典：電気通信事業分野における市場検証（平成29年度）年次レポート（平成30年８月）

【移動系通信サービスの料金に対する満足度】

3.0%

10.7%

21.7%

6.9%

17.2%

49.8%

55.3%

26.3%

42.0%

30.7%

19.7%

37.2%

26.1%

7.7%

2.7%

20.6%

10.9%

1.1%

0.6%

8.4%

0.9%

0.0%

0.0%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

MNO
(n=2,803)

サブブランド
(n=261)

MVNO
(n=665)

全体
(n=3,729)

非常に満足 満足 ふつう 不満 非常に不満 わからない

95



69.9%

37.0%

28.3%

27.6%

26.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

月額利用料金が高い

初期費用（端末価格等）が高い

契約が期間拘束となっている

割引きやキャッシュバックの対象者

が偏っていて不公平

アフターサポートに不安がある

MNO(n=322)

※複数回答可・
上位５項目

44.0%

28.0%

20.0%

16.0%

12.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

データ通信の速度が遅い

特定の時間帯に繋がりにくい

アフターサポートに不安がある

自分が必要とする以上のデータ通信

容量のプランしかない

初期費用（端末価格等）が高い

MVNO(n=25)

※複数回答可・
上位５項目

携帯電話料金の水準に関する利用者意識②

【移動系通信サービスの不満足な点】

出典：電気通信事業分野における市場検証（平成29年度）年次レポート（平成30年８月）

37.5%

37.5%

33.3%

29.2%

20.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

契約が期間拘束となっている

アフターサポートに不安がある

データ通信の速度が遅い

月額利用料金が高い

通話の品質が悪い

サブブランド(n=24)

※複数回答可・
上位５項目
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 アンケートに回答した全てのMNO及び約半数のMVNOがキャッシュバックを実施しており、還元対象費目を特に設定せずに実

施している事業者が多かったほか、昨年度に引き続きMNOのみが他社設定違約金を還元対象費目としていた。還元方法は

MNO、MVNOのいずれも同傾向であったが、現金でのキャッシュバックを実施したと回答したMNOはいなかった。

 移動系通信サービスにおける、キャッシュバックと料金値下げに関する認識では、「キャッシュバックの増額よりも通信料金の値

下げを優先してほしい」との回答が最も多かった（78.5％）。

携帯電話料金の水準に関する利用者意識③

【移動系通信サービスにおけるキャッシュバックと
料金値下げに関する認識】

MNO MVNO

アンケート
回答者数 4者 21者

実施事業者数 4者 10者

還元対象費目

・他社設定違約金 (1)
・事務手数料 (1)
・月額通信料金（1）
・端末機器等代金 (1)
・なし (3)

・他社設定違約金 (0)
・事務手数料 (1)
・月額通信料金（1）
・端末機器等代金 (1)
・なし (7)

還元方法

・現金 (0)
・商品券等の金券 (2)
・料金無償化、割引（1）
・専用ポイント (3)
・その他（1）

・現金 (3)
・商品券等の金券 (3)
・料金無償化、割引（3）
・専用ポイント（3）
・その他 (0)

【移動系通信事業者におけるキャッシュバックの実施状況】

注：（ ）内の数字は実施している事業者の数。複数回答可。

78.5%

4.4%

15.9%

1.2%

キャッシュバックの増額よりも通信料金の値下げを優先してほしい。

通信料金の値下げよりもキャッシュバックの増額を優先してほしい。

通信料金の値下げとキャッシュバックの増額のどちらが優先でも構わない。

その他

出典：電気通信事業分野における市場検証（平成29年度）年次レポート（平成30年８月）

（n=3,723)
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19.3%

37.1%

16.2%

18.6%

0% 10% 20% 30% 40%

適用条件が多すぎて、

目的のキャッシュバック

が受けられなかった

適用条件等に関する

記述が小さい文字で表記

されるなどしていてわかりにくかった

キャッシュバックまで

長期かつ自ら申し出ないと適用

を受けられないことから申請を失念

期間限定とされていた

キャンペーン期間が延長された

（n＝3,747）

※複数回答可

 キャッシュバックに対する認識では、MVNO利用者において批判的な意見の割合が高い。また、「料金プランを分かりにくくして

いる」と感じる人の割合は全体で68.7％であり、他の項目に比べ最も高かった。

 キャッシュバックに関する利用者の経験では、「適用条件等の表記がわかりにくい」が37.1％で最も多かった。

携帯電話料金の水準に関する利用者意識④

【移動通信サービスにおけるキャッシュバックに対する認識】

出典：電気通信事業分野における市場検証（平成29年度）年次レポート（平成30年８月）

55.2%

29.3%

47.6%

67.1%

54.8%

34.1%

47.9%

70.5%

66.0%

30.7%

54.1%

74.6%

57.1%

29.9%

48.8%

68.7%

0% 20% 40% 60% 80%

通信料金高止まりの

要因の一つだと思う

通信事業者の営業戦略

として妥当だと思う

不公平だと思う

料金プランをわかりにくく

していると思う

MNO（n＝2,803） サブブランド（n＝261） MVNO（n＝665） 全体（n＝3,729）

【移動系通信事業者のキャッシュバックに関する利用者の経験】
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携帯電話サービスの品質に関する利用者意識

【移動系通信サービスの通信速度・品質に対する満足度】

出典：電気通信事業分野における市場検証（平成29年度）年次レポート（平成30年８月）

8.2%

5.0%

5.4%

7.5%

36.1%

40.2%

31.4%

35.6%

47.4%

44.4%

47.5%

47.2%

4.8%

6.5%

12.3%

6.2%

2.3%

3.4%

3.2%

2.5%

1.2%

0.4%

0.2%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

MNO
(n=2,803)

サブブランド
(n=261)

MVNO
(n=665)

全体
(n=3,729)

非常に満足 満足 ふつう 不満 非常に不満 わからない
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携帯電話の料金プランの理解に関する利用者意識①

出典：「携帯電話市場における競争政策上の課題について（平成30 年度調査）」（2018年６月28日公正取引委員会）別紙２「消費者アンケートの結果（概要）」
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携帯電話の料金プランの理解に関する利用者意識②

出典：「携帯電話市場における競争政策上の課題について（平成30 年度調査）」（2018年６月28日公正取引委員会）別紙２「消費者アンケートの結果（概要）」
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携帯電話の料金プランの理解に関する利用者意識③

MNO利用者の7.1％が、どの音声プランを自分が契約しているのかわからないと回答。

移動系通信サービス利用者の15.3％が、どの割引サービスを自分が受けているのかわからないと回答。

【現在適用を受けている割引サービス】

出典：電気通信事業分野における市場検証（平成29年度）年次レポート（平成30年８月）

29.4%
38.2%

22.1%

23.8%

39.8%
30.9%

8.6% 7.1%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2016年度
(n=1,824)

2017年度
(n=1,918)

ライトプラン 従量プラン その他プラン わからない

注：ライトユーザー向けプラン：MNOが提供している基本料が1,700円のプラン
例）カケホーダイライトプラン（NTTドコモ）、スーパーカケホ（KDDI）、スマ放題ライト（ソフトバンク）

従量プラン：MNOが提供している通話料が従量制（一部無料）基本料が1,000円未満のプラン
例）シンプルプラン（NTTドコモ）、LTEプラン（KDDI）、ホワイトプラン（ソフトバンク）

【MNOスマートフォン利用者における
音声ライトユーザ向けプランの選択状況】

32.5%

20.7%

20.6%

15.4%

15.3%

0% 10% 20% 30% 40%

長期契約割引

適用される割引サービスはない

家族限定型通話料金割引・定額制

固定ブロードバンドとのセット割引

わからない （n＝3,747）

※複数回答可・
上位５項目
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8.5%

30.6% 30.3%
20.9%

10.8% 11.8%

49.5%

41.5% 39.6%

21.1% 17.1% 18.4%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

NTTドコモ
(n=1,091)

KDDI
(n=759)

ソフトバンク
(n=485)

25ヶ月目以降はいつでも違約金なく解約できるプラン（※） 拘束期間がなく、いつでも違約金なく解約できるプラン

更新月以外は違約金がかかる従来の「２年縛り契約」 自分が契約している期間拘束に係るプランが分からない

携帯電話の料金プランの理解に関する利用者意識④

MNO利用者の約２割が、どの期間拘束プランを自分が契約しているのかわからないと回答。

【期間拘束プランの状況（MNO別）】

※ NTTドコモが提供するプラン（「フリーコース」）は、期間拘束の更新月に選択可能。KDDIが提

供するプラン（「誰でも割ライト」）及びソフトバンクが提供するプラン（「二年契約（フリープラン）」）
は、期間拘束の更新月及び新規契約時に選択可能。

出典：電気通信事業分野における市場検証（平成29年度）年次レポート（平成30年８月）

103



携帯電話の料金プランの理解に関する利用者意識⑤

出典：「携帯電話市場における競争政策上の課題について（平成30 年度調査）」（2018年６月28日公正取引委員会）別紙２「消費者アンケートの結果（概要）」
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期間拘束・自動更新を伴う契約に関する利用者意識

移動系通信サービス利用者の63.3％が、「当初の期間拘束経過後は、料金をそのままに、いつでも解約で

きるようにすべき」と回答。

【拘束期間の自動更新に関する利用者の認識】

66.1% 63.3%

9.1% 9.2%

19.9% 20.8%

4.9% 6.7%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2016年度
(n=2,292)

2017年度

（n=3,144）

当初の拘束期間経過後は、

基本料金をそのままに、

いつでも解約できるようにすべき

当初の拘束期間経過後は、

基本料金が上がっても良いので、

いつでも解約できるようにすべき

基本料金が引き続き安くなるのだから、

期間拘束が自動更新されても構わない

その他

出典：電気通信事業分野における市場検証（平成29年度）年次レポート（平成30年８月）
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違約金に関する利用者意識

出典：「携帯電話市場における競争政策上の課題について（平成30 年度調査）」（2018年６月28日公正取引委員会）別紙２「消費者アンケートの結果（概要）」
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第４章関係
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（１）携帯電話の料金プランの理解促進のための取組
① 拘束期間全体での総額表示
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109公正取引委員会「携帯電話市場における競争政策上の課題について（平成３０年度調査）」概要 109



公正取引委員会報告書（抜粋）① ー総額表示関連ー
「携帯電話市場における競争政策上の課題について（平成30年度調査）」

６ 競争政策上の考え方

（１）通信と端末のセット販売
通信役務の料金や端末の販売価格について，値引きやキャッシュバックが行われることは，価格競争の表れであり，それ自体は

望ましいことである。
しかし，通信と端末のセット販売において端末代金を大幅に値引く販売方法は，端末の大幅な割引に誘引される消費者をそのよ

うな販売方法を採ることが可能なＭＮＯ３社との契約へ誘引するため，ＭＶＮＯに対し，ＭＮＯは競争上優位な地位を獲得する。
この点，総務省は過度の端末購入補助の是正に取り組んでおり，これは電気通信事業法の趣旨・目的に沿ったものであるとともに，

ＭＶＮＯの競争環境の確保の観点からも評価できるものである。
端末市場において，ＭＮＯ各社が販売する端末のシェアは約９割であり，また，前記販売方法がＭＮＯ各社によって並行して採ら

れているという状況を踏まえれば，前記販売方法が，他の事業者の事業活動を困難にさせる場合には，独占禁止法上問題となる
おそれがある（私的独占等）。この場合，ＭＮＯ相互の意思の連絡が無く，ＭＮＯ各社の個別の判断に基づくものであったとしても，そ
れぞれの行為が独占禁止法上問題となるおそれがある。
なお，通常，販売代理店が独自の判断において行う端末代金の割引やキャッシュバックは独占禁止法上問題となるものではない

が，販売代理店が，端末をその提供に要する費用を著しく下回る価格で販売するなどにより，「不当廉売に関する独占禁止法上の
考え方」（平成21年12月18日 公正取引委員会）で示されている事項を満たす場合は，独占禁止法上問題となるおそれがある
（不当廉売）。
また，端末の本来の価格として表示された価格での販売実績がないなど，根拠のない価格からの大幅な値引き額や値引き率を

強調することで，他の事業者に係るものよりも著しく有利であると消費者を誤認させ不当に誘引する場合には，景品表示法上問題と
なるおそれがある。
消費者アンケートの結果によると，実際のＭＶＮＯ利用者の割合と消費者の選好との間に乖離が生じている可能性があり,その要

因の一つとして，消費者が契約内容やその負担額の大きさについて情報が不十分なため，本来の選好に沿った選択がなされてい
ないことが考えられる。すなわち，①ＭＮＯの契約プランを複雑と感じる消費者が多数で，ＭＮＯの実際の契約プランは一定期間に
かかる費用総額のイメージが理解しづらい，②消費者は，割引額を長期間の累積した金額で示されると誘引されやすい（実質的に
同じ金額でも，短期間の金額で示された割引額を過少評価する）傾向がある，という状況において，ＭＮＯと契約した場合の一定期
間の費用総額のイメージを持てないまま，一括で示される端末値引き額の大きさに誘引されて，本来の選好に沿った選択をできて
いない消費者がいる可能性がある。
消費者の商品・役務の選択は，個々の消費者の選好を反映して行われることが望ましく，ＭＮＯ各社は少なくとも期間拘束契約を

する場合には，当該期間において利用者が支払う通信役務と端末代金の費用総額の目安を消費者に示すことが望ましい。また，
契約の更新時においても同様に，更新後の拘束期間中において利用者が支払う通信役務と端末代金の費用総額の目安を消費
者に示すことが望ましい。
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公正取引委員会報告書（抜粋）② ー期間拘束関連等ー
「携帯電話市場における競争政策上の課題について（平成30年度調査）」

６ 競争政策上の考え方

（２）期間拘束・自動更新付契約（いわゆる「２年縛り」）

２年縛りについて，ＭＮＯ各社は契約期間の縛りのない価格から値引きをする代わりに２年間の利用を約束してもらう（中途解約す

る場合には契約解除料を払ってもらう）プランであるなどと説明している。独占禁止法の観点からは，２年縛りのないプランの料金が

２年縛りを正当化するためだけに名目上設定されたもので，実体のある価格と認められず，全体としてみて利用者を２年間拘束す

ること以外に合理的な目的はないと判断される場合に，他の事業者の事業活動を困難にさせるときには，独占禁止法上問題とな

るおそれがある（私的独占，取引妨害等）。

また，２年縛りを自動更新することについては，その趣旨を理解又は納得できずに不満を持つ消費者が多く（例：10 年以上も使っ

たのに契約解除料を請求された），これは消費者の利益とはなっていない。２年縛りの自動更新が実質的に消費者を拘束すること

以外に合理的な目的はないと判断される場合に，他の事業者の事業活動を困難にさせるときには，独占禁止法上問題となるおそ

れがある（私的独占，取引妨害等）。

（３）将来的な端末の下取りや同じプログラムへの加入等を前提としたプログラム（いわゆる「４年縛り」）

４年縛りのプログラムは，負担なくプログラムの解約等を行うことができる期間がなく，一度これを選択してしまうと，端末下取り及び

同プログラムの再契約以外の選択をしようと考えても，端末が高額になるほど消費者にとってその際の実質的な負担が大きい。同

プログラムが，消費者の契約変更を断念させることで消費者の選択権を事実上奪うものと判断される場合であって，他の事業者の

事業活動を困難にさせるときには独占禁止法上問題となるおそれがある（私的独占，取引妨害等）。

また，４年縛りは，あたかも端末を半額で購入できるかのような印象を与えることも懸念され，４年縛りのプログラムの表示の仕方

や，店舗での実際の説明の仕方によっては，消費者がプログラムのメリット・デメリットを十分に理解しないままに契約してしまう可能

性があることから，その表示や説明の内容・方法によっては，他の事業者に係るものよりも著しく有利であると消費者を誤認させ不当

に誘引する場合には，景品表示法上問題となるおそれがある。
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総額表示への各社の対応（NTTドコモ）

出典：第15回会合・株式会社ＮＴＴドコモ資料より抜粋
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総額表示への各社の対応（KDDI）

出典：第15回会合・ＫＤＤ株式会社Ｉ資料より抜粋
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総額表示への各社の対応（ソフトバンク）

出典：第15回会合・ソフトバンク株式会社資料より抜粋
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（１）携帯電話の料金プランの理解促進のための取組
② 利用実態に応じた料金プランへの見直し推進

115



利用者による利用実態と契約プランの乖離（概略図）

契約数

契約容量（月間）

契約数

使用量（月間）

契約時データ容量

実際のデータ使用量

1GB 2GB 5GB 20GB

1GB 2GB 5GB 20GB

２ＧＢ以下
プラン契約
は２割程度

約半数が
２ＧＢ未満
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（２）携帯電話ショップでの手続き時間等の長さへの対応
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手続時間等の長さへの各社の対応①

出典：第２回会合・電気通信事業者協会資料より抜粋
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手続時間等の長さへの各社の対応②

出典：第２回会合・電気通信事業者協会資料より抜粋
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手続時間等の長さへの各社の対応③

出典：第２回会合・電気通信事業者協会資料より抜粋
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手続時間等の長さへの各社の対応④

出典：第２回会合・電気通信事業者協会資料
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（３）広告表示の適正化に向けた対応
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123携帯電話等の店頭における広告表示について（消費者庁）

 消費者庁は、携帯電話等の端末の販売に関する店頭広告表示について、景品表示法上問題と
なるおそれのある表示を類型化し、公表（平成30年11月13日）。
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出典：第８回会合・電気通信事業者協会資料より抜粋

124

（電気通信事業者協会）



出典：第８回会合・電気通信事業者協会資料より抜粋
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出典：第14回会合・電気通信事業者協会資料より抜粋
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出典：第14回会合・電気通信サービス向上推進協議会資料を一部修正の上、抜粋
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１．広告チェック体制における消費者モニターの導入

広告表示適正化への取組①（電気通信サービス向上推進協議会）



２．「電気通信サービスの広告表示自主基準及びガイドライン」 改定検討
①店頭における広告表示の課題
 いわゆる「キャリアショップ」での「条件付き最安値表示」「キャッシュバック」等の店頭広告における注釈不備など。
 消費者庁による「携帯電話等の移動系通信の端末の販売に関する 店頭広告表示についての景品表示法上の考え方
等の公表について」なども昨年11月にあった。

②条件付き最安値表示（テレビ広告他）の課題
 料金の安さがことさら強調され制約条件などが分かりづらい（注釈量が多い、注釈が小さい、レイアウトや配色・背景などの
状況で注釈が読みづらい、表示料金以外に別途発生する料金があるのに記載がないあるいは分かりづらいなどなど）テレ
ビその他広告があるとの指摘。

 テレビ広告やWeb動画広告などで音声および文字で安さや優位性が強調されている際に、制約条件など打消し表示が
文字のみで表示されかつ小さい、あるいは表示されていても音声の強調タイミングと離れているなど。

（参考：消費者庁 広告表示に接する消費者の視線に関する実態調査報告書、打消し表示に関する実態調査報告書)

③Web広告（Webサイト）の課題
 Webサイト（ホームページ等）で注釈にたどり着くまで画面スクロールを要するなど本体（強調）表示から離れている、重
要な注釈がアコーディオンパネルの中にあり気づきにくい、バナー広告内の強調表示に対する注釈（打消し表示）がリンク
先に記載されている場合でリンク先の注釈が認識しづらいなど、必要な注釈が見落とされることがあるなど。

（参考：消費者庁 広告表示に接する消費者の視線に関する実態調査報告書、打消し表示に関する実態調査報告書)

上記各課題に対し、「電気通信サービスの広告表示自主基準及びガイドライン（第12版）」の改定について検討を行う。

128広告表示適正化への取組②（電気通信サービス向上推進協議会）

出典：第８回会合・電気通信サービス向上推進協議会資料を一部修正の上、抜粋



３．事業者による店頭広告チェックのオーディット

①事業者による掲出物のルール強化・徹底
移動体通信事業者3社(4ブランド）の店頭（いわゆる「キャリアショップ」の）広告掲示ルールの見直しによる広
告表示適正化が2018年12月に3社一斉に行われた。（ドコモ、KDDI、ソフトバンク各社による取り組み）

②事業者による掲出状況の事後チェック
事業者は上記①適正化が維持されるように定期的に事後チェック（店頭掲出状況確認）を実施する。チェック
方法などは事業者で検討中。

③事業者の事後チェック内容の報告を受ける
上記②事後チェックについて通信4団体を通じ電気通信サービス向上推進協議会はチェックの内容および結果
の報告を受ける。事業者の事後チェックが適切に機能しているかを外部から監査する。報告内容の詳細は事業
者と検討を進める。報告内容の概要を事業者名を伏せて同協議Webサイトで公開予定。

※事業者の店頭事後チェックの結果、店頭広告の掲出状況への懸念が再び発生することが予想されるような場
合は、電気通信サービス向上推進協議会においても事業者の事後チェックとは別のチェック方法について導入を
検討する。

129広告表示適正化への取組③（電気通信サービス向上推進協議会）

出典：第14回会合・電気通信サービス向上推進協議会資料を一部修正の上、抜粋



4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

準備期間

検討期間

改定案策定
4団
体照
会

１．広告チェック体制における消費者モニターの導入

運用開始

２．「電気通信サービスの広告表示自主基準及びガイドライン」 改定検討

４．対応スケジュール（予定）
2019年 2020年

改定を要する場
合

パブ
コメ

修
正 第13版 運用開始★

報道発
表

３．店頭広告の掲出状況チェックに対する外部オーディット

事業者準備期間 運用開始

130広告表示適正化への取組④（電気通信サービス向上推進協議会）

出典：第８回会合・電気通信サービス向上推進協議会資料を一部修正の上、抜粋



（４）不適切な営業を行う販売代理店等への対策
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※販売代理店の届出に関する周知文書



あんしんショップ認定制度

あんしんショップ認定協議会 （全国携帯電話販売代理店協会内に設置）

会 長
副会長
副会長

＜審査委員会＞
委員長
委 員
委 員
委 員
委 員
オブザーバー
オブザーバー
オブザーバー

澁谷 年史
有木 節二
前田 博史

新美 育文
北 俊一
長田 三紀
澁谷 年史
有木 節二
梅村 研
中溝 和孝
蒲 俊郎

（全国携帯電話販売代理店協会会長）
（電気通信事業者協会専務理事）
（全国携帯電話販売代理店協会副会長）

（明治大学法学部教授）
（野村総合研究所パートナー）
（全国地域婦人団体連絡協議会 事務局長）

（総務省消費者行政第一課長）
（総務省消費者行政第二課長）
（桐蔭法科大学院長・教授）

※敬称略

全携協
会 員
８２％

非会員
１８％

あんしんショップ認定
６７％

未認定
１５％

キャリアショップ

全８,０５４店

全スタッフに
消費者保護
の動画教育

ソフトバンク練馬 ａｕショップ新宿西口

（2019年1月1日時点）

（６,６４２店）

（５,４０４店）

（１,２３８店）

（１,４１２店）

※「モニタリング定期会合（第６回）」(一社)全国携帯電話販売代理店協会資料より引用

133



134

出典：第17回会合・全国携帯電話販売代理店協会資料
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出典：第17回会合・全国携帯電話販売代理店協会資料



136

【目的等】

光コラボの営業（特に電話勧誘）に関わる説明等について、消費者理解を促進することで、消費者トラブルの解消を目的と

しています。 特に、消費者とのコミュニケーションが必要な事項を重要説明事項から抜粋して、説明項目ごとに、ポイントと

トーク例を記載しています。

（説明項目の区分）

①フロント名乗り・あいさつ・営業編 ②各種事前確認編 ③サービス契約時の条件説明編 ④契約手続き編

⑤やめたい時の条件説明編 ⑥問合せ先編 ⑦契約の承諾編 ⑧後確認編 ⑨目視ツールの活用

※「モニタリング定期会合（第4回）」(一社)テレコムサービス協会 ＦＶＮＯ委員会・消費者関係ＴＦ資料より引用

１．事業者向け「重要事項説明のポイントとトーク集」の作成および配布

２．事業者向け 別冊「ＮＧトークの手引き」の作成

テレコムサービス協会（ＦＶＮＯ委員会）の取組み関係 136

【目的等】

営業トークの中で誤認を与えやすく消費者トラブルになりやすいトークの改善を目的としています。（第3回モニタリング定期

会合の提案）「重要事項説明のポイントとトーク集」の別冊としてNGトーク例と改善方法等を記載。

【目的等】

消費者の光回線の利活用に関する理解度の向上を目的として、

光コラボや転用について、仕組みや契約、チェックポイントを図解で説明。

３．消費者向け「図解リーフレット」の作成



（５）高齢者のトラブルへの対応
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高齢者への丁寧な対応（電気通信事業者協会）

■ 2016年5月以降、高齢者への丁寧な対応を目的として、MNO3社で自主基準を定め、
端末操作方法等のご説明、契約内容の最終確認を追加で行ってきた

■ よりご高齢のお客様は店頭のご説明で理解いただけないケースも多いことから、ご家族の同
伴や電話確認等を推奨するよう、2018年8月以降MNO3社で取組を開始

高齢者
（65歳以上）

高齢者
（80歳以上）

より丁寧な応対を宣言
（2018年7月30日）

TCA自主基準
（MNO3社） 各社の施策内容

※契約者の同意を得られない場合は実施しない

家族へのアプローチ
■家族の同伴を推奨
■家族への電話確認

丁寧な応対を宣言
（2016年5月19日）

高齢者専用のチェックシート
（端末操作説明の要否確認等）

NEW

出典：第２回会合・電気通信事業者協会資料
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（参考）TCA自主基準（2018年7月30日）

出典：第２回会合・電気通信事業者協会資料
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（参考）同伴の推奨（ホームページ・ツール等）

■各社のホームページ・ツール類でご家族の同伴を推奨

NTTドコモ

ソフトバンク

KDDI

新規契約・機種変更ページで
ご家族の同伴を推奨

※総合カタログで同様に推奨

高齢者専用の店頭チラシを作成し
ご家族の同伴を推奨

高齢者専用の店頭チラシを作成し
ご家族の同伴を推奨

※総合カタログ・
ホームページ・
店頭ポスターで
同様に推奨

出典：第２回会合・
電気通信事業者協会資料
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高齢者への丁寧な説明（全国携帯電話販売代理店協会）

出典：第17回会合・全国携帯電話販売代理店協会資料
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（６）法人契約者のトラブルへの対応
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法人からの苦情相談の内容

出典：総務省消費者相談センターに寄せられた苦情・相談案件（2018年4～11月分）を集計・分析

＜具体的な苦情内容の例＞

【携帯電話等】

【無線LAN等】

【FTTH】
○ 契約の際、事前説明、書面交付がなく、料金を二重に引き落と
されていた。

・ 携帯電話を契約する際、販売代理店は契約書を結ばず、事前説明もなかった。
また、料金の二重引き落としやプラン変更・名義変更を勝手に行われた。問合せ
先に連絡したところ、法人には契約書面の交付等の義務はないと言われた。

○ 安くなると言われ契約したが、請求が高額になった。解約の話を
出すと、高額な違約金を請求された。

・ 法人名義で携帯電話を３台契約した。月あたり3,000円安くなるという説明だった
が、逆に10,000円高くなった。状況把握のため紙の請求書を要求したが、一向に
対応されない。不信感が募り、解約の話を出すと、違約金60万円と言い出した。
対処方法は。

○ 新規に契約したが、不要な契約であり解約したい。しかし、高額
な違約金がかかる。

・ 大手通信会社の代理店を名乗るところから執拗な電話勧誘を受けた。契約した
覚えが無かったが、請求書が送られてきたため、解約を申し出ると高額な違約金
がかかると言われた。消費生活センターに相談したら、法人契約ということで総務
省を案内された。

○ 契約内容がわからない。助けてほしい。

・ 消費生活センターに出向いたが、事業者契約、法人契約扱いとのことで対 応出来ない
と言われ、総務省を案内された。インターネットは使用していないが、固定電話の使用
料金が安くなると言われ話を聞いた。今まで４千～５千円の固定電話料金が毎月１万
数千円となってしまった。契約の内容がわからない。年寄りだけでどう対応して良いか
わからない。何とか助けて欲しい。

○ 大手通信会社を名乗る者から料金が安くなると電話勧誘を受け
契約。実際には高くなった。

・ 大手通信会社を名乗り、単にインターネット料金が安くなるとの説明で契約してしまっ
た。その後契約書が届いたが、内容も理解できず放置してしまった。また、今までより
料金が 高くなってしまい、どうしたら良いかわからない。

○ 大手通信会社からの電話だと思い手続きをしたが、別の会社との
契約だった。費用負担なく解約し、元の事業者に戻りたい。

・ 大手通信会社からの電話による手続きだと思い、言われるがままに操作した。後日、
今までの回線が使えなくなったことで大手通信会社とは別会社であることが分かった。
費用負担なく解約し、元の事業者に戻りたい。

・ 大手通信会社の代理店を名乗るところから電話勧誘を受けた。プラン変更の案
内と誤認したこと、これまでと値段が変わらないと言われたことから、契約を承諾し
てしまった。解約を申し出たが、５年縛りの契約で１０万円ほどの違約金が発生す
ると言われ、通信事業者にも問い合わせたが、代理店と話してくれと言われた。
何とかならないか。

○ 光回線の電話勧誘が迷惑

・ 法人だが、光サービスの電話勧誘が頻繁にあり迷惑している。冒頭大手通信会社を名
乗るが、問い詰めると別の会社だと言いはじめる。電話が来ないようにする方法はない
か。

⇒ 個人と同種の苦情相談が寄せられている
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法人契約に係る規律（電気通信事業法）

【説明義務】

（提供条件の説明）
〔電気通信事業法〕

第二十六条 電気通信事業者及び電気通信事業者から電気通信役
務の提供に関する契約の締結の媒介、取次ぎ又は代理（略）の業務
及びこれに付随する業務の委託を受けた者（略）は、利用者（略）と次
に掲げる電気通信役務の提供に関する契約の締結又はその媒介等
をしようとするときは、総務省令で定めるところにより、当該電気通信
役務に関する料金その他の提供条件の概要について、その者に説明
しなければならない。ただし、当該契約の内容その他の事情を勘案し、
当該提供条件の概要について利用者に説明しなくても利用者の利益
の保護のため支障を生ずることがないと認められるものとして総務省
令で定める場合は、この限りでない。
一 ～ 三 （略）
２ （略）

【書面の交付義務】

（書面の交付）
〔電気通信事業法〕

第二十六条の二 電気通信事業者は、前条第一項各号に掲げる電気通信役務の提供に関す
る契約が成立したときは、遅滞なく、総務省令で定めるところにより、書面を作成し、これを利
用者（電気通信事業者である者を除く。以下この条及び次条において同じ。）に交付しなけれ
ばならない。ただし、当該契約の内容その他の事情を勘案し、当該書面を利用者に交付しなく
ても利用者の利益の保護のため支障を生ずることがないと認められるものとして総務省令で定
める場合は、この限りでない。

〔電気通信事業法施行規則〕
第二十二条の二の三
１～５ （略）

６ 法第二十六条第一項ただし書の総務省令で定める場合は、次に
掲げる対象契約の締結又はその媒介等をしようとする場合とする。

一 法人その他の団体である利用者とその営業のために又はその
営業として締結する契約（営利を目的としない法人その他の団体に
あつては、その事業のために又はその事業として締結する契約。第
二十二条の二の十第一号において「法人契約」という。）
二～三 （略）

〔電気通信事業法施行規則〕
第二十二条の二の四
１～５ （略）
６ 法第二十六条の二第一項ただし書の総務省令で定める場合は、次に掲げる場合とする。
一 前条第六項第一号から第三号までに掲げる対象契約が成立した場合
二～四 （略）

【勧誘継続行為の禁止】

（電気通信事業者等の禁止行為）
「電気通信事業法｝
第二十七条の二 電気通信事業者又は媒介等業務受託者は、次に掲げる行為をしてはなら
ない。
一 （略）

二 第二十六条第一項各号に掲げる電気通信役務の提供に関する契約の締結の勧誘を受け
た者（略）が当該契約を締結しない旨の意思（当該勧誘を引き続き受けることを希望しない旨
の意思を含む。）を表示したにもかかわらず、当該勧誘を継続する行為（利用者の利益の保護
のため支障を生ずるおそれがないものとして総務省令で定めるものを除く。）

〔電気通信事業法施行規則〕
（勧誘継続行為の禁止の例外）

第二十二条の二の十 法第二十七条の二第二号の総務省令で定める行為は、次に掲げる
行為とする。
一 法人契約の締結の勧誘
二 （略）
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「電気通信事業法の消費者保護ルールに関するガイドライン」上の取扱い

○ 法人契約

法人その他の団体（法人等）を相手方とする契約であって、営利を目的とする法人等
の場合には当該法人等の営業目的で（その営業のために又はその営業として）、営利
を目的としない非営利の法人等の場合には当該法人等の事業目的（その事業のため
に又はその事業として）で締結される契約をいう。すなわち、これらの法人等が通常、
事業・職務の用に供するために電気通信役務契約を締結する場合は法人契約として
説明義務等の適用除外となる。他方、法人等の名義の契約であっても、実際には個人
の家庭用として電気通信役務が用いられている場合は、法人契約とはならない。

個人名義の契約は、基本的には、法人契約に該当しない。すなわち、例えば、小規
模な個人事業主は、交渉力及び情報量において電気通信事業者等と格差があると考
えられるため、原則として、一般の消費者と同様に取り扱うこととしている。

ただし、「法人等」には、法人の他、民法上の組合をはじめ、法人格を有しない社団
及び財団（権利能力なき社団・財団）、各種の親善・社交等を目的とする団体が含まれ、
法人格を有しないマンション管理組合も含まれる。すなわち、契約名義が個人であった
としても、このような任意団体がその事業目的又は営業目的で電気通信役務契約を契
約するとみられる場合は、法人契約に該当する。
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（７）その他
① 成年年齢引き下げに対応した消費者教育の推進
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関係省庁（消費者庁、文部科学省、法務省、金融庁）が緊密に連携し、2018年度から2020年度までを集中強化期間として、
実践的な消費者教育の実施を推進するため、以下の取組を推進

2020年度までには、
・全ての都道府県の全高校で「社会への扉」を活用した
授業が実施されること
・全都道府県に消費者教育コーディネーターが配置される
ことを目指す

○「若年者への消費者教育の推進に関するアクションプログラム」
（平成30年２月20日 若年者への消費者教育の推進に関する４省庁関係局長連絡会議決定）

・大学等と消費生活センターとの連携支援・出前講座の実施

・大学における講義実施等を通じた正しい金融知識の普及

高等学校等における消費者教育の推進

・ 学習指導要領の徹底

・ 消費者教育教材の開発、手法の高度化

・ 実務経験者の学校教育現場での活用

・ 教員の養成・研修

大学等における消費者教育の推進

「若年者の消費者教育分科会」による検討と取りまとめを
受けた消費者教育推進会議における審議を踏まえ、教
員による消費者教育の指導力向上のための取組を推
進

消費者教育コーディネーターの育成・配置等による
実務経験者の活用の推進

実践的な能力を身に付ける教材「社会への扉」を活用

した授業の実施の推進等

○ 教職課程における消費者教育の内容の充実
○ 有機的に連携した継続的な体制の構築
○ 現職教員に対する講習、研修における講座の開設数の
増加及び内容の充実

○ 外部人材等の活用及び育成

その他 全ての都道府県等において、消費者教育推進計画・消費者教育推進地域協議会の策定・設置を
目指す 等 ４
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５

【目的】 成年年齢の引下げが議論されていることも踏まえ、高等学校段階までに、契約

に関する基本的な考え方や契約に伴う責任を理解するとともに、身近な契約等を通じて、
社会において消費者として主体的に判断し責任を持って行動できるような能力を育む。

社会への扉

契約や消費者トラブル等が身近な暮らし
の中に存在することに気付かせる。

○ 高校生向け消費者教育教材「社会への扉」

Ｐ.１～２
導入

生
徒
用
教
材

契約について理解しよう！

消費者が主役の社会へ
お金について理解しよう！

暮らしの安全について理解しよう！

－12のクイズで学ぶ自立した消費者－

グループ学
習にも活用
できるワーク

を掲載

ワーク３ なぜ、法律では上のよ
うな取引に関してクーリング・オフ
制度を定めているのだろうか。

高校生にも
身近なイン
ターネット
ショッピン
グの注意
事項を具体
的に掲載

消費生活センターについて知ろう！

あなたの行動が社会を変える！

・クレジットカードの仕組み、多重債務、将来の詐欺的投資
被害を防ぐための注意を掲載

・暮らしに潜む危険の例を紹介し、安全に配慮した行動、
再発防止のための行動がとれる消費者になることを促進

・「高校生が消費生活センターに相談したら」という設定の
マンガで紹介

・消費者トラブルにあった際に行動することが、消費者市
民社会の実現につながることを紹介

教
師
用
解
説
書

消費生活に関する１２のクイズを掲載

生徒用教材に関わる学習指導
要領の項目等を示す表

●生徒用教材各ページ
の解説

●教師として知っておきた
い若年者を取り巻く消費
生活に関する情報

●生徒用教材の「ワーク」
「発展」、「プラスα問題」
の考え方

公民科、家庭科の指導案例とワーク
シート例（ワークシート実物大はウェブサイト掲載）

消費者教育の必要性についての
メッセージ
・消費者教育を実践している
教師・弁護士・消費生活相談員

Ｐ．３～１１

キャッチセールスのイメージ

消費者庁 社会への扉 検索
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（７）その他
② 青少年フィルタリング利用の促進
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青少年インターネット環境整備法（改正の概要）

青少年確認

フィルタリング説明

フィルタリング
有効化措置

契約締結者又は携帯電話端末等の使用者が18歳未満か確認

①青少年有害情報を閲覧するおそれ、②フィルタリングの必要性・内容を
保護者又は青少年に対し、説明

契約とセットで販売される携帯電話端末等について、販売時に
フィルタリングソフトウェアの設定を行う。
（保護者が希望しない旨を申し出た場合を除く）

携帯電話事業者に対して、契約者又は端末（携帯電話・PHS）の使用者が青少年（18歳未満）の場合、（保護者が

利用しない旨を申し出た場合を除き）フィルタリングサービスの利用を条件として、通信サービスを提供することを
義務付け 等

１．携帯電話事業者及び代理店に対して、上記義務に加え、新規・変更契約時に下記を義務付け

① パソコンメーカー等に加え、携帯電話端末の製造事業者に対して、ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞｿﾌﾄｳｪｱのプリインストール等、ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ容易化措置を義務付け
② ＯＳ開発事業者に対して、フィルタリング有効化措置・フィルタリング容易化措置を円滑に行えるようＯＳを開発する努力義務
③ 上記「１．」の青少年確認において、保護者等に対して、携帯電話端末等を青少年に使用させるために契約を締結しようとする場合にはそ

の旨を申し出ることを義務付け

２．ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ提供義務の対象機器を携帯電話・PHSに加え、データ通信用端末（タブレット等）に拡大

【改正前の内容】

【改正の内容】

（注）その他

〔 2008年６月11日成立、2017年６月16日改正法成立、2018年２月１日改正法施行 〕
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閲覧防止のための
義務の内容

13条

青少年確認義務

・契約者又は端末

使用者が青少年

（18歳未満）か

確認

14条

説明義務

・ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞの

必要性等を保

護者又は青少

年へ説明

15条
（旧17条）

フィルタリング

サービス提供義務

・契約者又は端末

使用者が青少年の

場合、ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞの

利用が役務提供の

条件とする

1６条

フィルタリング

有効化措置義務

・ 役 務 提 供 契 約 と

セットで販売される

端末等についてﾌｨﾙﾀﾘ

ﾝｸﾞｿﾌﾄｳｪｱ等の設定を

行う

17条
（旧18条）

フィルタリング

提供義務

・役務の提供を受

ける者から求めら

れた際にﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ

を提供する

18条
（旧19条）

フィルタリング利用

容易化措置義務

・ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞのﾌﾟﾘｲﾝｽ

ﾄｰﾙ等ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞの利

用を容易化する措置

を講じる

19条

容易化措置円滑

化の努力義務

・有効化措置や

容易化措置を円

滑に行えるよう

ＯＳを開発

義務主体
携帯電話インターネット接続役務提供事業者及び契約代理店

※15条は前者のみ。

インターネット

接続役務提供事業者

インターネット

接続機器製造事業者

ＯＳ

開発事業者

特定携帯電話端末等 （携帯電話回線によるネット接続可能、端末販売が回線契約と併せて行われる場合）

スマートフォン

○ ○ ○ ○ ○タブレット

（Cellular+Wi-Fiモデル）

携帯電話端末等 （携帯電話回線によるネット接続可能、端末側のフィルタリングの設定不要）

従来型ガラケー・PHS ○ ○ ○ × ○ ○ ○

携帯電話端末等 （携帯電話回線によるネット接続可能、端末販売が回線契約と別々に行われる場合）

持込みのスマホ端末
○ ○ × ○ ○

一部の携帯ゲーム機

その他インターネット接続機器（携帯電話回線接続不可）

デスクトップパソコン

× × × × ○ ○ ○
タブレット

（Wi-Fiモデル）

多くの携帯ゲーム機、

携帯音楽プレーヤー等

○ ○

○ ○

青少年有害情報の閲覧防止措置と対象機器のイメージ

※斜線部分：改正法で新たに義務の対象となったもの
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○ 青少年の適切なインターネット利用のための啓発活動や、青少年の保護に有効なフィルタリングサービス
等について、携帯電話事業者、OS事業者、保護者等、各関係者の役割を踏まえた検討を行うため、2016年４
月より開催。

○ 今般、改正青少年インターネット環境整備法の施行（2018年２月）後における関係者の取組状況等について、
第６回会合（2019年２月25日開催）及び第７回会合（2019年７月17日開催）で議論を行い、2019年８月９日に「青少年
のフィルタリング利用促進のための課題及び対策」として取りまとめのうえ公表。

総務省 ＩＣＴサービス安心・安全研究会
〔座長：新美 育文（明治大学名誉教授）〕

青少年の安心・安全なインターネット利用環境整備に関するタスクフォース
〔主査：中村 伊知哉（慶應義塾大学大学院メディアデザイン研究科教授 ）〕

（体制図）（開催状況）

第１回 2016年 ４月 11日
第２回 〃 ５月 23日
第３回 〃 ６月 ９日
第４回 〃 12月 15日
第５回 2017年 ６月 12日
第６回 2019年 ２月 25日
第７回 2019年 ７月 17日

〔主な観点〕

１．契約時のフィルタリング申込み・有
効化措置等の促進

２．フィルタリングを始めとするペアレ
ンタルコントロールの必要性に係る認
識の醸成

３．フィルタリングサービスの使いやす
さの向上

「青少年のフィルタリング利用
促進のための課題及び対策」
（2019年８月９日公表）

（構成員） ◎：主査、○：主査代理

◎中村 伊知哉 慶應義塾大学大学院メディアデザイン研究科教授

○曽我部 真裕 京都大学法学系（大学院法学研究科）教授

浅井 和行 京都教育大学副学長

上沼 紫野 弁護士 虎ノ門南法律事務所

宇津木 麻也子 e-ネットキャラバン専任講師

尾上 浩一 （一社）安心ネットづくり促進協議会副会長

尾花 紀子 ネット教育アナリスト

岸原 孝昌 （一社）モバイルコンテンツ審査・運用監視機構事務局

森 亮二 弁護士 英知法律事務所
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「青少年のフィルタリング利用促進のための課題及び対策」
（2019年８月９日公表）について
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○ 昨今、青少年へのスマートフォンの普及は大きく進展しており、SNSを利用して犯罪の被害にあう児童・生徒
の数も高止まりするなど、スマートフォンの普及に伴うトラブルも増加している。
一方で、スマートフォンを利用する青少年のフィルタリングの利用率は４割程度（2017年度44.0％、2018年度36.8％）と

なっており、フィーチャーフォンの時代よりも低下している。

○ こうした状況の下、青少年のインターネットを適切に活用する能力の習得やフィルタリング利用の普及によ
り、青少年のインターネットの安心・安全な利用を図ることは重要な課題。中でも、青少年によるフィルタリ
ングの利用促進は、上記のインターネット上のトラブルの回避等に資するものであり、2018年２月に施行され
た改正青少年インターネット環境整備法の着実な履行やインターネット上の海賊版サイト対策等の観点からも、
これまで以上に強く求められている。

○ 青少年フィルタリングについては、SNSを利用できなくする不便なものと一部で捉えられているが、実際には、
違法・有害サイト等の閲覧を制限しつつ、必要なSNSについては利用可能とできるほか、利用時間管理等の機能
を有するものもある。青少年フィルタリングは、青少年のICTリテラシーの状況や、青少年及び保護者のニーズ
等に応じて、個々別々に安心・安全なインターネット利用環境を実現する有効なツールと捉え直す必要がある。

また、スマートフォンの普及に伴い、青少年のフィルタリング利用促進に係るプレイヤーは、これまでの携
帯電話事業者、販売代理店やフィルタリング事業者のみならず、OS事業者、SNS等を含むコンテンツ・プロバイ
ダ等にも広がり、多様化・グローバル化していることにも配意する必要がある。

○ このような背景及び認識の下、青少年のフィルタリング利用の促進に関し、次のような観点から、課題及び
考えられる対策の整理を行った。

１．契約時のフィルタリング申込み・有効化措置等の促進
２．フィルタリングを始めとするペアレンタルコントロールの必要性に係る認識の醸成
３．フィルタリングサービスの使いやすさの向上

（参考）青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律（平成二十年法律第七十九号）（抄）

（携帯電話インターネット接続役務提供事業者の青少年有害情報フィルタリングサービスの提供義務）
第十五条 携帯電話インターネット接続役務提供事業者は、役務提供契約の相手方又は役務提供契約に係る携帯電話端末等の使用者が青少年である場合には、青少年有害情報フィルタリングサービ

スの利用を条件として、携帯電話インターネット接続役務を提供しなければならない。ただし、その青少年の保護者が、青少年有害情報フィルタリングサービスを利用しない旨の申出をした場合
は、この限りでない。

（携帯電話インターネット接続役務提供事業者等の青少年有害情報フィルタリング有効化措置実施義務）
第十六条 携帯電話インターネット接続役務提供事業者等は、携帯電話端末等（中略）であって、その販売が携帯電話インターネット接続役務の提供と関連性を有するもの（中略）を販売する場合

において、当該特定携帯電話端末等に係る役務提供契約の相手方又は当該特定携帯電話端末等の使用者が青少年であるときは、当該特定携帯電話端末等について、青少年有害情報フィルタリング
有効化措置を講じなければならない。ただし、その青少年の保護者が、青少年有害情報フィルタリング有効化措置を講ずることを希望しない旨の申出をした場合は、この限りでない。
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① 携帯電話事業者におけるフィルタリング利用に係る実データの把握・公表等

フィルタリング利用促進に向けた適切な対策を講じるためには、フィルタリングの利用状況や販売代理店等
の実態について正確な把握が必要。このため、契約時におけるフィルタリングの申込み率及び有効化措置率に
ついて、携帯電話事業者が正確に把握し、情報を開示することが求められる。またその際、携帯電話市場にお
けるMNO３社のシェアが約９割であることを踏まえれば、MNOについては事業者ごとの実データを自主的に開示
することが適切と考えられる。

〔考えられる対策〕
フィルタリングサービス申込み率、有効化措置率等に係る実データの把握・公表

② 携帯電話事業者における販売代理店に対する指導等の徹底

フィルタリングの説明が契約プロセスの最後に行われること、営業成績に直結しないこと等の実情も踏まえ、
法令上の義務の履行主体であり、かつ販売代理店に対する指導等措置義務を有する携帯電話事業者においては、
販売代理店の店頭スタッフが利用者にフィルタリングの重要性等を丁寧かつ簡潔に分かりやすく説明できるよ
う、販売代理店へのインセンティブ（動機付け）の設計等を含め、より責任を持って指導することが必要。

〔考えられる対策〕
・携帯電話事業者による販売代理店の店頭スタッフに対する研修の充実及び販売代理店へのフィルタリング説

明ツールの配備等
・業界団体（携帯電話事業者、販売代理店）におけるフィルタリング利用の徹底のための説明話法の作成・普

及
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③ 事業者間の連携（OS事業者、コンテンツ・プロバイダ等の協力推進）

フィルタリングにおけるOS事業者が果たす役割の重要性が増していること、また、通信サービスと端末販売
が別の主体で行われるケースが増えていくと考えられること等を踏まえると、フィルタリングの説明・設定の
促進のためには、携帯電話事業者のほか、OS事業者等においても、プリインストールの検討を含め、自社が提
供するフィルタリングに係るサービスや機能等について、店頭スタッフの負荷軽減の観点やユーザー自身によ
る設定の容易化の観点から、説明・設定しやすくするための協力を行うことを検討すべき。
併せて、青少年の利用ニーズの高いSNS等を含むコンテンツ・プロバイダについても、携帯電話事業者と連携

して青少年の利用環境整備に努めるべき。

〔考えられる対策〕
・携帯電話事業者や販売代理店による説明・設定やユーザー自身による設定等へのOS事業者等の協力方法の検

討
・カスタマイズ機能により青少年に特定のSNSを利用させることについて、保護者の判断に資するSNSサイト・

アプリの情報（保護対策、トラブル事例等を含む）の発信体制（安心ネットづくり促進協議会、青少年ネッ
ト環境整備協議会、携帯電話事業者等の協力体制）の構築（後掲：３．②）

④ MVNOにおける取組の推進

青少年によるMVNOサービスの利用が今後増加する可能性があることも踏まえ、業界においてフィルタリング
利用促進に向けた方策等を検討することが必要。

〔考えられる対策〕
MVNOにおけるWeb申込み時等のフィルタリング利用に係る認識向上のための方策等の検討・推進
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① 利用者に対するインパクトのある周知啓発方法の検討の実施

一般利用者に対して広くフィルタリングを始めとするペアレンタルコントロールの必要性等の認識を広める
には、インパクトのある効果的な周知の手法や媒体を検討すべき。

〔考えられる対策〕
・携帯電話事業者等におけるテレビCMや動画投稿サイト等の影響力のある媒体での周知強化
・販売代理店等での店内におけるフィルタリングの説明に係る動画等の提示（海賊版対策との連携等）

② 周知啓発の講座等の一層の推進

青少年及びその保護者がフィルタリングの有用性や機能（サイト・アプリのカスタマイズ機能等も含め）に
ついて正しい情報を把握できるよう、青少年の安心・安全なインターネットの利用に係る啓発講座の更なる実
施推進を図るべき。

〔考えられる対策〕
・フィルタリングの解説を含むe-ネットキャラバンPlus講座の推進（フィルタリングを扱う講座の推奨等）
・携帯電話事業者やSNS事業者等によるスマートフォンの安全な利用に係る教室の推進・拡充

③ ペアレンタルコントロールに係るサービス等の周知強化

低年齢層を含めた青少年のスマートフォンの利用時間が長時間化している状況のもと、青少年及びその保護
者のニーズに沿ったスマートフォンの活用を可能としていくため、一部のフィルタリングサービスにおいて、
利用時間制限、利用状況確認等の機能が含まれていることを訴求するなど、ペアレンタルコントロールに係る
サービスについて、低年齢層の保護者向けなども含め、広く周知を行うことが重要。

〔考えられる対策〕
フィルタリングや利用時間制限等のペアレンタルコントロール機能に係る啓発資料の作成・普及
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① 利用者が使いやすいサービスの周知・普及

フィルタリングで制限されているSNSを子供に使わせるためにフィルタリングを利用しない、というユーザー
が一定数存在するところ、フィルタリングのカスタマイズ機能（「高校生プラス」モード等の選択を含む。）
及びその操作方法についての周知の強化を図ることが必要。また、関係事業者等においてフィルタリングの設
定操作の簡略化に向けた検討を行うことが必要。

〔考えられる対策〕
・カスタマイズ機能等（「高校生プラス」モード等の選択を含む。）の周知強化
・携帯電話事業者、フィルタリング事業者やOS事業者等の関係事業者等におけるフィルタリングの設定や操作

の簡易化に向けた検討

② フィルタリングのカスタマイズに関して保護者の判断に役立つ情報の発信体制の構築

SNS等を含むコンテンツ・プロバイダ等は、青少年の保護対策を充実させた上で、その情報を発信していくこ
とが求められる。
フィルタリングのカスタマイズ機能を周知、浸透していく上では、SNS等について、保護者の判断に資する分

かりやすい情報が必要であるところ、コンテンツ・プロバイダと通信事業者が連携し、学識者やPTA等の関与の
もと、情報発信体制を構築することが必要。

〔考えられる対策〕
カスタマイズ機能により青少年に特定のSNSを利用させることについて、保護者の判断に資するSNSサイト・ア
プリの情報（保護対策、トラブル事例等を含む）の発信体制（安心ネットづくり促進協議会、青少年ネット環
境整備協議会、携帯電話事業者等の協力体制）の構築

③ SNS等を含むコンテンツ・プロバイダにおける青少年の保護対策の充実

フィルタリングのカスタマイズ機能を普及させていく前提として、SNS等を含むコンテンツ・プロバイダには、
青少年の保護対策の充実に向けた不断の自助努力が求められる。

〔考えられる対策〕
青少年ネット利用環境整備協議会における取組の充実等、SNSを含むコンテンツ・プロバイダによる青少年の保
護対策の充実に向けた対策の強化



（７）その他
③ 在留外国人による携帯電話の契約及び利用の円滑化
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各携帯電話事業者における多言語対応の状況

店舗の窓口 コールセンター カタログ等 ウェブサイト

NTTドコモ

すべての店舗で電話を通
じた通訳サポートを提供

（英、中、葡、西、ベトナム）

一部店舗で外国語スタッフ
を配置

外国語対応を実施
（英、中、葡、西）

カタログ（英）

注意事項説明ツール、請求書
確認方法（英）

未成年者の契約同意書、委任
状等
（英、中、葡、西、ベトナム）

英語版あり

 自社の公式サイト以外に訪

日外国人向けポータルサイト
「WOW! JAPAN」を開設
（英、中、 韓、タイ）

KDDI

一部店舗（全auショップのうち、

約４割）でテレビ電話を通じた
通訳サポートを提供
（英、中、韓、葡、西、ベトナム、
タガログ、タイ、仏、ネパール、
ヒンドゥー、露）

一部店舗で外国語スタッフ
を配置

外国語対応を実施
（英、中、韓、葡、ベトナム、
タガログ）

カタログ
（英、中、韓、葡、ベトナム、タガログ）

重要事項説明書・お客様記入
書類、料金説明事項、請求書
等の多言語化
（１～７言語、帳票・ツール類は約60種類）

契約に当たっての解説動画を
掲載
（英、中、葡、ベトナム）

英語版あり
（外国語が通じる店舗の検索サー
ビスを提供）

ソフトバンク
一部店舗で外国語スタッフ
を配置

外国語対応を実施
（英）

カタログ
（英、中、韓、葡、西、ベトナム）

英語版あり
（英語対応可能な店舗は検索可
能）

※ 各社ウェブサイト及び聞き取りにより総務省作成

出典：第７回会合（2019年2月22日）・事務局資料
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電気通信事業分野における競争ルール等の包括的検証（情報通信審議会への諮問）

諮問の概要（平成30年８月23日）

 ２０１９年６月を目途に中間答申、同年１２月を目途に最終答申を希望。

 平成２７年の電気通信事業法等の一部を改正する法律において、法律の施行（平成２８年５月２１日）から３年後にその施行状況に

ついて検討を加え、必要があると認めるときは、所要の措置を講ずるものとされている。

 情報通信を取り巻く環境が抜本的に変化していく中で、これまでのネットワーク構造やサービスを前提とした電気通信事業分野

における競争ルールや基盤整備、消費者保護等の在り方についての見直しが急務となってきている。

 以上のような大きな変化に迅速かつ柔軟に対応するため、平成27年改正法の施行状況を含め、これまでの政策について包括

的に検証した上で、2030年頃を見据えた新たな電気通信事業分野における競争ルール等について諮問を行う。

スケジュール

答申を希望する事項

（１） 通信ネットワーク全体に関するビジョン

（２） 通信基盤の整備等の在り方

（３） ネットワーク中立性の在り方

（４） プラットフォームサービスに関する課題への対応の在り方

（５） モバイル市場の競争環境の確保の在り方

（６） 消費者保護ルールの在り方

（７） その他必要と考えられる事項
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包括的検証中間答申のポイント

2030年に向けた
環境変化

 ユニバーサルサービス制度の見直し

• ＮＴＴによる無線を活用した電話の提供の制度化

• 将来的にブロードバンドをユニバーサルサービスの
対象とすることを見据えた検討

 シンプルで分かりやすい携帯電話料金プランの実現、
販売代理店の業務の適正性の確保
（電気通信事業法一部改正法が５月10日成立（10月１日施行））

 事業者間連携や市場の融合等に対応した
競争ルールを検討

 ネットワーク中立性を確保するためのルールづくり、
関係事業者による体制整備を検討

 我が国の利用者に対してサービスを提供する
海外事業者に対し、電気通信事業法の一部適用を検討

 設備設置事業者とは異なる主体が、ソフトウェアを通じ、
ネットワークを管理・運用することを想定したルールを継続検討

取り組むべき主な方向性

上記の取組みを通じてSociety 5.0の具現化を図り、地域も含めた日本の競争力を強化

2030年を見据えたネットワーク・ビジョン

• 人口減少・過疎化等
の社会構造変化

• 国民に不可欠な通信
サービスの高度化

通信サービスの内容や
契約形態等の複雑化

５ＧやＩｏＴの普及に伴う
事業者間連携の進展や
固定・移動市場の融合

通信量の飛躍的増加と
設備投資の増大

海外事業者の
影響力の拡大

仮想化技術により、ソフ
トウェアによる柔軟な

ネットワーク管理が実現

特別委員会・プラットフォーム研究会 グローバル課題検討ＷGで検討を深化

ネットワーク中立性研究会

特別委員会 グローバル課題検討ＷGで検討を深化

特別委員会 次世代競争ルール検討WGで検討を深化

特別委員会 基盤整備等の在り方検討WGで検討を深化

モバイル研究会・消費者保護ＷＧ

（2019年８月29日情報通信審議会答申） 164



包括的検証に係る検討体制

連携 連携

特別委員会

電気通信事業政策部会

電気通信事業分野における
競争ルール等の包括的検証

【情報通信審議会】

※ 2015年の法改正の３年後見直しを含む

連携

ネットワーク中立性
に関する研究会

• ネットワーク利用及びコスト負担の
公平性や、透明性確保の在り方
等

プラットフォームサービス
に関する研究会

• プラットフォーム事業者による利
用者情報の適切な取扱いの確保
の在り方 等

モバイル市場の競争環境
に関する研究会

• ＭＶＮＯの一層の促進等、競争促
進を通じたサービス多様化、料金
低廉化の方策 等

ネットワークビジョン・基盤整備について
一定の方向性を取りまとめ

専門的・集中的な検討のためのＷＧを設置

消費者保護ルールの検証
に関するＷＧ

• 電気通信サービスの多様化・複
雑化や消費者トラブルの現状を
踏まえた消費者保護の在り方 等

基盤整備等の在り方検討ＷＧ次世代競争ルール検討ＷＧ グローバル課題検討ＷＧ

通信ネットワークにおけるグローバ
ル化・仮想化等の構造変化を踏ま
えたルールの方向性 等

他者設備の利用の在り方、市場の
融合に対応した競争ルールの方向
性 等

ユニバーサルサービス制度を含め
た基盤整備等に関する政策の在り
方 等

※ 情報通信審議会IPネットワーク設備委員会とも連携※接続料の算定に関する研究会とも連携

 2018年８月、「電気通信事業分野における競争ルール等の包括的検証」が情報通信審議会に諮問。
 特別委員会を設置して検討するとともに、各研究会の検討結果を特別委員会に集約。2019年８月に中間答申。
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